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序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、パキスタン・イスラム共和国の中期気象予報センター設立及び気象予

報システム強化計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社国際気象コンサ

ルタント、一般財団法人日本気象協会及び株式会社建設技研インターナショナルから構成される共同企

業体に委託しました。 

調査団は、平成 24 年 9 月から平成 25 年 11 月までパキスタンの政府関係者と協議を行うとともに、計

画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりま

した。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願う

ものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要約-1 

要     約 

 

パキスタン国（以下「パ」国）は南アジア地域に位置し、南北に 1,500km と長く標高差も大きいこ

とから、地域により地形及び気象現象が多様であり、地震、洪水、土砂災害、サイクロン、干ばつ等

様々な自然災害に見舞われる災害多発国である。「パ」国における自然災害は、特にモンスーン期に

多く発生する。これは熱帯収束帯の積乱雲群や熱帯性低気圧が、集中的な豪雨、降雹、強風等の現象

を引き起こしているためである。毎年のように起こる災害は、洪水や田畑の冠水、家屋の倒壊、送電

線の切断、土砂崩れ、道路の斜面崩壊等の被害ばかりでなく、尊い人命を多数奪っており、国家経済

にも影響を及ぼしている。 

近年最大の災害としては、2010 年のインダス川大洪水（被災者数 2千万人、死者 2,000 人超）が挙

げられる。この洪水では死者の半数以上が河川の上・中流域で発生する土石流や、豪雨による家屋の

崩壊、山間部での土砂災害により命を失った。また農地の荒廃、家屋の流失、道路や橋梁の破壊など

広い範囲に被害をもたらし、「パ」国経済に計り知れない負のインパクトを与え、「パ」国の歴史上、

最悪の洪水となった。こうした気象災害の危険を事前に予測し、適切な対策を講じるためには、的確

な情報を迅速に伝達することが求められており、そのためには気象予報の精度向上と予報作成にかか

る時間短縮が必要不可欠である。 

自然災害は、人命や財産の損失及び社会経済活動の停滞を生み出すだけでなく、自然災害に対して

脆弱な貧困層への影響が極めて大きく、「パ」国政府の開発戦略の一つである貧困削減への弊害とも

なっている。また、地球規模の気候変動が中長期的に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性が

あり、自然災害多発地帯である「パ」国への影響は大きく現れると想定されることから、自然災害に

対する早期警戒を含む災害管理体制の整備が急務となっている。 

この必要性に応えるため、「パ」国政府は PMD 内に特別中期気象予報センター（Specialized Medium 

Range Weather Forecasting Center：SMRFC）を設置し、現在実施している 24 時間以内の短期予報の

精度を強化するだけでなく、48 時間を超える中期予報能力の向上を目指している。同時に、気象情報

の伝達・配信の能力強化を計画しているが、設立早々の同センターにはこれらの目的に適う気象予報

解析のための機材や情報通信機材が十分に整っていない。更に首都イスラマバードにある PMD 内の気

象レーダーシステムは、老朽化による機能不全が続いているため、数年で稼働が停止する可能性もあ

り、恒久的対策として首都圏の気象観測の中核を担う同レーダーシステムの更新は喫緊の課題である。 

また気候変動に伴う異常気象により多大な被害が発生していることを受けて、2012 年 8 月、国家気

候変動政策（National Climate Change Policy）案が気候変動省のもとで作成された。この政策には、

気候変動への脆弱さと適応方法について、セクター別（水資源、農業、森林、生態系、防災等）に記

載されており、防災に関しては、「パ」国政府は関係機関と協力し合って、主に以下の対策を講じる
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こととしている。 

1. 「国家災害危機管理体制」実施のための財源確保 

2. 自然災害発生時における関係省庁の役割及び責任の明確化 

3. サイクロンが直撃する沿岸部での早期警報システムの強化や避難計画の策定 

4. 早期警報の普及や災害リスク軽減活動への住民参加 

5. 洪水や鉄砲水、干ばつ等の監視、予報、早期警報システムの強化 

6. 異常気象発生時に迅速な復旧が求められる電気・通信・交通等のインフラ整備 

更に、上記の国家気候変動政策に対する具体的な行動計画（Action Plan）を策定し、行動計画は

最優先、短期的、中期的、長期的の 4つに分類されている。気候変動政策の効果的な実行のため、国

家及び地方気候変動政策実行委員会（ National and Provincial Climate Change Policy 

Implementation Committees）を設置し、国家及び地方気候変動政策実行委員会は半年毎に政策実行

の状況等を報告する会議を開催し、5年毎に気候変動政策の変更や更新を行うこととしている。 

我が国の無償資金協力により、PMD イスラマバード本局敷地内に構築された気象レーダーシステム

は、運用開始後、既に 20 年以上が経過している。そのため、機能の低下速度が日々増しており、2011

年にフォローアップが実施されたものの、一度大きな故障等が発生した場合、機能を回復させること

が困難な状況に陥る可能性も否めないことから、恒久的な対策として首都圏の気象観測の中核を担う

既設イスラマバード気象レーダーシステムを、早急に更新することが強く求められている。このよう

な背景から、既設イスラマバード気象レーダーシステムの更新を主とする気象観測機材、PMD 特別中

期気象予報センター設立に必要となる気象予報・データ通信関連機材及び気象情報をユーザーへ迅速

に配信するための機材等の整備が必要であるが、資金と技術の不足により「パ」国が独自に実施する

ことが困難である。そのため、「パ」国政府は、2011 年に「中期予報センター設立及び早期警報・情

報普及ネットワーク強化プロジェクト」実施のための無償資金協力を我が国政府に要請した。今回要

請されている内容は、我が国の協力にて実施された「マルチハザード早期予警報計画」にて「プライ

オリティー1」の計画に位置づけられたものである。 

これを受け、日本国政府は、準備調査(1)の実施を決定し、独立行政法人国際協力機構（Japan 

International Cooperation Agency:JICA）は、2012 年 9 月 17 日から 10 月 1 日まで準備調査団を現

地に派遣し、第 1次国内解析にて予備的検討を実施するための基礎情報を収集した。また同調査の中

で、「パ」国政府及び PMD との協議を通して、要請機材の整備目的、運用方法が確認され、要請内容

（概要）が、第 1次国内解析の予備的検討対象項目と予備的検討対象外に整理された。 

更に JICA は、2012 年 11 月 14 日から 12 月 26 日まで準備調査(2)の実施のため、準備調査団を現地

に派遣し、上記の準備調査(1)において確認され、また第 1 次国内解析で検討された内容に基づき、

PMD を含む「パ」国側政府関係機関と協議を行い、PMD の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計
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画等の様々な観点から、必要機材内容、規模・数量を検討した。その結果、最終的に以下に添付した

表に示したコンポーネントが必要である旨を確認し、各コンポーネントを構成する機器について第 2

次国内解析を行なうこととなった。また既設気象レーダー塔施設再利用の可否を判断するため、主要

構造部の状況確認、施設の構造形態確認、シュミットハンマー試験による圧縮強度試験（鉄筋コンク

リート劣化診断）、水平変形角の検討等の構造検討調査を実施した。結果として、本プロジェクトに

おいて既設気象レーダー塔施設を改築し利用することは、危険であることが確認された。 

準備調査団は第 2 次国内解析において概略設計案の作成を実施した。これを基に JICA は、2013 年

6 月 29 日から 7月 6日まで概略設計概要説明調査団を「パ」国に派遣し、概略設計案の説明及び協議

を重ねた結果、本プロジェクトの目的や効果を鑑み最終的に以下の項目が必要である旨が確認された。

各項目について国内において更なる解析を行った結果、次の表に示したものが概略設計の対象項目と

なった。 

表 1  概略設計の対象となった機材及び施設の概要 

内容 

イスラマバード ラホール カラチ ムルタン ギルギット

PMDイスラマ

バード本局 

新ベナジル

ブット国際

空港 

気象事務所

PMD ラホール

地方気象セ

ンター 

PMD ラホール

洪水予報局

PMD カラチサ

イクロン警

報センター 

PMD ムルタン

気象事務所

PMD ギルギッ

ト気象事務

所 

機材調達・据付        

特別中期気象予報センター気象

予報・開発システム（避雷設備、

電源バックアップシステム、耐雷

トランス、電圧制御設備、電源供

給キャパシタ、メンテナンス用機

器、スペアパーツ及び機材付帯施

設を含む） 

1 式 - - - - - - 

気象データ用基幹通信システム 1 式 - 1 式 1 式 1 式 1 式 1 式 

GTSメッセージスイッチシステム 1 式 - - - - - - 

Sバンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム（電源

バックアップシステム、耐雷トラ

ンス、電圧制御設備、電源供給キ

ャパシタ、メンテナンス用機器及

びスペアパーツを含む） 

1 基 - - - - - - 

気象レーダーデータ表示システム 2 式 1 式 - - - - - 

ウィンドプロファイラシステム

（機材付帯施設を含む） 
1 式 - - - - 1 式 - 

施設建設        

気象レーダー塔施設の建設（避雷

設備、電源バックアップシステ

ム、耐雷トランス、電圧制御設備

及びメンテナンス用機器を含む）

1棟 - - - - - - 

なお、本プロジェクトの工期は、約 38 ヶ月（実施設計：約 7ヶ月、施設建設：約 17 ヶ月、機材調

達及び据付工事: 約 18 ヶ月）、概略事業費は「パ」国側 0.65 億円と見込まれる。 

地球規模の気候変動が、中長期的に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性があり、特に自然
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災害多発国である「パ」国への影響が顕著に現れると想定されることから、気象災害に対する早期警

戒を含む災害管理体制の整備が喫緊の課題となっている。本プロジェクトにおいて、気象レーダーシ

ステムの更新、高層気象観測システム、気象予報・開発システム、気象データ用基幹通信システム及

び GTS メッセージスイッチシステムの整備を行い、特別中期気象予報センター（SMRFC）を PMD イス

ラマバード本局に構築する。これらの我が国の支援により、PMD の 1) 気象観測能力の強化、2) 既存

の 24～48 時間以内の短期予報の更なる精度向上、3) 48 時間を超える中期予報（3-10 日後まで）を

作成することができる能力の付帯、4) 予警報の迅速な発信能力の強化、を行い自然災害による被害

の軽減に寄与することを本プロジェクトの目標とする。 

本プロジェクトは、PMD の気象観測及び大雨予警報作成能力を向上させ、災害を軽減することが目

的である。「パ」国において最も甚大な被害をもたらす洪水による被災者及び被害総額は計り知れず、

「パ」国全体の経済発展の大きな障害ともなっている。従って、本計画の直接・間接裨益人口は、「パ」

国全人口の 1.72 億人であると考える。「パ」国の人口増加率は、年平均 2％であり、2050 年にはイン

ド、中国、米国に次ぐ世界第 4位の人口を抱える国になると予想され、被災する者が増大することが

懸念される。 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。また

PMD の運用維持管理費が軽減できるよう、本プロジェクトの機材・施設設計に当たり交換部品や消耗

品を最小限とし、最も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える設計を採用するなどの技術的な対

応を行った。本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェクトを

実施する意義は極めて高い。 
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図  プロジェクトサイト位置図 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１  当該セクターの現状と課題 

 

１－１－１ 現状と課題 

パキスタン国（以下「パ」国）は南アジア地域に位置し、南北に 1,500km と長く標高差も大きいこ

とから、地域により地形及び気象現象が多様であり、地震、洪水、土砂災害、サイクロン、干ばつ等

様々な自然災害に見舞われている。「パ」国における自然災害は、特にモンスーン期に多く発生する。

これは熱帯収束帯の積乱雲群や熱帯性低気圧が、集中的な豪雨、降雹、強風等の現象を引き起こして

いるためである。毎年のように起こる災害は、洪水や田畑の冠水、家屋の倒壊、送電線の切断、土砂

崩れ、道路の斜面崩壊等の被害ばかりでなく、尊い人命を多数奪っており、国家経済にも影響を及ぼ

している。 

近年最大の災害としては、2010 年のインダス川大洪水（被災者数 2,000 万人、死者 2,000 人超）が

挙げられる。この洪水では死者の半数以上が河川の上・中流域で発生する土石流や、豪雨による家屋

の崩壊、山間部での土砂災害により命を失った。また農地の荒廃、家屋の流失、道路や橋梁の破壊な

ど広い範囲に被害をもたらし、「パ」国経済に計り知れない負のインパクトを与え、「パ」国の歴史上、

最悪の洪水となった。こうした自然災害の危険を事前に予測し、適切な対策を講じるためには、的確

な情報を迅速に伝達することが求められており、そのためには気象予報の精度向上と予報作成にかか

る時間短縮が必要不可欠である。 

自然災害は、人命や財産の損失及び社会経済活動の停滞を生み出すだけでなく、自然災害に極めて

脆弱である貧困層に対し大きな打撃を与えるため、「パ」国政府の開発戦略の一つである貧困削減へ

の弊害ともなっている。また、地球規模の気候変動が中長期的に自然災害の頻度及び規模を増大させ

る可能性があり、自然災害多発地帯である「パ」国への影響は顕著に現れると想定されることから、

自然災害に対する早期警戒を含む災害管理体制の整備が急務となっている。 

この必要性に応えるため、「パ」国政府はパキスタン気象局（Pakistan 

Meteorological Department、以下 PMD）内に特別中期気象予報センタ

ー（Specialized Medium Range Weather Forecasting Center、以下 SMRFC）

を設置し、現在実施している 24 時間以内の短期予報の精度を強化する

だけでなく、48 時間を超える中期予報能力の向上を目指している。同

時に、気象情報の伝達・配信の能力強化を計画しているが、設立早々の同センターにはこれらの目的

に適う気象予報解析のための機材や情報通信機材が十分に整っていない。更に首都イスラマバードに

ある PMD 内の気象レーダーシステムは、老朽化による機能不全が続いているため、数年で稼働が停止

PMD イスラマバード本局
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図 1  「パ」国の年間降水量分布 

する可能性もあり、恒久的な対策として首都圏の気象観測の中核を担う同レーダーシステムの更新は

喫緊の課題である。 

「パ」国で最も多い自然災害は洪水であり、北部から南

部にかけての広範囲で発生している。一方、鉄砲水及び土

砂崩れは、特に北部上流域で多発している。右図は「パ」

国の年間降水量を表しているが、イスラマバード首都圏を

中心とした北部が圧倒的に多い。つまり、北部で降った大

雨により上流域で鉄砲水や土砂崩れが発生し、その雨水が

中・下流域に流れ、洪水が発生している。「パ」国北部にお

ける気象観測能力の強化は、「パ」国での自然災害を効率よ

く低減する上で重要であると考えられる。 

次に添付した表は、2001 年～2010 年までの間に「パ」国において発生した自然災害による死者・

行方不明者数と被災者数を、各災害種別に取り纏めたものである。やはり、洪水は広い範囲で発生し

ており、多発地域は北部のカイバル・パクトゥンクワ州、中部のパンジャーブ州、南部のバローチス

ターン州、シンド州である。また、鉄砲水及び土砂崩れはカイバル・パクトゥンクワ州を中心とした

北部地域で多く発生していることが分かる。一方、サイクロン被害はバローチスターン州及びシンド

州の沿岸部に集中しており、内陸への影響はほとんどない。 

 

 

 

  表 2  「パ」国で発生した自然災害（2001 年～2010 年） 

＜洪水・鉄砲水・土砂崩れ＞ 

    州名 

    8 2 7 5 6 3 1 4 
    ギルギッ

ト・バルチ

スタン州 

カイバル・

パクトゥン

クワ州 

アザド・カ

シミール

イスラマバ

ード首都圏

連邦直轄部

族地域 

パンジャー

ブ州 

バローチス

ターン州 
シンド州

年 災害種類 
死者・行方

不明者数 
被災者数 

2001 鉄砲水 210 400,179         

2002 
洪水 23 4,010         

鉄砲水 14          

2003 
洪水 230 1,266,223         

鉄砲水 36 20         

2004 洪水 5          

2005 洪水 616 7,523,543         

2006 

洪水 380 8,125         

鉄砲水 20          

土砂崩れ 29 5         

2007 

洪水 460 2,186         

鉄砲水 66 520         

土砂崩れ 100 2         

2008 洪水 83 290,764         

2009 
洪水 52 70         

鉄砲水 50 75,010         

2010 

洪水 2,031 20,359,518         

鉄砲水 60 4,000         

土砂崩れ 19 26,700         

参照：WHO Collaborating Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) Emergency Events Database (EM-DAT)及び当 JV 所有データ 
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  表 3  「パ」国で発生した自然災害（2001 年～2010 年） 

＜暴風雨・サイクロン＞ 

    州名 

    8 2 7 5 6 3 1 4 
    ギルギッ

ト・バルチ

スタン州 

カイバル・

パクトゥン

クワ州 

アザド・カ

シミール

イスラマバ

ード首都圏

連邦直轄部

族地域 

パンジャー

ブ州 

バローチス

ターン州 
シンド州

年 災害種類 
死者・行方

不明者数 
被災者数 

2001 暴風雨 4 500         

2002 暴風雨 14 12         

2003 暴風雨 51 2,557         

2005 暴風雨 58          

2007 サイクロン 242 1,650,000         

2010 サイクロン 23 4,000         

参照：WHO Collaborating Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) Emergency Events Database (EM-DAT)及び当 JV 所有データ

 

 

 

  表 4  「パ」国で発生した自然災害（2001 年～2010 年） 

＜熱波・寒波・雪崩＞ 

    州名 

    8 2 7 5 6 3 1 4 
    ギルギッ

ト・バルチ

スタン州 

カイバル・

パクトゥン

クワ州 

アザド・カ

シミール

イスラマバ

ード首都圏

連邦直轄部

族地域 

パンジャー

ブ州 

バローチス

ターン州 
シンド州

年 災害種類 
死者・行方

不明者数 
被災者数 

2002 熱波・寒波 113 24         

2003 熱波・寒波 200          

2005 
雪崩 24          

熱波・寒波 106 200         

2007 雪崩 43 3         

2010 雪崩 31 3,705         

参照：WHO Collaborating Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) Emergency Events Database (EM-DAT)及び当 JV 所有データ

 

「パ」国北部で降水量が多い原因は、頻繁に通過

する上空の気圧の谷と地上のモンスーン低気圧であ

る。右図が示すように、上空の気圧の谷は偏西風と

深く関係している。偏西風は上空 5,500～5,800 メー

トル付近に吹く西風であるが、地形や南北の温度差、

低気圧や高気圧の条件等が複雑に絡んで、南北に蛇

行している。「パ」国付近の偏西風は、「パ」国北部

にそびえる 8,000 メートル級の高い山や東側に広が

るチベット高原に進路を阻害され蛇行することから、「パ」国北部～北西部では偏西風が南へ蛇行し

気圧の谷となる傾向がある。下図は、この上空の気圧の谷が地上のモンスーン低気圧に接近した時に

発生する気象現象のメカニズムである。 

 

 

 

 

 

 

チベット高原等 

気圧の谷

パキスタン

偏西風 

図 2  「パ」国付近上空の偏西風と気圧の谷 

モンスーン低気圧 
湿った南風 

雨雲 

モンスーン低気圧 

雨雲 

上空の気圧の谷

偏西風

湿った南風 

発達した 

モンスーン低気圧湿った南風 

雨雲 

 

空気の抜け道 
上空の気圧の谷 

偏西風

図 3  モンスーン低気圧と上空の気圧の谷による気象現象の推移 

① ② ③
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① 地上のモンスーン低気圧に向かって湿った南風が吹き込む。 

② 上空の気圧の谷が偏西風にのってモンスーン低気圧に近づく。 

③ モンスーン低気圧は急速に発達して背が高くなり、それによってモンスーン低気圧に集まった空

気の抜け道が鉛直方向にできる。空気の抜け道があるため、南からより多くの暖かく湿った空気

がモンスーン低気圧に向かって流れ込み、雨雲が発達しやすい状態が長時間に渡って続く。その

結果、雨が長引き、大雨となる。 

このような気象現象をいち早く捉え、予報精度を向上させるためには、気象レーダーシステムによ

る雨雲監視のほか、高層気象観測を実施して上空の風速・風向を把握する必要がある。高層気象観測

には、1 日数回の定時観測に用いるパイロットバルーンやラジオゾンデによる観測のほか、上空へ電

波を発射し上空約 4km～12km（降水時）までの風向・風速の鉛直分布及び乱気流等の気象現象を 24

時間連続して観測できるウィンドプロファイラシステムがある。ウィンドプロファイラシステムは、

ほとんど人手を掛けずに自動観測が可能で、駆動部分がないことから故障頻度も低いことで知られて

おり、途上国の気象組織が高層気象観測に用いる装置としては最適なものと考えられる。そのため気

象レーダーシステム及びウィンドプロファイラシステムによる気象観測に加え、気象予報・開発シス

テム等の計算機によるデータ処理・解析は、PMD の予報精度を向上させる上で極めて有効であり、「パ」

国の気象災害の軽減に貢献すると期待されることから、本プロジェクトの実施が強く望まれる。 

 

１－１－２ 気象分野に対する我が国の協力 

自然災害の被害を軽減し、自然災害から国民の生命と

財産を守ることを目的として、「パ」国政府は日本国政

府に気象観測のための施設建設及び気象レーダーシス

テム機材整備に関する無償資金協力を要請した。これ

を受けて、1990 年度より「気象レーダー網整備計画（フ

ェーズⅠ事業）」（1991 年 3 月完成）が実施され、「パ」

国北部の首都イスラマバード及び南部のカラチに気象

レーダーシステムが整備された。その後、降雨及び洪

水の更なる予測制度の向上のため、1998 年度より「第

2 次気象観測網整備計画（フェーズⅡ事業）」（1999 年

3 月完成）が実施され、気象レーダー観測範囲拡大のために、「パ」国中部のデラ・イスマイル・カー

ン及びラヒムヤル・カーンに気象レーダーシステムが整備された。レーダー画像合成処理装置及びレ

ーダー画像伝送・表示装置の整備とともに、4基の気象レーダーシステムがネットワーク化され、「パ」

国全土の約80％をカバーし、且つ全人口の約90％以上が居住している地域の雨量監視が可能となり、

イスラマバード カラチ

ラヒムヤル・カーン デラ・イスマイル・カーン
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防災に貢献する気象レーダー観測網が構築された。2次に渡る我が国の支援により、「パ」国全土のう

ち、北部高山部とバローチスターン州の一部を除く全国の気象観測が可能となり、「パ」国の気象予

報の精度は以前と比べて飛躍的に向上した。また洪水多発地帯であるインダス川の全流域を気象レー

ダーシステムで常に監視する事ができ、量的な気象データを得ることが可能となった。これら 4基の

気象レーダーシステムは現在も稼動を辛うじて続け、「『パ』国の気象情報提供」の中核施設としての

役割を現在も果たしている。しかしながら、イスラマバード及びカラチの気象レーダーシステムは設

置から既に 22 年、デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーンの気象レーダーシステムは設

置から既に 14 年の歳月が経過している。老朽化に伴い頻発する不具合等が気象レーダー観測業務に

支障をきたすことから、PMD は現地で入手可能なスペアパーツの交換等を行うことで不具合に対応し

てきたが、気象レーダーメーカー側によるスペアパーツ供給が年々困難となっている。不具合等に対

する対策がなされない状況が続けば、気象レーダーシステムの観測機能が停止する事態も想定された

ことから、「パ」国側は、我が国に対し専門技術者の派遣による既設機材の状況、不具合箇所・スペ

アパーツ必要箇所の詳細確認及び修理方法の検討、維持管理体制にかかる指導助言を行うフォローア

ップ調査を要請した。調査結果にもとづく機材供与／修理についても要請を行ったことから、フォロ

ーアップ調査団が 2010 年 2 月より現地へ派遣され、気象観測機能が完全に停止する事態を避けるた

めに、緊急措置として 2011 年にフォローアップが実施された。 

 

１－１－３ 開発計画 

「パ」国では、国家防災計画及び早期予警報システム整備計画が作成され、首相が議長を務める国

家災害管理委員会にて、2013 年 2 月に承認された。今回、我が国に要請されているプロジェクトは、

早期予警報システム整備計画において最優先事業として位置づけられている。 

 

１－１－４ 社会経済状況 

次の図は「パ」国における GDP 成長率である。GDP 成長率が下がった年は、前年に大規模な災害が

起きている。GDP 成長率が 1.6%と 2%を下回った 2008 年は、前年の 2007 年にサイクロン「Yemyin」が

「パ」国に襲来し、総額およそ 16 億ドルに上る被害をもたらした。2010 年には、「パ」国の災害史上

最悪と言われる大洪水及び土砂災害が発生し、翌年 2011 年の GDP 成長率は 2.9%まで下降した。これ

らのことから、自然災害がもたらす被害は、「パ」国全体の経済発展に大きな負の影響を及ぼすこと

が伺える。 
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１－２  無償資金協力の背景・経緯及び概要 

我が国の無償資金協力により、PMD イスラマバード本局敷地内に構築された気象レーダーシステム

は、運用開始後、既に 20 年以上が経過している。機能の低下速度は日々増しており、2011 年にフォ

ローアップが実施されたものの、一度大きな故障等が発生した場合、機能を回復させることが困難な

状況に陥る可能性が否めない。このため、恒久的な対策として首都圏の気象観測の中核を担う、既設

イスラマバード気象レーダーシステムを、早急に更新することが強く求められている。このような背

景から、既設イスラマバード気象レーダーシステムの更新を主とする気象観測機材、PMD 特別中期気

象予報センター設立に必要となる気象予報・データ通信関連機材及び気象情報をユーザーへ迅速に配

信するための機材等の整備が必要であるが、資金と技術の不足により「パ」国が独自に実施すること

は困難である。そのため、「パ」国政府は、2011 年に「中期予報センター設立及び早期警報・情報普

及ネットワーク強化プロジェクト」実施のための無償資金協力を我が国政府に要請した。今回要請さ

れている内容は、我が国の協力にて実施された「マルチハザード早期予警報計画」の中で「プライオ

リティー1」の計画に位置づけられたものである。 

これを受け、日本国政府は準備調査(1)の実施を決定し、独立行政法人国際協力機構（Japan 

International Cooperation Agency:JICA）は、2012 年 9 月 17 日から 10 月 1 日まで準備調査団を現

地に派遣し、第 1次国内解析にて予備的検討を実施するための基礎情報を収集した。また同調査の中

で、「パ」国政府及び PMD との協議を通して、要請機材の整備目的、運用方法が確認され、次表の通

り要請内容（概要）が、第 1次国内解析の予備的検討対象項目と予備的検討対象外に整理された。 
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2007年 サイクロン「Yemyin」
被害総額：16.2億USドル

2010年 大洪水・土砂災害
被害総額：約100億USドル

2005年 大地震
被害総額：約50億ドル
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成
長
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図 4  「パ」国の GDP 成長率年間推移と自然災害 

参照：世界銀行 
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表5  第1次国内解析の予備的検討対象項目 
No. 要請項目 数量 要請内容と目的 

1 SMRFC（特別中期気象予報センター） 

1-1 

 

高速コンピューター導入による気象データ

の処理・解析・予測システム、農業気象デー

タの処理・解析装置を含む 

1

水平格子間隔 5km の領域数値予報モデルを運用するため、既存の

PC クラスターシステムの処理速度を 2 テラフロップスから 20 テ

ラフロップスに増強する。モデルは、3 時間ごとの出力が得られ

るように 24 時間常時運用する。 

既設コンピューターシステムの性能向上により、短期（3 日間）

気象予報の精度を上げることができる。中期（4～10 日）気象予

報は、Outlook（1.短期予報用天気ガイダンス予測値と領域モデ

ル予測値の誤差傾向の把握、2.他国の全球モデルの格子点値によ

り中期予報用天気ガイダンス予測値を算出、3.中期予報用天気ガ

イダンス予測値を誤差傾向により補正）により作成する。 

  1

数値気象予報モデルの計算結果を使用した意思決定支援システ

ム：農作物の灌漑の必要量や、害虫駆除・播種・収穫の適期など

農業経営のための注意報を発表する。 

5 日～7 日先の農業気象情報を、パキスタン全ての農業気候地帯

に、既存のマスメディアや SMS を使って定期的に提供する。 

1-2 
気象情報配信システム、気象情報報道番組制

作システム 
1

簡易的なラジオ送信所を地域測候所 30 地点に設営し、ラジオ番

組制作システム（ラジオブース、レコーダー、データ送信機）を

整備する。 

1-3 NOAA の HRPT データ受信システム 1

濃霧、海面温度、土壌湿り度、外向き長波放射量、積雪、NDVI（植

生指数）、土地利用分析、全球降水観測などの極軌道衛星（NOAA）

データを直接受信するシステム。 

1-4 GTS メッセージスイッチシステム 1

カラチの既存 GTS メッセージスイッチシステムに代わる、新規の

GTS メッセージスイッチシステムをイスラマバードの PMD に整備

する。 

1-5 
VPNを利用した気象データ基幹通信システム

（ネットワーク管理システムを含む） 
8

PMD の各局間のデータ交換及び PMD の気象データ、予警報の情報

を他の防災関連機関へ公開・発信するための通信ネットワーク。

VPN を利用した気象データ基幹通信システムのネットワークを管

理するためのシステム。 

1-6 

SMRFC の落雷保護・電源供給システム 

 バックアップ電源（UPS) 

 機材用絶縁トランス 

 施設関連設備用絶縁トランス 

 自動電圧調節器 

 エンジン発電機 

1
本プロジェクトにより整備される SMRFC の機材を、落雷や電源を

介して進入するサージから保護し、安定した電源を供給する。 

1-7 SMRFC に必要な予備品及び測定機器 1 SMRFC に整備される機材のための予備品及び測定機器。 

2 気象レーダーシステム   

2-1 

気象レーダーシステム 

 気象レーダーシステム機材 

 気象レーダーデータ表示システム 

 気象レーダーに必要な予備品及び測定

機器 

 レーダー塔施設建設に下記の電源供給

システムを含む 

 電源バックアップシステム（UPS） 

 機材用絶縁トランス 

 施設関連設備用絶縁トランス 

 自動電圧調節器 

 エンジン発電機 

1
継続的な気象レーダー観測を行い、予警報の精度向上を目的とす

る。 

2-2 

 

気象レーダーデータの画像合成システム（既

存の気象レーダーデータの 8 ビット変換シ

ステムを含む） 

1

 

新規に建設するイスラマバードのレーダーデータと他の既存の

レーダーデータの合成画像を作成・表示する機材（既存のレーダ

ーデータを 8 ビットデータに変換する機材を含む）。 

3 高層気象観測システム   

3-1 
高層気象観測システム、衛星通信システム

（VSAT）による気象データ通信 
5

資金不足により、ラジオゾンデを使った定期的な高層観測を行う

ことができない。高層大気の気象要素を記録する機材。 

4 可搬式マイクロ気象レーダーシステム 

4-1 可搬式マイクロ気象レーダーシステム、電源 1 可搬式気象レーダーシステム（Ｘバンド）により、パキスタンの
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供給装置付属 災害の起こりやすい地域で発生する荒天現象（局地的な小さいス

ケールの現象）を観測する。 

 

表6  第1次国内解析の予備的検討対象外項目（「パ」国側による調達を要請） 
No. 要請項目 数量 要請内容と目的 

1-1 作図装置による予報支援システム 1
数種類の天気図（フリーソフトによって描画）を、一枚の大型用

紙（1.3m×1m 程度）に印刷（作図）するための機材。 

1-2 気象情報ディスプレイシステム 3

大型ディスプレイ（52 インチ）3台 

 PMD 予報室に設置し、現業の予報業務に役立てる。 

 PMD 玄関ロビーに設置し、訪問者に気象情報を紹介する。 

 空港ロビーに設置し、一般の空港利用者向けの気象情報を表

示する。 

1-3 車両 1 「パ」国政府が、本プロジェクトのため既に購入済み。 

1-4 

環境モニタリングシステム 

拡散スペクトルデータ送信システム、電源供

給装置付属 

2
イタリア政府支援によりムルタンに設置された環境モニタリング

システムと同様のシステム。 

 

更に、JICA は 2012 年 11 月 14 日から 12 月 26 日まで準備調査(2)の実施のため、準備調査団を現地

に派遣し、上記の準備調査(1)において確認され、また第 1 次国内解析で検討された内容に基づき、

PMD を含む「パ」国側政府関係機関と協議を行い、PMD の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計

画等の様々な観点から、必要機材内容、規模・数量を検討した。その結果、最終的に下表に示した内

容（コンポーネント）が必要である旨を確認し、各コンポーネントを構成する機器について第 2次国

内解析を行うこととなった。また既設気象レーダー塔施設再利用の可否を判断するため、主要構造部

の状況確認、施設の構造形態確認、シュミットハンマー試験による圧縮強度試験（鉄筋コンクリート

劣化診断）、水平変形角の検討等の構造検討調査を実施した。結果として、本プロジェクトにおいて

既設気象レーダー塔施設を改築し利用することは、危険であることが確認された。 

準備調査団は第 2 次国内解析において概略設計案の作成を実施した。これを基に JICA は、2013 年

6 月 29 日から 7月 6日まで概略設計概要説明調査団を「パ」国に派遣し、概略設計案の説明及び協議

を重ねた結果、本プロジェクトの目的や効果を鑑み以下の項目が必要である旨を確認した。各項目に

ついて国内で更なる解析を行った結果、次の表に示したものが概略設計の対象項目となった。 

 

表 7  概略設計の対象となった機材及び施設の概要 

内容 

イスラマバード ラホール カラチ ムルタン ギルギット

PMDイスラマ

バード本局 

新ベナジル

ブット 

国際空港

気象事務所

PMD ラホール

地方気象セ

ンター 

PMD ラホール

洪水予報局

PMD カラチサ

イクロン警

報センター 

PMD ムルタン

気象事務所

PMD ギルギッ

ト気象事務

所 

機材調達・据付        

特別中期気象予報センター気象

予報・開発システム（避雷設備、

電源バックアップシステム、耐雷

トランス、電圧制御設備、電源供

給キャパシタ、メンテナンス用機

器、スペアパーツ及び機材付帯施

設を含む） 

1 式 - - - - - - 

気象データ用基幹通信システム 1 式 - 1 式 1 式 1 式 1 式 1 式 

GTSメッセージスイッチシステム 1 式 - - - - - - 
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Sバンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム（電源

バックアップシステム、耐雷トラ

ンス、電圧制御設備、電源供給キ

ャパシタ、メンテナンス用機器及

びスペアパーツを含む） 

1 基 - - - - - - 

気象レーダーデータ表示システ

ム 
2 式 1 式 - - - - - 

ウィンドプロファイラシステム

（機材付帯施設を含む） 
1 式 - - - - 1 式 - 

施設建設        

気象レーダー塔施設の建設（避雷

設備、電源バックアップシステ

ム、耐雷トランス、電圧制御設備

及びメンテナンス用機器を含む） 

1 棟 - - - - - - 

 

 

１－３  我が国の援助動向 

我が国の「パ」国に対する援助の基本方針（大目標）は、「経済成長を通じての安定した持続的な

社会の構築」としている。「パ」国は、2050 年にはインド、中国、米国に次ぐ世界第 4 位の人口を抱

える国になると予想されている。その潜在力を十分に発揮するためには、安定的な経済状況を確保し

つつ、民間主導型の経済成長を実現することを通じて、安定した持続的な社会を構築することが不可

欠である。基本方針（大目標）の達成に向けて、我が国は、経済基盤の改善をはじめとした下記の 3

つを重点分野（中目標）としている。 

1. 経済基盤の改善 

2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善 

3. 国境地域などの安定・バランスの取れた発展 

重点分野の「2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中で、「頻発する自然災害に対する

防災能力の強化につながる支援を実施する」旨が目標とされており、本プロジェクトは我が国の「パ」

国に対する援助の基本方針に沿っていることが確認できる。 

 

１－４  他ドナーの援助動向 

他ドナーによる「パ」国気象分野（PMD）に対する援助活動は、以下の通りである。本プロジェク

トと重複した援助計画はない。 
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表 8  他ドナーの援助動向 
援助機関 年 プロジェクト プロジェクト費用 援助内容 

中国 2011-2013 
パキスタン-中国地震観

測網整備計画 
約 161,391,000 ルピー

地震観測網整備のための地震観測

機材供与 

ノルウェー 2011-2013 パキスタン地震危険調査 約 30,270,000 ルピー パキスタンの地震危険調査の実施

フィンランド 2012 自動気象観測装置 約 135,998 ユーロ 10 台の自動気象観測装置供与 

イタリア 2012 シェアー03AWS 
イタリア政府より直接

機材を受領 

気候調査のための自動気象観測装

置（3 台）による高地観測データ

収集 

国連ユネスコ 2011 スタジオ設立計画 約 9,200,000 ルピー
気象情報番組作成のためのスタジ

オ機材供与 

米国国際開発庁 

（WMO を通じて） 
2012-2013 

地域フラッシュフラッド

ガイダンスシステム 
2,810,000 米ドル 

南アジア地域協力連合（SAARC）加

盟国に対するフラッシュフラッド

予報の配布 

国連ユネスコ 2013 

ギルギット・バルチスタ

ン州小地域洪水警報シス

テムの構築 

50,000 米ドル 
ギルギット・バルチスタン州にお

ける洪水予警報システムの構築
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１  プロジェクトの実施体制 

 

２－１－１ 組織・人員 

「パ」国の気象業務を行う唯

一の政府機関である PMD は、国

防省を上部官庁として配置さ

れていたが、2013 年 6 月より内

閣府の航空部の下に配置転換

された。下図は PMD の組織構成

を表した図である。長官の下に、

特別中期気象予報センター（設置予定）、中央水資源監視＆早期警報センター、中央地震監視／津波

警報センター、管理事務所、洪水予報局、研究開発局が配置されており、更に地方別や予報対象項目

別に細分されている。気象予報業務を行う国家気象予報センター（National Weather Forecasting 

Center:NWFC、イスラマバード）やサイクロン監視センター（Tropical Cyclone Warning Center:TCWC、

カラチ)は、管理事務所の技術管理者の下に置かれている。現在のPMD全体の職員数は約2,520名（2013

年現在）で、PMD 本局はイスラマバードにある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5  内閣府 航空部組織構成 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ気象局 : Pakistan Meteorological Department (PMD) 
ﾊﾟｷｽﾀﾝ国際航空 : Pakistan International Airlines (PIA) 
首都開発庁  : Capital Development Authority (CDA) 
ﾊﾟｷｽﾀﾝ航空局 : Pakistan Civil Aviation Authority (CAA) 
空港治安部隊 : Airport Security Force (ASF) 
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Pakistan Civil Aviation Authority 
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Airport Security Force 

気候変動部 
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図 6  PMD 組織図 
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洪水予報局 ラホール 

Flood Forecasting  

Division (FFD), Lahore 

管理事務所主任 

Chief Admin Officer 

気象局本局 イスラマバード 

Met. HQs,. Islamabad 

主任気象官 

Chief Meteorologist   

中央地震監視/津波警報センター

カラチ 

National Seismic Monitoring &  

Tsunami Warning Center  

(NSM & TWC), Karachi 

主任気象官 

Chief Meteorologist 

中央水資源監視＆早期警報センター 
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National Drought Monitoring &  
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Director 
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管理事務所副主任 

Dy. Chief Admin Officer  
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Director 

整備部門 カラチ 
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Climate Data Processing 

Center (CDPC) Karachi

局長 

Director 

地方気象センター 
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Regional Met. Center 

(RMC) Karachi 
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Director 

地方気象センター  
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Regional Met. Center  
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Chief Meteorologist 
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Research & Development (R&D) 
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Principal Meteorologist  
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Flood Forecasting and Warning System for the twin cities 
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PMD は、NWFC を中枢として、全国をカラチ、

ラホール、クエッタ、ペシャワールの 4つ

の気象管区に分けて気象業務を行ってい

るほか、ラホール洪水予報局（Flood 

Forecasting Division:FFD)、カラチ地震

監 視 セ ン タ ー （ Seismic Monitoring 

Center ）、 カ ラ チ 津 波 警 報 セ ン タ ー

（Tsunami Warning Center）、カラチ気象

通信センター（National Meteorological 

Communication Center:NMCC）及び右図に

示した 7箇所の気象レーダー観測所（イス

ラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・

カーン、ラヒムヤル・カーン、ラホール、

シアルコット、マングラ）を有している。 

 

＜PMD の気象予報業務＞ 

 PMD の予報業務体制 

気象に関する予報を発表しているのは、イスラマバードにある NWFC である。下表は NWFC にお

ける気象予報官及び気象技術者の勤務体制である。24 時間体制で予報業務を行っており、昼夜問

わず、「パ」国内の様々な気象現象を監視している。 

表 9  PMD イスラマバード本局国家気象予報センター（NWFC）のシフト体制 

シフト名 時間 勤務時間 
スタッフ数 

予報官 予報補佐官 観測員 データ入力官

日勤シフト 08:00-16:00 8 1 2 
2 2 

午前シフト 08:00-14:00 6 1 1 

午後シフト 14:00-20:00 6 2 - 1 1 

夜勤シフト 20:00-08:00 12 1 1 - 

緊急時 気象現象の激しさによる 
出典：PMD

 

 PMD の気象情報 

PMD が発表する天気予報、特別気象サービス及び警報／注意報の概要を以下の各表にまとめた。 

 

図 7  「パ」国の気象レーダー観測網

PAKISTAN 

ラヒムヤル・カーン 

デラ・イスマイル・カーン

シアルコット

ラホール

カラチ 

イスラマバード

マングラ 

＜我が国の無償資金協力＞ 

気象レーダー網整備計画（1991 年 3 月完成）：イスラマバード及びカラ

チ 

第 2 次気象観測網整備計画（1999 年 3 月完成）：デラ・イスマイル・カ

ーン及びラヒムヤル・カーン 

 

＜世界銀行＞ 

「パ」国政府が世界銀行の資金支援により設置：ラホール、シアルコッ

ト及びマングラ
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表 10  PMD が発表する天気予報 

予報の種類 予報対象期間 内容 予報対象地域 
発表時間 

（現地時間）

一般天気予報 
24 時間及び 

48 時間 

24時間及び48時間先までの全国

天気予報、24 時間先までの都市

別天気予報、警報（発表時）

全国及び 

42 都市 
10:00、19:00

天気概況 24 時間 現在天気概況及び天気予報 6 州 13:00 

都市別予報 4 日間 天気マークのみ 66 都市 19:00 

週間天気予報 7 日間 気圧配置及び週間天気予報 6 州 月曜日（午前）

霧予報 6 時間 6 時間先までの霧予報 

8幹線道路／高

速道路内の 15

区間 

08:00 

夏季のモンスーン予報
3ヶ月間 

（7月～9月） 

モンスーン活動、予想総降水量

（平年差：%で表示） 
全国 

モンスーン開

始前（6月末）

冬季予報 
3 ヶ月間 

（12 月～2月）
予想総降水量（平年差：%で表示） 全国 12 月初旬 

出典：PMD

現地時間（PST）＝UTC＋5

 

表 11  PMD が提供している特別気象サービス 
サービスの種類 内容 主な提供先 

航空気象予報及び 

注警報サービス 

航空天気図、気象衛星画像、METAR、TAFs、都市別週

間天気予報、航空業務用天気概況 
民間航空会社、軍 

農業気象情報及び 

注警報サービス 

モンスーン注意報、週間予報、10 日間予報、1ヶ月

予報、干ばつの見通し 
農業関係者 

公共事業及び 

注警報サービス 
要請に応じて 

計画及び開発セクター、道

路・空港・発電所建設会社

軍事活動サービス 空軍基地及び指定地域の気象監視・予報・警報 軍 

海上気象予報及び 

警報サービス 
潮汐、波高、風速、沿岸予報、海水面温度 漁業関係者 

出典：PMD

 

表 12  PMD が発表する警報／注意報 

警報／注意報の種類 発表基準 発表回数（2011 年） 

厳重警戒情報 

↑ 

警報 

↑ 

注意報 

↑ 

報道発表 

翌日から7日間までに（場合により2週間まで）、

以下に記された気象現象が「パ」国に影響を及

ぼすと予想される場合、PMD は影響の度合いに応

じ、報道発表、注意報、警報、厳重警戒情報を

発表する。 

 

（大雨／大雪、雷雨、砂風、熱波／寒波、異常

乾燥、濃霧、サイクロン／発達した熱帯低気圧

／熱帯低気圧） 

厳重警戒情報：2 

警報：10 

注意報：4 

報道発表：41 

出典：PMD

 

 

 気象レーダー観測所の観測体制 

PMD 職員によるイスラマバード気象レーダー観測所の観測体制は以下の通りである。 
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表 13  気象レーダー観測所の観測体制 

 
勤務シフト 1 勤務シフト 2 勤務シフト 3 

1日の稼働 

職員数 

観測所 

職員数 

イスラマバード気象レーダー観測所 

年間 
勤務時間 08:00-14:00 14:00-20:00 20:00-08:00 

9 名 10 名 
勤務職員数 5 名 2 名 2 名 

モンスーン期 

（6～10 月） 

勤務時間 08:00-14:00 14:00-20:00 20:00-08:00 
9 名 10 名 

勤務職員数 5 名 2 名 2 名 

 

 

２－１－２ 財政・予算 

「パ」国の会計年度は、7月 1日から翌年 6月 30 日である。下表は、「パ」国会計年度 2008 年度か

ら2012年度までのPMDの年間予算及びその内訳を示

している。年間予算は年々増加傾向にあり、主な内

訳は、人件費、交通費、研修費、公共料金、通信費

等である。プロジェクトが実施される場合には、プ

ロジェクト実施・開発費として特別予算が、PC-1 の

承認により割り当てられる仕組みになっている。 

表 15  PMD の年間予算内訳 （1,000 ルピー）

番号 項目 
  会計年度   

2008 2009 2010 2011 2012 

1 人件費（職員給与） 296,219 323,928 356,513 478,126 574,143

2 交通費、研修費、公共料金、通信費等 70,157 70,157 71,019 74,728 88,940

3 職員退職手当 1,500 1,500 1,500 1,500 1,100

4 政府補助金, 助成金 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

5 転勤費用 50 500 500 100 80

6 機材購入費等 15,720 11,000 11,000 13,264 11,449

7 工事関連費 2,550 2,000 2,000 1,998 250

8 機材・施設修理及び維持管理費 6,795 6,795 6,795 7,109 2,385

 計 394,991 417,880 451,327 578,825 680,347

 プロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算（PC-1 の承認による） 

 プロジェクト実施・開発費 641,127 363,165 165,136 110,654 62,616

 

 

２－１－３ 技術水準 

PMD イスラマバード技術職員の気象レーダー維持管理経験をみると、専門学校又は大学卒業より数

年～十数年程度の電気及び機械関連の作業経験を有している技術職員もおり、故障探求やその後の

不良部品の抽出、交換及び測定器を使用した調整などの幅広い技能を持っている。空中線装置関連

の作業に関しても、回転機構の注油、グリスアップ、サーボモータの交換又は応急的な機械部品の

修理等は実施可能であり、その習熟度は高い。また、ほとんどの技術者がコンピュータのハード及

表14  PMDの年間予算 
会計年 予算（1,000ルピー) 

2008 394,991 

2009 417,880 

2010 451,327 

2011 578,825 

2012 680,347 
※プロジェクト実施・開発費は、PC-1 の承認により配分されるプロジェクト

実施及び開発に必要となる特別予算であるため含んでいない 
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びソフトウェアの知識と取扱いについて熟知している。このため、信号処理、画像処理及びレーダ

ー制御等をコンピュータに依存している昨今の気象レーダーへの技術的対応には問題がないと思わ

れる。 

イスラマバード気象レーダー観測所の技術者による気象レーダーの運用保守作業は毎日行われて

おり、気象レーダー導入時に日本のレーダーメーカーの技術者による現地研修（OJT）で得た要領に

従って、レーダーの基本性能については観測時毎に、他の装置の稼動状態については毎月点検し、

点検簿に記録している。また殆どの故障の修理は、各レーダー観測所の技術者により行われている。 

表 16  気象レーダーシステム点検簿の項目 

 毎日 毎週 毎月 半年毎 毎年 

定期

点検 

<電源設備> 

PDB、AVR、UPS の入出

力電源電圧電流 

 

<空中線装置> 

アラーム有無 

運用仰角値確認 

 

<送受信装置> 

アラームの有無 

ビデオレベル確認 

直流電源電圧確認 

 

<レーダー制御装置> 

GPS 時計の日時データ 

<空中線装置> 

運用仰角値 

回転音、動作状況 

 

<送受信装置> 

変調電圧 

変調電流 

マグネトロン電流 

送信時間 

 

<導波管加圧装置> 

圧力値 

加圧装置動作回数 

 

<空中線装置> 

スリップリング表面

及びブラシの確認 

 

<送受信装置> 

測定器による動作特

性の確認 

・送信電力 

・送信周波数 

・受信機特性 

 

<レドーム> 

外表面の確認 

 

<空中線装置> 

水平及び垂直停止精度 

 

<空中線装置> 

仰角ギヤーボックス

のオイル交換 

 

<システム点検> 

総合動作確認 

 

清掃 

<各装置> 

装置パネル及びキャ

ビネット表面の清掃 

<各装置> 

装置内部の清掃 

<空中線装置> 

スリップリング表面

及びブラシの清掃 

 

<送受信装置> 

高電圧部分の清掃 

<空中線装置> 

オイル漏れ確認及び清

掃 

駆動ギアのグリス清掃

及びグリス追加 

 

<各装置> 

エアフィルタ清掃 

 

 

イスラマバード気象レーダー塔施設に関しては、外壁塗装等の経年劣化が見られるものの、適宜

建具・内装等の修繕が行われている。また次表のように PMD 職員により機材付帯設備機器の定期点

検及び日常的な清掃が実施されている。 

 

表 17  機材付帯設備機器の定期点検・清掃項目 

 毎日 毎週 毎月 毎年 

定期

点検 

<電気設備> 

発電機出力電源の電圧電流

値確認、分電盤の入出力電源

の電圧電流値確認 

 

<空調・換気設備> 

空調機・換気扇の動作確認 

 

<給排水設備> 

<電気設備> 

発電機のバッテリ液・燃料・

エンジンオイルレベルの確

認 

 

<給排水設備> 

給水タンクの水漏れ有無の

確認 

<換気設備> 

シロッコファンの V ベルト

の損傷有無の確認 

 

<電気設備> 

発電機ファンベルトの損傷

有無の確認 

 

<電気設備> 

<電気設備（発電機）> 

エンジンオイル及びエアフ

ィルタの交換 

 

<空調設備> 

冷媒ガスの圧力確認 
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給水ポンプの動作確認 アラーム制御盤・火災報知

機の動作確認 

清掃 

<施設> 

室内及びトイレの清掃 

<電気設備> 

照明機器・分電盤等の清掃

<空調設備> 

エアフィルタの清掃 

<給排水設備> 

給水タンク内清掃 

浄化槽の汚物汲取り 

 

上述のことから、我が国の無償資金協力で整備された機材及び施設は適切に管理されており、PMD

の技術力の高さと自助努力が見受けられる。 

 

 

２－１－４ 既存施設及び機材 

＜イスラマバード既設気象レーダー塔施設＞ 

既設気象レーダー塔施設は、定期的に塗装等のメンテナンスが行われていることから、外観からは

建物の傷みが判りにくいが、22 年を経過しているため徐々に全体的な劣化が進んでいる。 

以下にイスラマバード既設気象レーダー塔施設の現状の写真を添付した。 

 

写真  イスラマバード既設気象レーダー塔施設の現状 

イスラマバード既設気象レーダー塔施設全景 

 

観測室 

配管廻りからの漏水跡 

 

屋上前室 

コンクリートの微細なクラック 

レドーム室 

ベースリング付近からの漏水跡 
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レーダー機械室 観測室 

 

最上階屋上 

排水溝 

最上階屋上 

昇降ハッチの錆びによる剥離 

 

イスラマバード既設気象レーダー塔施設のコンクリート圧縮強度シュミットハンマー試験結果及

び構造検討結果を以下に添付した。 

表 18  イスラマバード既設気象レーダー塔施設のコンクリート圧縮強度シュミットハンマー試験結果

測定 

箇所 

シュミット 

ハンマーテスト 棄却域及び採択域 
採択域の

平均(R)

イスラマバード既設気象レーダー塔施

設のコンクリート圧縮強度 
番号 反発度 平均

床 

1 52 

43.9

棄却域:平均値の+20％以上

=43.9×1.2=52.7 

採択域 

棄却域:平均値の-20％以下

=43.9×0.8=35.1 

52

43.6 

傾斜角による補正値 

+90°→43.6-3.4=40.2 

 

F=α×(13R-184)/9.8 

 

α=コンクリート材令補正

値、1,000 日以上：α=0.6 

20.7 N/mm2

2 43 43

3 44 44

4 47 47

5 46 46

6 36 36

7 44 44

8 38 38

9 56 56

10 37 37

11 42 42

12 46 46

13 48 48

14 35 35

通常の設計コンクリート強度：21N/mm2

建築工事標準仕様書 コンクリート打設時の品質管理強度：24N/mm2
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表 19  イスラマバード既設気象レーダー塔施設の現状と構造検討結果 
目視確認調査 

柱 クラックは発生していない 

梁 クラックは発生していない 

床 クラックは発生していない 

壁 クラックは発生していない 

屋上屋根床 クラックは発生していない。漏水跡も見られない。 

鉄筋 鉄筋の露出はみられない 

構造検討方法 

既設気象レーダー塔施設を 3次元モデル化し、既設機材撤去後の許容積載荷重を算出した 

 レーダー運用・維持管理時の積載荷重：3.0kN/m2（300kg/m2） 

構造検討条件 風速：36m/s（強風時） 

 地震係数：C0=0.1 重要度係数 1.25 を考慮し C0'=0.125 とした 

 コンクリート強度：Fc=21N/mm2 鉄筋：SD295 

主要構造部 構造検討結果 判定 

柱：500mmx500mm 地震時に許容応力度を超える 危険 

梁：400mmx800mm 地震時に許容応力度を超える 危険 

地中梁：400mmx1840mm 地震に耐えうる 使用可 

床：厚さ 130mm 許容応力度を超える（荷重超過） 危険 

基礎スラブ 許容応力度を超える 危険 

シュミットハンマーコンクリート強度試験結果 

床部分 現状のコンクリート強度：20N/mm2（通常の設計コンクリート強度：21N/mm2） 

総合判定 

既設施設上に追加の荷重 11 トン（大凡、新規に導入予定の電源バックアップシス

テムを含む気象レーダーシステム及び気象レーダーデータ表示システムの合計に

相当する荷重）を載せた時点で危険な状態になることから、上部に増築することは

極めて危険である。そのため既設気象レーダー塔施設は、本プロジェクトにおいて

使用することはできない。気象レーダーシステム及び気象レーダーデータ表示シス

テムを据付けるには、新たな気象レーダー塔施設が必要である。 

 

 

＜PMDイスラマバードで使用している既設コンピュータークラスター概要＞ 

PMD は、ドイツ数値領域予報モデル（メソスケールモデル）を主として、研究・開発目的で、以下

に示した概要の既設コンピュータークラスターで運用している。 

 

表 20  既設コンピュータークラスターを構成するメインユニット 

番号 メインユニット メーカー モデル名 数量 写真 

1 
サーバラック 

エンクロージャ 
DELL PowerEdge 4220 2 

2 
ブレードエンクロ

ージャ 
DELL PowerEdge M1000e 3 

3 ブレードサーバー DELL 

PowerEdge M600 

Quad-core Intel Xeon X5470 (3.33GHz)×2 

(2Flops×4core×3.33GHz×2CPU/node=53.75Flops/n

ode) 

メモリ：8BG、HDD：128GB×2 (Raid) 

32 
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4 
モニター・キーボー

ド 
DELL UH945 ラックマウント用キーボードタッチパッド 2 

5 
ネットワークスト

レージ 
DELL EMC2 CX4-120 (12TB SATA+5TB Fiber Chanel) 1 

6 

ファイバーチャネ

ル・ブレードスイッ

チ 

DELL Brocade M5424 4 
 

7 

ファイバーチャネ

ル・ブレードスイッ

チ 

DELL M シリーズブレード用 GbE パススルーモジュール 4 

8 サーバースイッチ Cisco SFS 7000D 4  

9 
ファイバーチャネ

ルスイッチ 
DELL Brocade 300 2  

10 ポートスイッチ Cisco Catalyst 2950 2 

11 
モジュールアクセ

スルーター 
Cisco 2621 2  

 

既設コンピュータークラスターの

写真 

 

7 8  7 8 6 

1

4

2

3

5

<正面>

9

10

11

<背面>

 

 
 

表 21  既設コンピュータークラスターにインストールされているソフトウェア及びモデル 

ソフトウェア及びモデルの種類 ソフトウェア及びモデルの種類 

オペレーティングシステム Red Hat Enterprise Linux 5.3  

並列コンピューティング用ソフトウェア Open MPI 1.4.2 

タスクスケジューラ IBM Platform LSF HPC 7 update 5 

ファイルマネージャー Midnight Commander (MC) 

コンパイラ 

(Fortran, C & C++) 

Intel Compilers 13.0 

GCC 4.1.2 

gfortran 4.1.2 

NetCDF 4.1.3 

NetCDF Operator (NCO) 4.2.3 

プログラミング言語 
PERL 5.8.8 

NCL (NCAR Command Language) v6 

構文解析器作成プログラム Another Tool for Language Recognition (Antlr) 1.2.2 

リファレンスライブラリ Libpng 

可視化ソフトウェア 

Grid Analysis and Display System (GrADS) 2.0.48 

ImageMagick 

JasPer 

データ操作ソフトウェア 
HDF 

Climate Data Operators (CDO) 

データ圧縮・伸張ライブラリ 
SZIP 

ZLIB 

ソフトウェア開発キット Flex 2.5.37 
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GRIB(Gridded Binary) 操作ソフトウェア 
wgrib v1.8.0.9ml 

wgrib2 

科学技術計算ライブラリ Gsl(GNU Scientific Library)-config 1.15 

統計処理ソフトウェア R 

FTP クライアント gFTP 2.0.9 

システム管理ツール Chassis Management Controller 3.21 

数値予報モデル 

ドイツ数値領域予報メソスケールモデル（High Resolution Regional Model 

(HRM) developed by the German Weather Service (Deutscher Wetherdienst : 

DWD)）、静力学モデル 

水平格子間隔:11km 

鉛直座標系: 気圧座標系 

鉛直層数: 地上～0.1hPa（高度 65ｋｍ）までの 40 層 

地域気候モデル 

Providing Regional Climates for Impacts Studies（PRECIS）：イギリス気

象庁が地域気候の影響調査用に開発 

Regional Climate Models (RegCM)：国際理論物理学センターが開発した地域

気候モデル 

Rossby Center regional atmospheric model (RCA4)：スウェーデン気象・水

文研究所が開発したロスビーセンター地域大気モデル 

 

 

２－２  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２－２－１ 関連インフラの整備状況 

＜サイトの位置情報＞ 

気象レーダーシステムを設置する予定である PMD イスラマバード本局及びウィンドプロファイラシス

テムを設置する予定であるムルタン気象事務所を含め、各プロジェクトサイトの位置情報及びインフ

ラ整備状況は以下の通りである。 

 

表 22  サイト位置情報 

サイト名 

PMD イスラマバード本局  

気象レーダー、ウィンドプロ

ファイラ 
特別中期気象予報センター

PMDムルタン気象事務所 

緯度 N 33º 40’57.2” N 33º 41’01.6” N 30º 11’52.8” 

経度 E 73º 03’50.8” E 73º 03’50.7” E 71º 25’22.1” 

標高 523m 525m 122m 

    

サイト名 
PMD カラチサイクロン警報セ

ンター 
PMDラホール洪水予報局  

緯度 N 24º 55’58.1” N 31º 32’33.1”  

経度 E 67º 08’33.2” E 74º 19’29.5”  

標高 121m 163m  

    

サイト名 PMDラホール地方気象センター PMD ギルギット気象事務所  

緯度 N 31º 32’32.4” N 35º 55’10.1”  

経度 E 74º 19’32.9” E 74º 19’56.4”  

標高 169m 1,463m  
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＜PMD が利用しているインターネット回線＞ 

PMD が各プロジェクトサイトにおいて利用しているインターネット回線の状況は、以下の通りであ

る。 

表 23  PMD が利用しているインターネット回線 

サイト名 PMD イスラマバード本局 
PMDムルタン気

象事務所 

PMDカラチサイ

クロン警報セン

ター 

サービスプロバイダー NAYATEL World Call PTCL PTCL 

接続形態 
光通信 

共用回線 
光通信、専用回線 

DSL 通信 

共用回線 

無線通信 

専用回線 

固定 IP アドレス ○ ○ × ○ 

契約速度 (bps) 1 M 
3 M 
(R&D) 

3 M 

(Forecasting 

& Seismic)

3M 
(Others) 最大 2 M 2 M 

速度テスト結果* 

(bps) 

Download 0.98 M 2.97 M 3.67 M 0.28 M 1.90 M 2.09 M 

Upload 5.46 M 17.71 M 5.31 M 0.18 M 0.39 M 1.77 M 

 

サイト名 PMDラホール洪水予報局 PMDラホール地方気象センター 
PMDギルギット気象

事務所 

サービスプロバイダー PTCL NTC PTCL NTC SCO 

接続形態 
DSL 通信 

共用回線 

DSL 通信 

専用回線 

DSL 通信 

共用回線 

DSL 通信 

共用回線 

DSL 通信 

共用回線 

固定 IP アドレス × ○ × ○ × 

契約速度 (bps) 最大 2 M 1 M 最大 4 M 1 M 4 M 

速度テスト結果* 

(bps) 

Download 0.90 M 0.94 M 0.80 M 1.97 M 4 M（共用） 

Upload 0.40 M 0.43 M 0.40 M 0.60 M 4 M（共用） 

*速度テスト：インターネット接続速度テストのサイト”www.speedtest.com.pk”にて実施

新ベナジル・ブット国際空港（NBBIA)気象事務所は、空港が建設中であるため情報なし

 

 

＜商用電源の安定度＞ 

PMD イスラマバード本局及びムルタン気象事務所において、電源品質アナライザーにより連続デー

タを記録し、商用電源の安定度調査を実施した。結果として、24 時間運用を行うには発電機、電圧制

御装置等の電源バックアップシステムの導入は不可欠であるといえる。 

表 24  商用電源安定度 （電源品質アナライザーによる） 
サイト名 PMD イスラマバード本局 PMDムルタン気象事務所 

商用電源(電圧:定格) 400V、50Hz、3 相 4線 400V、50Hz、3 相 4線 

電圧 

（定格 230V）* 

最大値 250.4 243.8 

最小値 215.0 228.0 

周波数（Hz） 
最大値 50.43 50.16 

最小値 48.60 48.95 

停電頻度 
冬季 3 回/日（1回の停電時間約 1時間） 4 回/日（1回の停電時間約 1時間） 

夏季 7 回/日（1回の停電時間約 1時間） 4 回/日（1回の停電時間約 1時間） 

 

サイト名 PMD カラチサイクロン警報センター PMDラホール洪水予報局及び地方気象センター 

商用電源(電圧:定格) 400V、50Hz、3 相 4線 400V、50Hz、3 相 4線 

電圧 最大値 254.2 254.4 
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（定格 230V）* 最小値 202.6 232.4 

周波数（Hz） 
最大値 50.42 50.14 

最小値 48.98 48.78 

停電頻度 
冬季 4 回/日（1回の停電時間約 1時間） 4 回/日（1回の停電時間約 1時間） 

夏季 7 回/日（1回の停電時間約 1時間） 6 回/日（1回の停電時間約 1時間） 

 

サイト名 PMD ギルギット気象事務所  

商用電源(電圧:定格) 400V、50Hz、3 相 4線  

電圧 

（定格 230V）* 

最大値 240  

最小値 180  

周波数（Hz） 
最大値 50.3  

最小値 48  

停電頻度 
冬季 4 回/日（1回の停電時間約 1時間）  

夏季 1 回/日（1回の停電時間約 1時間）  

*3 相電源を単相 220V x 3 系統に分割して計測

新ベナジル・ブット国際空港（NBBIA)気象事務所は、空港が建設中であるため情報なし

 

 

２－２－２ 自然条件 

1）気象現象調査 

以下に、「パ」国における各災害の割合を示した図を添付した。 

災害数 (%)

42%

12%9%

1%

8%

7%

14%

7%

 
死者・被災者数 (%)

84%

10%

0%
0%

0%
3%

0%

3%

洪水

嵐（サイクロン）

異常気温

旱魃

雪崩

土砂崩れ

地震

感染症

EMDAT1982-2011  

図 8  「パ」国における各災害の割合 

干ばつ 



 
 

2-13 

以下に添付した表は、「パ」国における代表的な降水現象について、その発生時期と詳細（メカニ

ズムや「パ」国に及ぼす影響等）を記したものである。 

 

表 25  「パ」国の代表的な降水現象カレンダー 

夏季モンスーン 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 

            
M1 型（標準パターン） メカニズム： 

夏のモンスーン期に「パ」国に運ばれる主要な水蒸気

源はベンガル湾とアラビア海であるが、ベンガル湾か

らの水蒸気が「パ」国の降水に大きく寄与している。

ベンガル湾からヒマラヤ山麓沿いを渡ってきた湿潤空

気は、「パ」国北東部に侵入し降水をもたらす。 
 
予想される降水量（イスラマバード）： 
15 mm/24 時間、または 40 mm/現象 

（山間部は地形効果によって、より多くの降水がもた

らされる） 

M2 型（M1 型＋強い熱的低気圧） メカニズム： 
M1 型に加え、バローチスターン州北東部に季節的に発

生する低気圧（熱的低気圧）の勢力が強まった場合、

アラビア海からの湿潤空気が加速されて「パ」国北部

まで輸送される。ベンガル湾とアラビア海それぞれか

らの湿潤空気が合流することによって、「パ」国北部で

はより強い、広範囲の降水がもたらされる。 

 
予想される降水量（イスラマバード）： 
30-40 mm/24 時間、または 70 mm/現象  

（山間部は地形効果によって、より多くの降水がもた

らされる） 

 
最近の記録：96 mm/24 時間 (Kashmir 州 Muzaffarabad 、

2006 年 7 月 27 日) 

M3 型（M2 型＋偏西風波動） メカニズム： 
M2 型に加え、500hPa 付近の偏西風波動が上層の寒気を

伴いながら通常より低緯度に南下した場合、降水雲は

より発達する。 

 
予想される降水量（イスラマバード）： 
50 mm/24 時間、または 100 mm/現象 

（山間部は地形効果によって、より多くの降水がもた

らされる） 

 

各降水現象発生時期 

各降水現象発生ピーク時期 
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M4 型（M3 型＋カスピ海を通る偏西風波動＋北東方向に伸長

した熱的低気圧）  

メカニズム： 
M3 型に加え、上空 500hPa 付近の偏西風波動がカスピ海

からの下層の水蒸気を伴いながら近づき、かつ熱的低

気圧の等圧線が北東方向に伸びている場合、夏季モン

スーンにおいて最も激しい降水がもたらされる。 

 
予想される降水量（イスラマバード）： 
50 mm 以上/24 時間、または 100 mm 以上/現象 

（この気象パターンの場合、非常に局所的な降水がも

たらされる） 

 
最近の記録：592 mm/24 時間 (イスラマバード、2001

年 7 月 23 日) 

 

 
モンスーン低気圧 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            
D1 型（標準パターン） メカニズム： 

夏のモンスーン期において、モンスーン低気圧（熱帯

低気圧）は通常ベンガル湾の北緯 18 度以北で発生し、

季節的に発生する上層のチベット高気圧から吹き出す

東風に流されて西北西に移動し、インド中央部や北部

を横断する。モンスーン低気圧は一般的にはインド横

断中に水蒸気の補給を絶たれ衰弱するが、アラビア海

からの水蒸気が新たに補給された場合は、勢力を維持

し「パ」国まで西進を続ける。 
 
予想される降水量（イスラマバード）： 
70-80 mm/24 時間、または 120 mm/現象 

（山間部は地形効果によって、より多くの降水がもた

らされる） 

 

D2 型（D1 型＋偏西風波動） メカニズム： 
D1 型に加え、上空 500hPa 付近の偏西風波動が通常より

も低緯度に南下した場合、「パ」国に接近したモンスー

ン低気圧は再発達し、進路を急激に変えて北上する。

このような気象パターンは、Satluj、Ravi、Chenab、

Jhelum の各河川において最も深刻な洪水をもたらす。

（例：1992 年、1997 年の洪水） 

 
予想される降水量（イスラマバード）： 
100-120 mm/24 時間、または 150 mm/現象 

（山間部は地形効果によって、より多くの降水がもた

らされる） 
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中緯度擾乱 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 

            
W1 型（標準パターン） メカニズム： 

冬季における「パ」国の降水のほとんどは、”Western 

Disturbance”と呼ばれる中緯度擾乱によってもたらさ

れる。この擾乱は、偏西風波動によって地中海方面から

「パ」国に向かって移動し、降水をもたらす。一方、「パ」

国が暑く乾燥する時期の 3 月～5 月に偏西風波動が近づ

いた場合は、暴風雨や砂嵐、さらには竜巻などの激しい

気象現象がもたらされる。（特にパンジャブ州北部・中

部） 

 
予想される降水量（イスラマバード）： 
30 mm/24 時間、または 50 mm/現象 

（特に気圧傾度が大きくなる冬季は、強風が吹きやすく

地形性効果が強化され、より多くの降水がもたらされ

る。） 

W2 型（W1 型＋切離低気圧＋アラビア海からの湿潤空気） メカニズム： 
W1 型に加え、上層の偏西風波動から低気圧が切離され、

下層には十分な量の湿潤空気がアラビア海から供給され

た場合は、より強い、広範囲で持続性のある降水がもた

らされる。切離低気圧の位置により、降水の影響を受け

る地域が変わる。切離低気圧は順調に東に動かない性質

があるため、一旦この気象パターンが発生すると、同じ

ような状態が 2～3日続く。 

 
予想される降水量（イスラマバード）： 
40 mm/24 時間、または 60 mm/現象 

（山間部は地形効果によって、より多くの降水がもたら

される） 

 
最近の記録：401 mm/2 日間（KP 州 Risalpur、2010 年 7

月 29 日～30 日） 

 

サイクロン 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            
C 型 メカニズム： 

プレモンスーン期とポストモンスーン期は、南アジアの

海洋域におけるサイクロンの季節である。「パ」国では、

歴史的に被害のあったサイクロンは、主に 6月に記録さ

れている。ベンガル湾で発生したサイクロンのうち、イ

ンドを横断した後にアラビア海で再発達し、「パ」国に

上陸するものもある。（例：2007 年サイクロン Yemyin）

 
近年被害をもたらしたサイクロン： 
サイクロン Phet（2010 年 6 月） 

サイクロン Yemyin（2007 年 6 月） 

サイクロン Gonu（2007 年 6 月） 
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表 26  「パ」国北部域の降雨による災害カレンダー 

 
河川の洪水 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月

            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

メカニズム: 

モンスーントラフ及びモンスーン低気圧による豪

雨によって発生する。 

 

予想される現象: 

長期間にわたる浸水により、徐々に人々の生活に影

響する。 

 

影響範囲: 

主要な河川である Indus 川、Kabul 川、Jhelum 川、

Chenab 川、Ravi 川、Sutlej 川及びそれらの主要な

支川 

 

発生頻度: 

(全域) 

0.77 件/年  222 死者数/件 

1,712,590 被災者数/件 

(GB, KP, AJK, Punjab, FATA)  

0.63 件/年  215 死者数/件 

1,680,997 被災者数/件 

 

既往洪水: 

2010/07, 1992/09 

 

フラッシュフラッド 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月

            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

メカニズム: 

モンスーントラフ、モンスーン低気圧、低気圧及び

/または寒冷前線による短時間で局所的な豪雨によ

って発生する。 

 

予想される現象: 

流速が大きく、高水位の流れにより短期間で人命が

失われる。 

河川や排水路からの溢水により生じる都市洪水も

フラッシュフラッドの一種として含んでいる。 

 

影響範囲: 

中小規模流域の支流がある丘陵地の急流な場所 

 

発生頻度: 

(全域) 

1.27 件/年  171 死者数/件 

992,284 被災者数/件 

(GB, KP, AJK, Punjab, FATA)  

0.87 件/年  110 死者数/件 

916,764 被災者数/件 

 

既往洪水: 

2010/07, 2006/08 

In
du

s 川

Kabul 川

Chen
ab 川

Ravi 川

Sut le j 川

In
du

s 川
Jh

elu
m 川

India

Afghanistan 

ChinaTurkmenistan 

Tajikistan 

Balochistan 

Punjab 

Disputed Area

 
KP 

GB 

F.A.T.A 

Islamabad 

Sindh 

AJK 

河川の洪水による影響をうける県 

河川の洪水とフラッシュフラッドによる影響をうける県

In
du

s 川

Kabul川

Che
na

b 川

Ravi 
川

Sutlej川

In
du

s 
川

Jh
elu

m 川

India

Afghanistan 

ChinaTurkmenistan 

Tajikistan 

Balochistan 

Punjab 

Disputed Area

 
KP 

GB 

F.A.T.A 

Islamabad 

Sindh 

AJK 

フラッシュフラッドによる影響をうける県 

フラッシュフラッドと河川の洪水による影響をうける県

都市洪水 
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土砂崩れ 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月

            
 メカニズム: 

急峻な丘陵/山地、地質学的に弱い場所、不安定な

斜面において、豪雨が長期化し、地盤が緩くなった

場合、豪雨中または後に発生する。 

 

予想される現象: 

地下水や重力の影響により、斜面における全部の土

壌または一部の土壌がゆっくりと下方に動いてい

る現象である。通常、大量の土塊が動くため、深刻

な被害が発生する。土砂崩れが始まると、それを止

めることは難しい。 

 

影響範囲: 

特に、GB、AJK、KP などの北部地域において被害を

受けやすい。 

 

発生頻度: 

(全域) 

0.30 件/年  23 死者数/件 

3,302 被災者数/件 

 

(GB, KP, AJK, Punjab, FATA)  

0.27 件/年  24 死者数/件 

3,713 被災者数/件 

 

既往洪水: 

2007/03, 2006/07 

 

 

2）自然条件調査 

自然条件調査として、気象レーダー塔施設を建設予定である PMD イスラマバード本局において、下

表に列記した陸上地形測量及び地質調査を「パ」国の現地業者へ再委託して実施した。 

 

＜陸上地形測量＞ 

 

 

 

 

表 27  陸上地形測量 

調査内容 

 既設施設、前面道路歩道、排水溝等を含む 

 磁北測量 

 敷地面積算出 

 地形平面測量（0.5m コンタ）：前面道路、歩道、既設建物及び塀、敷地内 4m 以上の樹木、道

路外灯、マンホール、排水溝等の位置も測量する 

 縦横断測量：10m コンタ、前面道路と歩道のレベルも測量する、水準点を新設する 

成果品 

 地形平面図 

 縦横断面図 

 AutoCAD データにて受領 

In
du

s 川

Kabul 川
Chen

ab
 川

Ravi 川

Sut le j 川

In
du

s 
川

Jh
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m
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影響をうける県 

India

Afghanistan 

ChinaTurkmenistan 

Tajikistan 

Balochistan 

Punjab 

Disputed Area

 
KP 

GB 

F.A.T.A 

Islamabad 

Sindh 

AJK 
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＜地質調査＞ 

 

＜地質調査結果＞ 

表 29  イスラマバード気象レーダー観測所ボーリング調査結果一覧 

ボーリング No. BH-1 BH-2 BH-3 

深度（m） 土質 N 値 含水率（%） N値 含水率（%） N値 含水率（%） 

0.0-1.0 

シルト質 

粘土 

9 - 11 - 16 - 

1.0-2.0 11 - 13 - 10 - 

2.0-3.0 9 - 25 - 13 - 

3.0-4.0 9 - 15 - 17 - 

4.0-5.0 10 - 16 - 14 - 

5.0-6.0 33 - 33 11.6 28 - 

6.0-7.0 27 - 33 - 27 - 

7.0-8.0 29 - 37 - 31 - 

8.0-9.0 >50 - 27 - 45 - 

9.0-10.0 >50 - 36 - 41 11.2 

10.0-11.0 43 - 41 - 43 - 

11.0-12.0 39 - 39 - 35 - 

12.0-13.0 38 - 37 - 32 - 

13.0-14.0 39 - 28 - 25 9.6 

14.0-15.0 26 - 31 10.5 27 - 

15.0-16.0 27 - 28 - 31 - 

16.0-17.0 26 12.2 25 - 29 - 

17.0-18.0 33 - 27 - 28 10.3 

18.0-19.0 40 - 38 12.0 35 - 

19.0-20.0 27 - 37 - 36 12.0 

20.0-21.0 27 - 27 - 36 12.5 

21.0-22.0 30 - 29 - 34 - 

22.0-23.0 28 - 28 - 45 - 

23.0-24.0 30 - 38 - 37 - 

24.0-25.0 25 - 42 13.2 >50 - 

25.0-26.0 29 14.5 38 - >50 - 

26.0-27.0 36 - 43 14.6 48 - 

27.0-28.0 42 - >50 - >50 - 

28.0-29.0 >50 - >50 - >50 - 

29.0-30.0 >50 - >50 - >50 14.5 

30.0-31.0 >50 - >50 - >50 - 

31.0-32.0 >50 - 48 - >50 - 

32.0-33.0 >50 - >50 - >50 12.7 

33.0-34.0 >50 - >50 - >50 - 

34.0-35.0 >50 - >50 16.3 >50 - 

表 28  地質調査 

ボーリング調査 

（オールコア） 

本数：3本 

深さ：40m、支持層を確認後 3m まで（指定の深さまでで支持層を確認できない場

合でも確認できるまで継続） 

サンプル採取 

 3 サンプル（ホール毎に） 

 攪乱サンプル及び不攪乱サンプルの採取   

 BS または JGS に準拠 

標準貫入試験 1m 毎 

土質ラボ試験 
 物理試験（粒度分布、比重、含水比、液性限界、塑性限界） 

 一軸圧縮試験及び圧密試験 

成果品 報告書：圧密係数及び地耐力の算定 
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35.0-36.0 >50 16.5 >50 - >50 - 

36.0-37.0 >50 - >50 - >50 13.5 

37.0-38.0 >50 - >50 - >50 - 

38.0-39.0 >50 - >50 - >50 - 

39.0-40.0 >50 - >50 - >50 13.8 

 

 

２－２－３ 環境社会配慮 

＜環境影響評価（EIA）＞ 

本プロジェクト実施にあたり、環境影響評価（Environmental Impact Assessment: EIA）は不要で

ある旨、PMD が気候変動省、環境保護庁（Environmental Protect Authority (EPA), Ministry of Climate 

Change (MOCC)）より確認を取っている。 

 

２－３  その他 

PC-1 フォ－ムは計画の根源であり、また

要請の全てが集約されることから、PC-1 の

承認は、プロジェクトの実施には不可欠なも

のである。本プロジェクトの場合、承認され

た PC-1 フォ－ム内に記載されている予算額

と本プロジェクトの援助額、計画機材項目と

本プロジェクトの対象となった機材項目が

異なることから、PC-1 フォ－ムの再承認が

必要となる。また本プロジェクトの全体コス

トが 10 億パキスタンルピーを超えているこ

とから、国家経済評議会執行委員会（ECNEC）

の承認が必要となる。 

PC フォ－ムには、次の表に示した 5つのフォ－ムがあり、PMD は、PC-2 を除く全てのフォームを作

成して、計画委員会（Planning Committee）へ提出する必要がある。本プロジェクトの持続性を確保

するため、プロジェクト完了後に必要となる運用維持管理費、人員の雇用・配置等が「パ」国政府に

より担保されるには、PC-4 フォ－ムの承認が不可欠となる。そのため、プロジェクト完了直前に PMD

に対して PC-4 フォ－ム作成支援を実施する必要がある。 

図 9  PC-1 フォームの承認 

 

Executive Committee for 

National Economic 

Council：ECNEC 

国家経済評議会執行委員会

（承認） 

Central Development 

Working Party：CDWP

中央開発部会 

（承認） 

PMD 

パキスタン気象局 

 (修正 PC-1 の作成) 

Ministry of Defence 

国防省 

（修正 PC-1 の提出）

Planning Committee 

計画委員会 

(承認推薦) 
プロジェクトコスト：10 億ルピー以下 

プロジェクトコスト：10 億ルピーを超えるもの 
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表 30  PC フォ－ムの種類と目的 

 PC フォ－ムの種類 PC フォ－ムの目的 

PC-1 プロジェクト詳細の承認 

プロジェクト実施のための各詳細内容（プロジェクトコ

ンポーネント、初度経費、運用維持管理費、人員確保、

プロジェクトコスト、プロジェクト実施体制等）の承認

を得るためのフォ－ム 

PC-2 プロジェクトの実施可能性調査の承認
プロジェクトの実施可能性調査内容の承認を得るための

フォ－ム 

PC-3 プロジェクトの実施月毎進捗報告書 
プロジェクト実施の月毎の進捗報告を行うためのフォ－

ム 

PC-4 プロジェクト完了後に関する承認 
プロジェクトの完了後に必要となる運用維持管理費、人

員の雇用・配置等に関する承認を得るためのフォ－ム 

PC-5 プロジェクト完了後 5年目の報告書 
プロジェクト完了後 5 年目の状況報告を行うためのフォ

－ム 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１  プロジェクトの概要 

 

「パ」国は、2005 年 10 月の北部大地震を契機に、総合的な防災行政機能の強化に向けた取り組み

を始め、これまでに国家災害管理令（National Disaster Management Ordinance:NDMO）が制定され

るとともに、国家災害管理委員会（National Disaster Management Commission:NDMC）及び国家災害

管理庁（National Disaster Management Authority:NDMA）が設置された。また防災危機管理フレー

ムワーク（National Disaster Risk Management Framework:NDRMF）が策定されており、NDMA は地方

レベルの災害管理局の設置や地方レベルの防災計画立案等、NDRMF に基づいた活動を始めたところで

ある。これらの災害管理体制の中核となるのが、洪水・サイクロン等の自然災害の予警報を担ってい

る PMD である。 

「パ」国は、南北に 1,500km と長く標高差も大きいことから、気象現象が多様であり、豪雨、洪水、

サイクロン、土砂災害、干ばつ、地震等の様々な自然災害に見舞われる災害多発国である。これらの

自然災害は、人命や財産の損失及び社会経済活動の停滞を生み出すだけでなく、自然災害に対して脆

弱な貧困層への被害が極めて大きく、「パ」国政府の開発戦略の一つである貧困削減への弊害ともな

っている。「パ」国の歴史上、 も大きな被害をもたらした、2010 年のインダス川大洪水（被災者数

2,000 万人、死者 2,000 人超）では、死者の半数以上が河川の上・中流域で発生する土石流や、豪雨

による家屋の崩壊、山間部での土砂災害により生命を落としている。そのため「パ」国では、このよ

うな甚大な被害を引き起こす自然災害をより軽減するため、PMD の観測能力及び予警報精度を向上さ

せ、自然災害の危険を事前に予測し、適切な対策を執るために、これまで以上に予警報を迅速に、適

時・適所へ配信することが、強く求められている。 

また地球規模の気候変動が、中長期的に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性があり、特に

自然災害多発国である「パ」国への影響は大きく現れると想定されることから、自然災害に対する早

期警戒を含む災害管理体制の整備が喫緊の課題となっている。 

上述の状況より、本プロジェクトの上位目標を「PMD の気象観測・予警報発信体制を拡充させ、自

然災害に対する「パ」国の事前対応及び防災体制が強化される」とし、本プロジェクトにおいて、PMD

の気象観測・データ処理解析システムの更新・新規整備を行い、加えて、作成された気象情報の伝達

システムも整備することにより、PMD の気象観測・気象予報・予警報発信能力を向上させ、自然災害

による被害の軽減に寄与することを本プロジェクトの目標とする。 
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３－２  協力対象事業の概略設計 

 

３－２－１ 設計方針 

 

（1） 基本方針 

 

a) 「パ」国の自然災害軽減に寄与することが可能となるシステム設計を行う。 

b) PMD が、気象情報を正確且つ迅速に国民に伝達することで、国民の生命と財産を災害から保

護することに寄与し、社会経済活動の安定に貢献できるよう設計する。 

c) 災害を引き起こす気象現象を 24 時間体制でリアルタイムに監視することができるよう設計

する。 

d) 迅速な気象予警報及び気象情報の提供が可能となるよう設計する。 

e) 災害を引き起こす気象現象の監視能力を向上させることで、自然災害による人的・経済的損

失の軽減を図ることが可能となるよう設計する。 

f) PMD の技術レベル、運用維持管理能力に適した事業内容、規模となるように設計する。 

 

＜機材の設計方針＞ 

本プロジェクトで新設するシステムの設計方針は以下の通りである。 

a) WMO の定める技術仕様に適合した設計を行う。 

b) PMD の観測・予報業務と整合する計画とする。 

c) 気象予報の精度をより向上させるため、降雨監視機能と、風の速度検出ができる機能をイス

ラマバード気象レーダーシステムに付帯させる計画とする。 

d) 観測範囲をより広域なものとして各高度の雨量分布を把握するため、複数仰角での気象レー

ダー観測を自動で連続的に行い、エコー強度データを 3 次元的に得ることができるように計

画を行う。 

e) イスラマバード気象レーダーのデータを15分毎にPMDイスラマバード本局国家気象予報セン

ター（National Weather Forecasting Center:NWFC）において受信することが可能となる気

象データ通信システムの計画を行う。 

f) PMD の運用・保守体制能力を考慮して設計する。 

g) 予備部品・消耗品は容易に調達できるものとする。 

h) 「パ」国の自然条件を考慮し、高い耐久性や信頼性を確保する。 

i) PMD の維持管理費を極力軽減する設計とする。 

j) 実雨量データを用いたレーダーデータ精度の較正が可能なシステム計画を行う。 
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k) 停電及び落雷による影響が 小限となるようシステム計画を行う。 

l) 1年を通して24時間体制で稼動する気象業務に適応した機材用電源設備（ディーゼル発電機、

無停電設備及び電圧安定装置等）を整える。 

m) 商用電源（230V、単相 2線／400V、3 相 4 線 50Hz）の電圧変動+/-20%においても稼動するよ

うシステム計画を行う。 

 

＜施設（気象レーダー塔）の設計方針＞ 

PMD の将来計画を踏まえ、気象レーダー観測業務の拠点となる気象レーダー施設としての機能を

備え、またシステム・機材・職員の適切かつ効率的な稼動及び収容が可能な施設計画を行う。以

下の機能を有する施設として設計を行う事を方針とする。 

a) より広域な気象レーダー観測を可能とするため、観測の遮蔽となる既存施設及び山等の影響

を極力受けないように気象レーダー塔施設の高さを計画する。 

b) 観測精度を維持するため、建物水平変形角の傾きが 0.075 度以下となるように基礎構造を決

定する。 

c) 「パ」国の建築基準（Building Code of Pakistan-Seismic Provisions-2007）に従い算出し

た、イスラマバードの設計用速度圧：6.4kN/m2及び地震地域係数：Z = 0.20 を用いて設計す

る。 

d) 気象業務の流れに沿った動線計画とし、24 時間の交代制勤務及び業務職員数に対応できる施

設とする。 

e) 災害を引き起こす気象現象発生時にレーダー観測を遂行する使命を帯びているため、自然災

害発生時においても気象業務が可能な施設とする。 

f) 現地入手可能な材料を 大限に活用し、PMD の維持管理が容易となる計画とする。 

g) 停電及び落雷による影響が 小限となるよう計画する。 

 

（2） 自然環境条件に対する方針 

a. 気温・湿度 

一定に室温及び湿度を保ち、適切な環境下において調達される機材を良好に稼働させるため、

気象レーダー送受信機が設置されるレーダー機械室、気象レーダー操作関連装置等が設置される

観測室、画像表示システム等が設置される各室、スペアパーツ及び計測機器が収納されるメンテ

ナンス室、電源バックアップシステムが設置される電気室等には、冷房設備を計画する。 
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b. 降雨 

大雨時においても、気象観測データを良好に送受信することが可能となるシステム計画を行う。

降雨時においても、レーダー機器の定期点検を容易とするため、職員が濡れずに各室まで行ける

よう、1F からレーダー機械室及びレドーム内部までの階段は、気象レーダー塔施設の中心に配置

し、上部屋上スラブ下となるよう計画する。 

 

c. 雷 

雷が各システム等に甚大な被害をもたらすことも予想され、被害を極力 小限に食止める為に

も 良な避雷設備を計画する。 

 

d. 風速 

「パ」国の建築基準（Building Code of Pakistan-Seismic Provisions-2007）に従い算出し

た、イスラマバードの設計用速度圧：6.4kN/m2を用いて設計する。 

 

e. 地震 

「パ」国の建築基準（Building Code of Pakistan-Seismic Provisions-2007）に従い、イス

ラマバードの地震地域係数：Z=0.20 及び重要度係数 I：1.25（ 重要施設）を適用し地震荷重を

用いて設計する。 

 

f. 地盤 

自然条件調査として、「パ」国の現地業者へ再委託した地質調査の結果に従い、構造計算を実

施する。イスラマバード気象レーダー塔施設の基礎形状は、以下の通りとする。 

表31  イスラマバード気象レーダー塔施設の基礎形状 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

基礎形態 杭基礎(場所打ちコンクリート杭) 

 

（3） 建設事情に対する方針 

1) 環境規制 

気象レーダー塔施設の汚水に関しては、既設施設同様に、一次処理をした後に敷地内において

浸透処理することとする。 

 

2) 現地調達可能資材の活用 

建設資材の殆どが現地において調達が可能であるため、丈夫で維持管理が容易であり、アスベ
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ストを使用していない材料を選定して使用する。 

 

3) 現地工法・労務者の活用 

「パ」国では、大工、左官、鉄筋工等の職種が確立されており、慢性的に労働力供給が過多と

なっていることから、建設業の一般作業員、熟練労働者の調達に問題はない。現地労働者の活用

をより図るため、現地労働者が慣れている一般的な工法である鉄筋コンクリート造を採用する。 

 

（4） 現地業者の活用に係る方針 

 

1) 施設建設工事 

一般的に現地建設業者は技術レベルも比較的高く、特殊工事を除き十分に経験を有している。本

プロジェクトの気象レーダー塔建設のサブコンとして有効に活用する。 

 

2) 機材据付工事 

日本人機材据付技術者の監督の下、現地電設工事業者等をサブコンとして有効に活用する。 

 

（5） 運営・維持管理能力に対する対応方針 

 

1) 操作が容易なシステム 

各システムは、PMD が国の気象機関として自然災害軽減のための気象業務をタイムリーに行うこ

とをサポートするものである。そのため、システムの複雑な操作が少なく、迅速に各種データの

処理、解析、表示、送受信等を行うことが可能となる計画を行う。 

 

2) 点検修理等が容易で維持管理費が安価なシステム 

機材の交換部品や消耗品が 小限となるよう計画し、定期点検が容易で且つ部品の交換が短時

間で行えるよう機材計画を行う。また機材計画及び施設計画において、運用維持管理費の中で

も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える技術的対応を行う。 

 

3) 運営維持管理費の低減 

PMD による運営維持管理費の長期に渡る確保を容易とするため、以下の対策を機材及び施設計画

に盛り込む。 

 施設の利用エリアのみの運転が可能な電気・空調システムを計画し、省エネルギー化を図る。 

 自然光を極力活用することで、照明等の使用時間を削減し、省エネルギー化を図る。 
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 LED 照明を極力使用する。 

 レーダーシステムの各部品を可能な限り劣化しない構造（固体化）のものとし、交換頻度を

低減することにより、省資源化を図る。 

 

（6） 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

 

PMD は観測・予報等の気象業務を行う義務を有していることから、豪雨、暴風雨及び落雷等に対し

て強靭で、且つ 1年を通して 24 時間体制で稼動することが可能な施設、機材のグレードを目指す方

針とする。 

 

（7） 工法／調達方法、工期に係る方針 

 

施設建設に関しては、可能な限り現地調達が可能な資材と、現地で一般的な工法を採用する。気

象レーダー塔に設置される機材バックアップ用特殊電源装置及び気象関連機材は、現地での調達は

出来ない。また、計画されている固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムに関しては、

既に実用化され技術も確立されていて、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるもの

として確認されているシステムは、日本製以外にはない。 

 

 

３－２－２ 基本計画 

 

本プロジェクトで導入予定の機材及び施設は、以下の通りである。 

表 32  計画された機材及び施設の概要 

内容 

イスラマバード ラホール カラチ ムルタン ギルギット

PMDイスラマ

バード本局 

新ベナジル

ブット国際

空港 

気象事務所

PMD ラホール

地方気象セ

ンター 

PMD ラホール

洪水予報局

PMD カラチサ

イクロン警

報センター 

PMD ムルタン

気象事務所

PMD ギルギッ

ト気象事務

所 

機材調達・据付        

特別中期気象予報センター気象

予報・開発システム（避雷設備、

電源バックアップシステム、耐雷

トランス、電圧制御設備、電源供

給キャパシタ、メンテナンス用機

器、スペアパーツ及び機材付帯施

設を含む） 

1 式 - - - - - - 

気象データ用基幹通信システム 1 式 - 1 式 1 式 1 式 1 式 1 式 

GTSメッセージスイッチシステム 1 式 - - - - - - 

Sバンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム（電源
1基 - - - - - - 
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バックアップシステム、耐雷トラ

ンス、電圧制御設備、電源供給キ

ャパシタ、メンテナンス用機器及

びスペアパーツを含む） 

気象レーダーデータ表示システム 2 式 1 式 - - - - - 

ウィンドプロファイラシステム

（機材付帯施設を含む） 
1 式 - - - - 1 式 - 

施設建設        

気象レーダー塔施設の建設（避雷

設備、電源バックアップシステ

ム、耐雷トランス、電圧制御設備

及びメンテナンス用機器を含む）

1棟 - - - - - - 

 

（1） 機材の基本計画 

 

1) 特別中期気象予報センター気象予報・開発システム 

 

PMDは独自に、特別中期気象予報センター（Specialized Medium Range Weather Forecasting Center: 

SMRFC）をイスラマバード本局に構築し、「パ」国民に対して精度の高い中期気象予報を提供するた

め、数値予報システム（数値予報モデルを含む）の導入を計画している。そのため、先進国で作成

されている全球数値予報モデルのプロダクトを活用し、気象予報ガイダンス（降水量、気温、湿度、

風速）を実施して、「パ」国民に対して精度の高い中期気象予報を提供するために必要となる計算機

及び周辺機器の整備を計画する。また将来的には、非静力学領域数値予報モデル（領域気象モデル：

Weather Research and Forecasting（WRF) Model 等）の導入を計画していることから、本プロジェ

クトにおいて導入される気象予報・開発システムは、気象予報ガイダンスの開発・運用と並行して、

同モデルの開発・運用を行うために必要な計算能力・データ保存容量を持った計算機装置（コンピ

ュータークラスター）とする。 

SMRFC において、気象予報ガイダンスにより作成される予報の作成方法は、下表のように計画して

いる。 

 

表33  特別中期気象予報センター（SMRFC）による予報作成方法 
短期・中期予報 特別中期気象予報センターによる予報作成方法 

1～3日（24～72時間）の短期予報 
数値予報モデルの計算結果、観測値及び短期予報用ガイダンス予測値を比較し、

短期予報を作成する 

3日（72時間）を超えて10日までの

中期予報 

1. 短期予報用ガイダンス予測値とモデル予測値の誤差傾向の把握、 

2. 先進国全球モデル格子点値により中期予報用ガイダンス予測値を算出、 

3. 中期予報用ガイダンス予測値を実測値と比較して誤差傾向を把握し、短期予

報用ガイダンス予測値やモデル予測値の誤差傾向をも考慮して補正すること

により、中期予報を作成する 
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気象予報ガイダンスでは、下図のように統計的関係式を作成することが必要となる。 

 

 

 

また統計的関係式（ガイダンス）の各変数に、 新の全球数値予報格子点値（GPV）を代入

して、ガイダンス予測値を算出する。 

 

 

 

 

短期予報作成のためのガイダンス予測値算出に使用する全球数値予報格子点値は、下表に示

す通りである。 

表 34  ガイダンス予測値算出に使用する全球数値予報格子点値 

     時間      

ガイダンス予測値計算時刻（UTC） 00Z - 06Z - 12Z - 18Z - 24Z  

     今日    明日  

 パキスタン現地時間 05:00 08:00 11:00 14:00 17:00 20:00 23:00 02:00 05:00  

領域数値予報モデルの予測時刻（UTC） 24Z 27Z 30Z 33Z 36Z 39Z 42Z 45Z 48Z 72Z 

     明日    明後日 3 日後

 パキスタン現地時間 05:00 08:00 11:00 14:00 17:00 20:00 23:00 02:00 05:00 05:00

気象要素別ガイダンス予測値計算に使用する全球数値予報格子点値の時刻 

高気温（UTC） 33Z - 27Z - 21Z - 15Z - 57Z 81Z 

低気温（UTC） 24Z - 18Z - 12Z - 06Z - 48Z 72Z 

日降水量（UTC） 24Z - 24Z - 24Z - 24Z - 48Z 72Z 

         UTC: 世界標準時

中期予報作成のための 4 日～10 日先までのガイダンス予測値の算出には、下表に示す時刻

の全球数値予報格子点値を使用する。 

表35  中期予報作成のためのガイダンス計算時間（最高気温） 

算出するガイダンス予測値 
初期条件設定時刻 

（UTC） 

ガイダンス予測値計算に使用する全球

数値予報格子点値（時間） 

世界標準時

（UTC） 

パキスタン 

現地時間 

4 日先（96 時間予測）  93 時間（90 時間及び 96 時間の平均） 09Z 14:00 

5 日先（120 時間予測）  120 時間 12Z 17:00 

6 日先（144 時間予測）  144 時間 12Z 17:00 

7 日先（168 時間予測） 12Z（当日） 168 時間 12Z 17:00 

8 日先（192 時間予測）  192 時間 12Z 17:00 

9 日先（216 時間予測）  216 時間 12Z 17:00 

10 日先（240 時間予測）  216 時間 12Z 17:00 

 

過去 90 日間のパキスタンの気象観測値＋全球数値予報格子点値（GPV） 

↓：統計計算（重回帰分析） 

統計的関係式（ガイダンス） 

全球数値予報の格子点値（GPV） 

↓ 

統計的関係式の各変数へ代入 

↓ 

ガイダンス予測値 
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日本気象庁の全球数値予報の格子点値は、9日先までの詳細な予想値が用意されており、気

象機関は無料にて利用できるため、PMD 特別中期気象予報センターにおいて 10 日先までの中

期気象予報に利用することが可能である。 

表 36  日本気象庁のアジア第 2 地区（RA-Ⅱ）領域向け全球数値予報の格子点値 
データ領域 南緯 5度～北緯 90 度、東経 30 度～195 度 

地上予想値格子間隔 0.25 度×0.25 度 

高層予想値格子間隔 0.5 度×0.5 度 

地上の予想値（11 要素） 
東西風、南北風、気温、相対湿度、気圧、海面気圧、積算降水量、全雲量、上層雲量、中

層雲量、下層雲量 

高層の気圧層 
1000、975、950、925、900、850、800、700、600、500、400、300、250、200、150、100、

70、50、30、20、10hPa 

1000～600hPa の予想値 高度、東西風、南北風、気温、相対湿度、上昇流（6要素） 

500hPa の予想値 高度、東西風、南北風、気温、相対湿度、上昇流、渦度（7要素） 

300～0hPa までの予想値 高度、東西風、南北風、気温、上昇流（5要素） 

0-84 時間(3.5 日) 3 時間毎の予想値、初期値＝00UTC、06UTC、12UTC、18UTC の 6 時間毎 

84-96 時間(4 日) 6 時間毎の予想値、初期値＝12UTC の 24 時間毎 

96-192 時間(8 日) 12 時間毎の予想値、初期値＝12UTC の 24 時間毎 

192-216 時間（9日）迄 24 時間毎の予想値、初期値＝12UTC の 24 時間毎 

 

次ページに、PMD 予報業務の現状及び将来計画を示した表を添付した。 
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協定世界時（UTC）
パキスタン時間

　気象予報作業

　気象ガイダンス作業

　数値予報作業

12zの全球モデルを用いた中期（10日）予報の発表・伝達作業

18zの数値予報結果を用いた12時予報の作成作業

00z初期値全球モデルのダウンロードと領域モデルの実行及び出力表示（48時間予報）

00zの全球モデルを用いた短期予報用ガイダンスの計算と画像表示

00zの数値予報結果を用いた18時予報の作成作業

06z初期値全球モデルのダウンロードと領域モデルの実行及び出力表示（48時間予報）

06zの全球モデルを用いた短期予報用ガイダンスの計算と画像表示

12zの全球モデルを用いた中期（10日）予報の作成作業

12zの数値予報結果を用いた06時予報の作成作業(48時間）

パキスタンにおける予報の発表・伝達作業

18z初期値全球モデルのダウンロードと領域モデルの実行及び出力表示（48時間予報）

18zの全球モデルを用いた短期予報用ガイダンスの計算と画像表示

12z初期値全球モデルのダウンロードと領域モデルの実行及び出力表示（72時間予報）

12zの全球モデルを用いた短期及び中期予報用ガイダンスの計算と画像表示

06zの数値予報結果を用いた24時予報の作成作業

PMD予報業務の将来計画

1814 15 160300 01 02 13

00z実施の12z初期値全球モデルのダウンロードと数値予報モデルの実行（72時間予報）

06z実施の00z初期値全球モデルのダウンロードと数値予報モデルの実行（48時間予報）

10 11 17

一般予報

PMD予報業務の現状

18
19 2004 05 06 07 08 09 12

12 13 14 15 16 1703 04 05 06
21

07 08 09 10 11
22 23

19 20 21 22 23 00 01 02

表 37  PMD 予報業務の現状及び将来計画 
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「表 37 PMD 予報業務の現状及び将来計画」に従い、本プロジェクトで導入される特別中期気象

予報センター気象予報・開発システムに必要となる、計算リソースを検討した結果を以下に示した。 

 

＜気象予報ガイダンスに必要となる演算能力＞ 

気象予報・開発システムの月毎の主な作業は、 

 過去 90 日分の地上気象観測日原簿の確認・整理と 3 時間及び 24 時間降水量、日 低・ 高

気温、日 大風速、日 小湿度の Excel シートへの入力及び他国の全球モデルファイルのダ

ウンロード、 

 仮予測因子抽出のための層別・予想時刻別ファイルの選択及び選択されたファイルからの各

観測所の緯度・経度に対応した格子点における気象要素の予測値(格子点値)の抽出と仮予測

因子の計算、 

 90 日間の観測データと仮予測因子を用いた変数減増法による予測因子の選択と予測式の作成、 

 ガイダンス予測値、観測値、誤差の検証のための時系列グラフ表示、 

また日々の主な作業としては、 

 他国の全球モデルの格子点値のダウンロード（0～216 時間）、 

 予測因子のために必要な層別、予想時刻別ファイルの選択、 

 層別、予想時刻別ファイルから各観測所の緯度・経度に対応した要素を抽出して、予測因子

と格子点値の計算、 

 作成された予測式を用いた各観測所に対する要素別の予測値の導出、 

 観測値による各予測式の修正（カルマンフィルター）、 

 各地の格子点値、ガイダンス予測値、観測値、誤差の面的表示及び時系列グラフ表示、 

である。上述の気象予報ガイダンスに必要となる月毎及び日々の主な作業を気象予報・開発シス

テムにより実施させるために必要な演算能力は、理論計算速度に対する有効計算速度（4%）及び今

後 10 年間で増加が予想される観測データ量（観測所の増加による）を考慮すると、大凡、「1TFLOPS」

と考えられる。 

 

＜非静力学領域数値予報モデル運用に必要となる演算能力＞ 

更に、PMD は独自に導入予定の気象予報・開発システムに非静力学領域数値予報モデル

（Non-Hydrostatic Numerical Weather Prediction Model）の採用を計画していることから、以下

の条件に沿って必要な演算能力を検討した。 

 水平格子間隔：5km～10km 

 予報回数：1日 4回（48 時間予報：3回、72 時間予報：1回） 
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 48 時間予報計算時間：30 分 

 72 時間予報計算時間：45 分 

 計算領域：4,000km×3,600km 

 計算時間間隔：24 秒間隔～40 秒間隔 

検討の結果、気象予報・開発システムにより円滑に非静力学領域数値予報モデル（Non-Hydrostatic 

Numerical Prediction Model）を開発・運用するためには、大凡、「15TFLOPS」が必要と考えられる。 

そのため、導入予定の気象予報・開発システムに必要となる演算能力は、「16TFLOPS」として計画

を実施する。 

更に、下の表のように数値予報に必要となるデータボリュームの日々の増加が見込まれることか

ら、気象予報・開発システムのハードディスクは十分な容量が必要であり、下表に示した通り

40TBytes が必要となる。 

表 38  気象予報・開発システムの運用に必要なハードディスクの容量 
データ容量検討項目 予測や検証の計算に必要なデータ容量 

RA-II 領域データ 

（2年分） 

3 時間毎の 00z、06z 及び 18z（84 時間まで）気象予報のダウンロード容量：368MB

12z（84 時間以降は 24 時間毎）気象予報のダウンロード容量：368MB＋368MB×(216

時間－84 時間)÷87÷8＝437.8MB 

1 日当たりの 00z、06z、12z 及び 18z のダウンロード容量：368MB×3＋437.8MB＝

1,541.8MB＝1.5418GB 

730 日分（2年分）：1.5418GB×730 日＝1.1255TB≒1.13TB 

領域モデル出力データ 

（2年分） 

24 時間予報のデータ容量：3.7GB 

48 時間予報（501×451）のデータ容量：3.7GB×2＝7.4GB 

1 日分のデータ容量：7.4GB×3＋7.4GB×1.5＝22.2GB＋11.1GB＝33.3GB 

2 年分のデータ容量：33.3GB×730 日＝24.3TB≒25TB 

計算に必要な空きディスク容量 10TB 

合計 1.13TB＋25TB＋10TB＝36.13TB≒40TB 

 

2) 気象レーダーシステム 

S バンド気象レーダーは、気象レーダーの基本的な特長である“ロングレンジ”、“リアルタイム”

を 大限に活かしたバンド帯である。他のバンド帯に比べ、容易に高出力な電波を送受信でき、大

気や降雨の減衰を受けることが少なく、広域にわたり定量的な雨量情報を得られるため、サイクロ

ン等の大規模な自然災害の監視に適している。そのため本プロジェクトにおいて整備が予定されて

いる気象レーダーシステムは、気象の急激な変化（擾乱、突風、トルネード等）を正確且つリアル

タイムに把握するため、降雨監視と擾乱監視の 2 つの機能を切り替えて観測が可能となる固体化電

力増幅式気象ドップラーレーダーシステムとする。 

周波数は、PMD が周波数割当委員会（Frequency Allocation Board: FAB）より使用許可を取得し
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たものを使用する。既設気象レーダーシステムと新設気象レーダーシステムの主要諸元及び探知距

離の比較を次に示した。 

表 39  既設気象レーダーシステムと新設気象レーダーシステムの主要諸元及び探知距離の比較 
主要諸元 既設気象レーダーシステム 計画の気象レーダーシステム 

周波数 5.3GHz（C バンド） 2.7～2.9GHz（S バンド） 

波長 約 5.7 cm 約 10cm 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨の 大探知距離 半径 350 km 半径 450km 

風速の 大探知距離 － 半径 200km 

データグリッド（メッシュ） 5.0 km 0.625km 

観測可能な 大風速 － ±70m/秒以上 

送信パワー 250kW 10kW（ピーク値） 

強風、暴風、嵐等の監視（ドップラー）機能 無 有 

雨量積算機能 無 有 

降雨データ 6 階調の雨量定性データ 0～250mm/hの降雨強度定量データ

次表のように、既設のレーダーシステムでは、雨量強度 1mm/h の雨の観測探知範囲は 350km であ

るが、 新のレーダーシステムを導入することで探知距離が 450km まで拡大する。 

表 40  雨量強度毎の受信電力(dBm)を用いた既設レーダーと 

更新後の気象レーダーとの探知距離の比較 

既設気象レーダー（Cバンド）の探知距離 （空中線パラボラ反射鏡直径：4m  受信感度：-107dBm）

距離 

(km) 

雨量強度 (mm/h) 

0.50 1.00 5.00 10.00 20.00 40.00 100.00 

10 -73.8 -69.0 -57.8 -53.0 -48.2 -43.4 -37.0

50 -88.6 -83.8 -72.6 -67.8 -63.0 -58.2 -51.8

100 -95.6 -90.8 -79.6 -74.8 -70.0 -65.2 -58.8

150 -100.1 -95.3 -84.1 -79.3 -74.5 -69.7 -63.3

200 -103.6 -98.8 -87.6 -82.8 -78.0 -73.2 -66.8

250 -106.6 -101.8 -90.6 -85.8 -80.9 -76.1 -69.8

300 -109.2 -104.3 -93.2 -88.3 -83.5 -78.7 -72.3

350 -111.5 -106.7 -95.5 -90.7 -85.9 -81.1 -74.7

400 -113.7 -108.8 -97.7 -92.8 -88.0 -83.2 -76.8

450 -115.7 -110.9 -99.7 -94.9 -90.1 -85.2 -78.9
 

更新後の気象レーダー（Sバンド）の探知距離 （空中線パラボラ反射鏡直径：5m  受信感度：-110dBm）

距離 

(km) 

雨量強度 (mm/h) 

0.50 1.00 5.00 10.00 20.00 40.00 100.00 

10 -77.3 -70.5 -59.4 -54.5 -97.4 -44.9 -38.5

50 -89.7 -84.9 -73.7 -68.9 -64.1 -59.3 -52.9

100 -96.3 -91.4 -80.3 -75.4 -70.6 -65.8 -59.4

150 -100.3 -95.5 -84.3 -79.5 -74.6 -69.8 -63.5

200 -103.3 -98.5 -87.3 -82.5 -77.6 -72.8 -66.5

250 -105.7 -100.9 -89.7 -84.9 -80.1 -75.3 -68.9

300 -107.8 -103.0 -91.8 -87.0 -82.2 -77.4 -71.0

350 -109.6 -104.8 -93.6 -88.8 -84.0 -79.2 -72.8

400 -111.3 -106.5 -95.3 -90.5 -85.7 -80.9 -74.5

450 -112.8 -108.0 -96.8 -92.0 -87.2 -82.4 -76.0

 
 探知不能範囲  探知可能となる範囲 

 

     ：探知距離
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＜気象ドップラーレーダーの付帯機能＞ 

本プロジェクトの成果目標を達成するために、対象とする気象現象を把握する必要があることか

ら、下記の機能を付帯させるものとする。 

① ドップラーモード機能 

擾乱、突風、トルネード等を監視するために、ドップラーモードを使用する。地上気象等の他

の観測との組合せにより、半径 200km 程度の範囲内の風に起因する現象を実況監視する際に効果

を発揮する。本プロジェクトにおいて導入される気象レーダーは、従来の機能である降雨の監視

機能と、風の速度検出ができる機能を有する気象ドップラーレーダーとする。 

② CAPPI(Constant Altitude PPI (Plan Position Indicator))機能 

気象レーダーは通常、反射エコーの強度をもとに雨量データに換算しているが、観測されたエ

コーの高度によってエコー強度の特性が異なることから雨量データに誤差が生じる。CAPPI 観測で

は複数の仰角での観測を自動で連続的に行い、エコー強度データを3次元的に得ることができる。

このデータをもとに一定の高度面のデータを取り出し雨量データに換算することで、上述の誤差

を取り除くことができる。大雨の量の推定や、他レーダーのデータとの画像合成には、上述の観

測誤差のないデータ、特に高度 2km 又は 3km の CAPPI プロダクトを用いる必要がある。このため

本プロジェクトでは、複数仰角観測から CAPPI プロダクト作成までを自動で行う CAPPI 機能を付

帯させることとする。 

③ 基本機能として備える必要のある表示・出力情報機能 

気象ドップラーレーダーにより、効率的且つ効果的に裨益効果発現を促進するには、下記の基

本機能を気象レーダーシステムに付帯させることが、極めて重要なファクターである。 

表 41  基本機能として備える必要のある表示・出力情報機能 
気象ﾚｰﾀﾞｰ表示・出力情報機能 観測／使用目的 

1 PPI 表示（強度、ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度、速度幅の基本要素） 

雨量観測 

2 RHI 表示（強度） 

3 手動マッピング及び軌跡表示 

4 指定降雨レベル表示 

5 指定時間積算雨量表示（1、2、3、6、12、24 時間積算） 

6 Z-R 関係のﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定 

7 積算降水量の配信 

8 特定地域雨量表示 

9 表層雨量表示 

10 距離時間表示 

11 合成画像表示 

12 風向・風速表示 

風向・風速観測 

13 上層風時間変化表示 

14 ｳｨﾝﾄﾞｼﾔｰ情報表示 

15 複数ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄのｵｰﾊﾞﾚｲ表示 

16 特定地域強風表示 
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17 CAPPI 表示 

3 次元観測 

18 ｴｺｰ高さ表示 

19 鉛直積算雨水量表示 

20 鉛直 大雨量表示 

21 3 次元画像表示 

22 任意断面表示 

23 ﾚｰﾀﾞｰﾛｰｶﾙ制御及びﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
ﾚｰﾀﾞｰ制御、監視 

24 観測ｽｹｼﾞｭｰﾙの設定、制御 

25 外部記録媒体へのﾃﾞｰﾀ記録表示 

ﾃﾞｰﾀ記録、再生 
26 外部記録媒体へのﾃﾞｰﾀ保存及び出力 

27 各外部記録媒体からの再生ﾃﾞｰﾀﾘｽﾄの表示 

28 各外部記録媒体からの各種気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生 

29 ﾃﾞｰﾀ受信 

表示、入出力機能 

30 JPG 画像出力 

31 Multi-Window 表示 

32 地図とﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの合成表示 

33 指定された地点の情報表示（位置情報、ﾃﾞｰﾀ数値の表示、地点間距離） 

34 拡大表示（2倍/4 倍選択が可能） 

35 連続履歴再生（ｱﾆﾒｰｼｮﾝ） 

36 地図編集 

37 GIF ｱﾆﾒｰｼｮﾝ（24 ﾌﾚｰﾑ以上） 

Web 機能 38 既存ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾊﾞｰにﾚｰﾀﾞｰ画像を Http 形式で出力 

39 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾞﾗｳｻﾞよりﾛｸﾞｲﾝしﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

 

 

「イスラマバード気象レーダー 大探知範囲及び観測データ処理範囲」を次ページに示す。
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3) 気象レーダーデータ表示システム 

 

PMD の観測官や予報官が多忙な業務の中でデータを利用することを考えると、作業スペースから

離れることなく気象情報を入手する必要がある。このことから、気象レーダーデータ表示システ

ムを設置する場所は、建設予定のイスラマバード気象レーダー塔施設内観測室、PMD イスラマバー

ド本局の国家気象予報センター及び新たに建設中の新ベナジルブット国際空港気象事務所（イス

450km 
IIssllaammaabbaadd  

LLaahhoorree  
MMuullttaann  

QQuueettttaa  

PPeesshhaawwaarr  

KKaarraacchhii  

km 

観測データ処理範囲 

最大探知範囲 

図 10  イスラマバード気象レーダー最大探知範囲及び観測データ処理範囲 
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ラマバード）とした。また気象業務で利用するためには、気象レーダーデータはリアルタイムで

迅速に提供されなければならないため、本システムはリアルタイムでデータを受信、表示する機

能を有するものとする。ディスプレイは、設置スペースを大きく取らず、消費電力が少なく、冷

房効率を考慮して発熱が小さなものとし、且つ各室係官の円滑な業務の実施と長時間の使用も可

能となるよう、画面の反射が極力少ないものとする。また新設されるイスラマバード気象レーダ

ー観測範囲内全ての雨量強度のデータファイルは、レーダー観測範囲内の 2.5km 間隔の 1 時間雨

量をバイナリー形式で格納可能となるよう計画する。イスラマバード気象レーダー塔施設と国家

気象予報センターとは、高速データ通信が可能で落雷によるサージが侵入しないよう、光ファイ

バー線にて接続する。 

 

4) 気象データ用基幹通信システム 

 

仮想専用回線（Virtual Private Network：VPN）を利用した PMD の各局間のデータ交換及び PMD

の気象データ、情報及び予警報を他の防災関連機関へ公開・発信するためのネットワーク管理シ

ステムである。下図に示したように、複数のネットワークに設置された通信ターミナルユニット

同士が、世界的な共有ネットワークであるインターネットに、暗号化した仮想トンネル経由で安

全に接続される。そのため、VPN

により接続された遠隔地にあ

るネットワーク内の PC と、あ

たかも専用線でつないだかの

ように安全に直接データ交換

を行うことができる。VPN を利用することにより、サイバー攻撃からの脅威を低減させることも可

能である。また、豪雨や洪水など PMD ホームページへのアクセスが集中するような状況でも、安

定的にデータの交換、情報及び予警報の発表や配信を行うことも可能となる。更に、従来の専用

回線と比較し、VPN は維持管理が安価で且つ、暗号化技術の進歩によりセキュリティーレベルも強

化されている。 

 

5) GTS メッセージスイッチシステム 

 

「パ」国が、世界気象機関（WMO）加盟国として世界気象通信網（Global Telecommunication 

System: GTS）を通して、観測データを配信し続ける責任を果たすことは極めて重要な業務である。

カラチにある既存の GTS メッセージスイッチシステムに代わる新規の GTS メッセージスイッチシ

ステムを PMD イスラマバード本局に整備する。PMD イスラマバード本局に GTS 通信網を構築するこ

INTERNET 

LAN 
通信ターミナル

ユニット 

LAN 
暗号化された仮想トンネル 通信ターミナル

ユニット 

図 11  LAN 間を接続するインターネット VPN 概念図
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とは、「パ」国の気象業務中枢において、インターネット以外の情報源を確保できるばかりではな

く、観測データをタイムリーに世界へ配信することが可能となる。近年世界の気象予報は、全球

モデルを使って世界の気象情報を処理・解析して作成されているため、気象通信網の整備が遅れ

がちな開発途上の国々からの気象情報の配信が、世界の気象予報の向上には大変重要な鍵になっ

てきている。 

現在、WMO を中心に、効果的なデータの国際交換を行うための情報通信基盤として、WMO 情報シ

ステム（WMO Information System：WIS）の構築を推し進めている。WIS は、データプロダクトの

増大及びインターネットの急速な使用普及により、新たな要求や必要性に対応するために考案さ

れたものであり、全球情報システムセンター（Global Information System Centre：GISC）、デ

ータ収集・作成センター（Data Collection and Processing Centre：DCPC）及び国家センター

（National Centre：NC）から構成されている。本プロジェクトで導入予定の GTS メッセージスイ

ッチシステムは、以下の項目を満足するものとする。 

 インターネットの仮想専用回線（Virtual Private Network: VPN）を構築して GTS メッセ

ージスイッチシステムを接続する 

 全球情報システムセンター（GISC）と接続する 

 稼働が停止することは許されないことから、二重化システムとする 

 

6) ウィンドプロファイラシステム 

 

ウィンドプロファイラシステムは、地上から上空へ電波

を発射し、上空約 4km～12km（降水時）までの風向・風速

の鉛直分布及び乱気流等の気象現象を監視する装置であ

る。ウィンドプロファイラシステムは時間的に連続した

観測が可能であり、ほとんど人手を掛けずに自動観測が

可能で、また駆動部分がないことから故障の頻度が低い

ことが知られている。ウィンドプロファイラシステムに

より、通常の高層気象観測では得られない時間的・空間

的に細かな気象状況を知ることができる。このため、「パ」

国周辺の上空の風を連続して観測することができ、気象

監視、気候変動予測や気候変動対策のための観測データ

の蓄積に貢献することが可能となるほか、「パ」国周辺のより正確で迅速な予報を作成するための

重要な資料が得られるだけでなく、「鉛直風向変化」及び「風向変化による上昇気流」の気象現象

を捉える事が可能となる。ウィンドプロファイラシステムは、PMD イスラマバード本局及び PMD ム

風 

N

W

E 

S 

図 12  ウィンドプロファイラシステム概念図
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ルタン気象事務所構内に設置することを計画した。計画されているウィンドプロファイラの主要

諸元を次表に示す。 

表 42  計画するウィンドプロファイラシステムの主要諸元 
諸元項目 諸元内容 

周波数 1.3GHz 帯 

観測要素 水平風の東西成分・南北成分及び鉛直風（降水粒子の落下速度を含む） 

観測値の 小位数 風速（水平、鉛直）：0.1m/s、風向：1° 

測定精度 
風速：1m/s（水平風）、0.2m/s（鉛直風） 

風向：15°（風速≤5m/s）、10°（風速>5m/s） 

測定範囲 風速：0-90m/s（水平風）、0-30m/s（鉛直風） 

送信パワー 6kW（ピーク値）以下 

受信感度 

信号対雑音比：+3dB 以上（＠高度 5.5km） 

条件： 

 レーダー方程式（参考）： 

 

 

 
 

 大気乱流パラメータ（Cn2)：10-0.000276×R(m)-13.862 

 高度分解能（ΔＲ）：300m 
 周辺温度：290K 
 地表雑音温度：36K 

 

ウィンドプロファイラシステムの観測データが、GTS メッセージスイッチシステムを介して世界

中に配信・利用される上で、下表に示した観測データの品質管理が重要となることから、下表の

データ品質管理機能をウィンドプロファイラシステムに含める事とする。 

表 43  ウィンドプロファイラ観測データの品質管理 
品質管理機能項目 品質管理内容 

渡り鳥エコー除去 渡り鳥によるエコーの除去 

地形エコー除去 地形エコーの除去 

スペクトル幅チェック 各種のノイズによる誤観測の防止 

風の場の均質性のチェック 
ビームで囲まれる領域の風の分布又は降水分布が不均一であるときに

生じる誤計算の防止 

コンセンサスアベレージ 実質的な平均値に近い観測値の取得 

二次曲面近似値チェック 時間方向・高度方向に連続性が低い観測値の除去 

鉛直シアーチェック 非現実的な鉛直シアーを生じさせる誤観測値の除去 

マニュアル品質管理 自動品質管理システムの誤動作の防止 

 

 

本プロジェクトの全体システム構成は、次ページに添付した「PMD特別中期気象予報センター

（SMRFC）及び気象観測・データ通信ネットワーク概要図」の通りである。 
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図 13  PMD 特別中期気象予報センター（SMRFC）及び気象観測・データ通信ネットワーク概要図 
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（2） 主要機材リスト 

 

主要機材は以下の通りである。 

表 44  主要機材リスト 

機材名 

イスラマバード ラホール カラチ ムルタン ギルギット

PMDイスラマ

バード本局 

新ベナジル

ブット国際

空港 

気象事務所

PMD ラホール

地方気象セ

ンター 

PMD ラホール

洪水予報局

PMD カラチサ

イクロン警

報センター 

PMD ムルタン

気象事務所

PMD ギルギッ

ト気象事務

所 

特別中期気象予報センター気象

予報・開発システム（避雷設備、

電源バックアップシステム、耐雷

トランス、電圧制御設備、電源供

給キャパシタ、メンテナンス用機

器、スペアパーツ及び機材付帯施

設を含む） 

1 式 - - - - - - 

気象データ用基幹通信システム 1 式 - 1 式 1 式 1 式 1 式 1 式 

GTSメッセージスイッチシステム 1 式 - - - - - - 

Sバンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム（電源

バックアップシステム、耐雷トラ

ンス、電圧制御設備、電源供給キ

ャパシタ、メンテナンス用機器及

びスペアパーツを含む） 

1 基 - - - - - - 

気象レーダーデータ表示システ

ム 
2 式 1 式 - - - - - 

ウィンドプロファイラシステム 1 式 - - - - 1 式 - 

 

主要機材リスト 

特別中期気象予報センター気象予報・開発システム 
サイト名：PMD イスラマバード本局（特別中期気象予報センター（SMRFC）） 

名称 数量 目的 

コンピュータークラスター 1 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽを作成する。 

コンピュータークラスター管理ユニット 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｸﾗｽﾀｰの制御・管理する。 

制御装置（大型モニター付き） 1 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ用のﾃﾞｰﾀを収集・表示する。 

制御装置 3 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ用のﾃﾞｰﾀを収集する。 

気象ガイダンス用データ処理装置（気温） 2 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ用のﾃﾞｰﾀを処理する（気温ﾃﾞｰﾀ用）。 

気象ガイダンス用データ処理装置（風） 2 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ用のﾃﾞｰﾀを処理する（風ﾃﾞｰﾀ用）。 

気象ガイダンス用データ処理装置（湿度） 2 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ用のﾃﾞｰﾀを処理する（湿度ﾃﾞｰﾀ用）。 

気象ガイダンス用データ処理装置（降水量） 2 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ用のﾃﾞｰﾀを処理する（降水量ﾃﾞｰﾀ用）。 

気象プロダクト表示装置 1 式 作成した気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを表示する。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

カラープリンター 3 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽのﾃﾞｰﾀを印刷する。 

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

スキャナー 1 式 紙の気象ﾃﾞｰﾀを電子ﾌｧｲﾙ化する。 

写真複合機 1 式 気象予報ｶﾞｲﾀﾞﾝｽのﾃﾞｰﾀを印刷する。 

二重化スイッチ-1 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化スイッチ-2 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 2 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。
通信機器ラック 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ通信機器を収容する。 
ディーゼル発電機 2 式 商用電源異常発生の場合に、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ発電機により発電し各ｼ

ｽﾃﾑに電力を供給する。 
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耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 
ソーラーパワー制御装置 1 式 ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された電力を制御する。 
ソーラーパネル 1 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 
自動電圧調整装置 1 式 ｼｽﾃﾑの機器に安定した電力を供給する。 
電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にｼ

ｽﾃﾑに電力供給する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 16 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象データ用基幹通信システム 
サイト名： PMD イスラマバード本局（特別中期気象予報センター（SMRFC）） 

名称 数量 目的 

気象データ通信網管理ユニット 1 式 気象ﾃﾞｰﾀ通信網のﾈｯﾄﾜｰｸ状態を管理する。 

データ摂取・保存ユニット 1 式 気象ﾃﾞｰﾀを摂取・保存する。 

二重化ルーター 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象データ用基幹通信システム 
サイト名： PMD ムルタン気象事務所 

名称 数量 目的 

気象情報受信端末 1 式 ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ本局からの気象ﾃﾞｰﾀを受信する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象データ用基幹通信システム 
サイト名： PMD カラチサイクロン警報センター 

名称 数量 目的 

データ入力装置 1 式 ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ本局に蓄積する気象ﾃﾞｰﾀを入力する 

気象情報受信端末 1 式 ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ本局からの気象ﾃﾞｰﾀを受信する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

自動電圧調整装置 2 式 ｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

ハイブリッド電源管理装置 2 式 ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された直流電力をｼｽﾃﾑで利用可能な交流電力

に変換し、商用電力を補助するための制御を行う。無停電電源ﾕﾆｯ

ﾄの充電、管理を行う。 

無停電電源ユニット 2 式 電源異常発生の場合にも安定した電源を供給し続ける。 

ソーラーパネル 2 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 3 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象データ用基幹通信システム 
サイト名： PMD ラホール洪水予報局、PMD ラホール地方気象センター及び PMD ギルギット気象事務所 

名称 数量 目的 

気象情報受信端末 1 式 ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ本局からの気象ﾃﾞｰﾀを受信する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

ハイブリッド電源管理装置 1 式 ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された直流電力をｼｽﾃﾑで利用可能な交流電力

に変換し、商用電力を補助するための制御を行う。無停電電源ﾕﾆｯ

ﾄの充電、管理を行う。 



 
 

3-23 

無停電電源ユニット 1 式 電源異常発生の場合にも安定した電源を供給し続ける。 

ソーラーパネル 1 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

GTS メッセージスイッチシステム 
サイト名： PMD イスラマバード本局（特別中期気象予報センター（SMRFC)） 

名称 数量 目的 

GTS メッセージスイッチ 1 式 GTS通信網へ観測ﾃﾞｰﾀを送信し、各国からの観測ﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞ

ｸﾄを受信する。 

WMO 情報システム（WIS）装置 1 式 WMO 情報ｼｽﾃﾑ（WIS）への気象情報の提供と収集を行う。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 4 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

S バンド固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステム 
サイト名： PMD イスラマバード本局（イスラマバード気象レーダー塔） 

名称 数量 目的 

レドーム 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。頂部

に避雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式 ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角 360°、仰角 0～60°の任意の方位に指向、あ

るいは回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に空間に

放射する。降水粒子により散乱された電波を受け、受信装置に送り

込む。 

空中線制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水平、垂

直用ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向あるいは回転さ

せる。 

送信装置 1 式 ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発生さ

せ、これを送信電波として空中線装置に送る。 

受信信号処理装置 1 式 空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変換しﾃﾞ

ｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平均化、距離

に応じた受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置へ出

力する。 

導波管加圧装置 1 式 空中線と送信装置とを結ぶ導波管内部に乾燥空気で加圧し、電波の

伝播損失を軽減する。 

導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達させ

る。 

レーダー動作制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測制御を行い、ﾃﾞｰﾀの生成及び配信を行う。 

データ・プロトコル変換装置 1 式 回線容量に応じた RAW ﾃﾞｰﾀを生成し伝送する。 

レーダー電源切替盤 1 式 電源装置から供給される電力をﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ等に分配、供給する。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にﾚ

ｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 

スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

試験信号発生器 1 式 

電力計 1 式 

パワーセンサー 1 式 
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周波数計 1 式 

検波器 1 式 

減衰器セット 1 式 
検波器用終端器 1 式 
オシロスコープ 1 式 
デジタルマルチメータ 1 式 
同軸／導波管変換器 1 式 
ネットワークカメラ 1 式 
工具セット 1 式 
延長コード 1 式 
水準器 1 式 
保守用梯子 1 式 
クランプ電流計 1 式 
掃除機 1 式 
レーダー空中線保守用デッキ 1 式 

交換部品 空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（水平駆動用） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（垂直駆動用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（方位角用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（仰角用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（水平駆動用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（垂直駆動用） 1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ（水平駆

動用） 

1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ（垂直駆

動用） 

1 式 

空中線制御装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

送信装置制御部用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

受信信号処理装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

各装置用ﾌｧﾝﾕﾆｯﾄ 2 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 2 式  
航空障害灯 2 式 

消耗品 空中線用潤滑油 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ電源用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ信号用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：PMD イスラマバード本局（イスラマバード気象レーダー塔） 

名称 数量 目的 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 2 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：PMD イスラマバード本局（国家気象予報センター） 

名称 数量 目的 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

気象擾乱・ドップラー速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行う。 

積算降水量処理装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰの積算降水量を生成する。 

気象ブリーフィング用表示装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀを気象ﾌﾞﾘｰﾌｨﾝｸﾞで利用するために表示す

る。 

気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録す

る。 

プロダクト再生装置 1 式 各種記録媒体から記録されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生表

示を行う。 

ドップラー風向風速表示装置 1 式 観測されたﾄﾞｯﾌﾟﾗｰﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀにより、ﾒｯｼｭ毎の風向風速分布図を作

成する。 

低気圧追跡表示装置 1 式 低気圧の軌跡を作成し表示する。また進路予測も行う。 

小型無停電電源装置 8 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 8 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：新ベナジル・ブット国際空港（NBBIA）気象事務所 

名称 数量 目的 

航空気象表示装置 1 式 航空気象現象の監視、表示を行う。 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

ウィンドプロファイラシステム 
サイト名：PMD イスラマバード本局 

名称 数量 目的 

ウィンドプロファイラアンテナ 1 式 アンテナ方位を東西南北の計 4 方向以上に高速電子切り替えで走

査し、ペンシルビーム状の電波を放射して、大気より散乱された電

波を受信する。 

送信装置／受信装置 1 式 増幅器により信号を増幅し、空中線装置に送るほか空中線装置から

送られた受信信号を低雑音増幅器で増幅して信号処理装置に送信

する。 

ウィンドプロファイリング信号処理装置 1 式 受信された信号をﾃﾞｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、ﾊﾟﾙｽ圧縮の復号、積分、

FFT、平均化等の処理を行い、ｽﾍﾟｸﾄﾙﾃﾞｰﾀを生成する。生成された

ﾃﾞｰﾀは HDD に保存するとともにﾃﾞｰﾀ処理装置へ送信する。 

ウィンドプロファイリングデータ処理装置 1 式 信号処理装置から受信したｽﾍﾟｸﾄﾙﾃﾞｰﾀに、地形ｴｺｰの除去、ﾌｨｯﾃｨﾝ

ｸﾞ、品質管理等の処理を行い、風速演算の基礎となるﾓｰﾒﾝﾄﾃﾞｰﾀや

10 分平均値ﾃﾞｰﾀ等を生成し保存する。 

ウィンドプロファイリングデータ管理装置 1 式 ﾃﾞｰﾀ処理装置にて作成されたﾃﾞｰﾀの保存、管理を行う 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。
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カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

フェンス 1 式 側方に漏れる電波を遮蔽し地形ｴｺｰ（ｸﾗｯﾀｰ）を抑制する。 

ディーゼル発電機 2 式 商用電源異常発生の場合に、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ発電機により発電し各ｼ

ｽﾃﾑに電力を供給する。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にﾚ

ｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 

スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

オシロスコープ 1 式 
工具セット 1 式 
延長コード 1 式 
水準器 1 式 
保守用梯子 2 式 

交換部品 [送信装置・受信装置用]  ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

- 送信ﾊﾟﾜｰｱﾝﾌﾟ 2 式 

- ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ装置 1 式 

 

- 電源ﾕﾆｯﾄ(送信装置・受信装置用各

ﾀｲﾌﾟ） 

1 式 

[ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ信号処理装置用]  

- ﾊﾌﾞ 1 式 

- ﾌﾞﾛｱｼｬｰｼ(1) 1 式

- CPU ｶｰﾄﾞ 1 式

- ﾀｲﾐﾝｸﾞｶｰﾄﾞ 1 式 

- 分岐ｶｰﾄﾞ 1 式 

- ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽｶｰﾄﾞ 1 式 

- 変調ｶｰﾄﾞ 1 式 

- 送信周波数生成ｼｬｰｼ 1 式 

- LAN 用ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ出力ｶｰﾄﾞ 1 式 

- ﾊﾟﾙｽ圧縮・積分ｶｰﾄﾞ 1 式 

- A/D 変換ｶｰﾄﾞ 1 式 

- ﾌﾞﾛｱｼｬｰｼ(2) 1 式 

- 周波数変換ｼｬｰｼ 1 式 

- ﾌﾞﾛｱｼｬｰｼ(3) 1 式 

- GPS ｶｰﾄﾞ 1 式 

 

- 電源ﾕﾆｯﾄ(ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ信号処

理装置用各ﾀｲﾌﾟ） 

1 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

ウィンドプロファイラシステム 
サイト名：PMD ムルタン気象事務所 

名称 数量 目的 

ウィンドプロファイラアンテナ 1 式 アンテナ方位を東西南北の計 4 方向以上に高速電子切り替えで走

査し、ペンシルビーム状の電波を放射し大気より散乱された電波を

受信する。 

送信装置／受信装置 1 式 増幅器により信号を増幅し、空中線装置に送るほか空中線装置から

送られた受信信号を低雑音増幅器で増幅して信号処理装置に送信

する。 

ウィンドプロファイリング信号処理装置 1 式 受信された信号をﾃﾞｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、ﾊﾟﾙｽ圧縮の復号、積分、

FFT、平均化等の処理を行い、ｽﾍﾟｸﾄﾙﾃﾞｰﾀを生成する。生成された

ﾃﾞｰﾀは HDD に保存するとともにﾃﾞｰﾀ処理装置へ送信する。 

ウィンドプロファイリングデータ処理装置 1 式 信号処理装置から受信したｽﾍﾟｸﾄﾙﾃﾞｰﾀに、地形ｴｺｰの除去、ﾌｨｯﾃｨﾝ

ｸﾞ、品質管理等の処理を行い、風速演算の基礎となるﾓｰﾒﾝﾄﾃﾞｰﾀや

10 分平均値ﾃﾞｰﾀ等を生成し保存する。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像の表示を印刷する。 

フェンス 1 式 側方に漏れる電波を遮蔽し地形ｴｺｰ（ｸﾗｯﾀｰ）を抑制する。 
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ディーゼル発電機 2 式 商用電源異常発生の場合に、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ発電機により発電し各ｼ

ｽﾃﾑに電力を供給する。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

ソーラーパワー制御装置 1 式 ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された電力を制御する。 

ソーラーパネル 1 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にﾚ

ｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑに電力供給する。 

スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

オシロスコープ 1 式 
工具セット 1 式 
延長コード 1 式 
水準器 1 式 
保守用梯子 2 式 

交換部品 [送信装置・受信装置用]  ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

- 送信ﾊﾟﾜｰｱﾝﾌﾟ 2 式 

- ﾘﾓｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ装置 1 式 

 

- 電源ﾕﾆｯﾄ(送信装置・受信装置用各

ﾀｲﾌﾟ） 

1 式 

[ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ信号処理装置用]  

- ﾊﾌﾞ 1 式 

- ﾌﾞﾛｱｼｬｰｼ(1) 1 式

- CPU ｶｰﾄﾞ 1 式

- ﾀｲﾐﾝｸﾞｶｰﾄﾞ 1 式 

- 分岐ｶｰﾄﾞ 1 式 

- ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽｶｰﾄﾞ 1 式 

- 変調ｶｰﾄﾞ 1 式 

- 送信周波数生成ｼｬｰｼ 1 式 

- LAN 用ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ出力ｶｰﾄﾞ 1 式 

- ﾊﾟﾙｽ圧縮・積分ｶｰﾄﾞ 1 式 

- A/D 変換ｶｰﾄﾞ 1 式 

- ﾌﾞﾛｱｼｬｰｼ(2) 1 式 

- 周波数変換ｼｬｰｼ 1 式 

- ﾌﾞﾛｱｼｬｰｼ(3) 1 式 

- GPS ｶｰﾄﾞ 1 式 

 

- 電源ﾕﾆｯﾄ(ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ信号処

理装置用各ﾀｲﾌﾟ） 

1 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

（3） イスラマバード気象レーダー塔施設の基本計画 

 

1) 施設建設予定敷地の現状 

イスラマバード気象レーダー塔施設建設予定敷地は、PMD イスラマバード本局内敷地内にあり、

気象業務を実施するには良好な環境下にある。 
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表 45  イスラマバード気象レーダー塔施設建設予定敷地状況 
調査項目 イスラマバード気象レーダー観測所 

候補地の写真 

 
 

敷地 PMD イスラマバード本局敷地内 

位置  

 
緯度 

経度 

北緯 33º 40’57.2” 

東経 73º 03’50.8” 

高度 523m 

PMD イスラマバード本局敷地面積 22,124m2 

気象レーダー塔施設建設に必要な敷地の有無 十分な広さがあり問題ない。 

アクセス道路 有 

敷地状況 イスラマバード市内に位置し、周囲には公共施設などがある。

インフラ  

 商用電力 有 

 上水道設備 公共水道有 

 下水道設備 無 

 電話設備 有 

 インターネット接続 有 

 携帯電話サービス 有 

従業員宿舎 有 

従業員の通勤 問題なし 

 

2) 建築計画 

 

1. 平面計画 

イスラマバード気象レーダー塔施設の平面計画は、シンメトリーに近い平面形とし、偏心を避

けることにより安定した建物の構造設計が可能となるよう配慮した。塔中心部の平面計画は、構

造体を外部に出すことにより部屋の使い勝手を良くし、また避難路でもある階段室内部に柱及び

梁型を出さないように平面計画を行った。施設のグレードについては、現地にて一般的に採用さ

れている工法・資材を採用するため、標準的グレードの施設となる。 

気象レーダー塔の各室面積、収容人員、面積算定根拠を次に示す。 
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表 46  気象レーダー塔施設各室の概要、収容機器及び室面積算定根拠 

部  屋 

イスラマバード 

気象レーダー塔施設 

床面積(m2) 

設置機器、室概要 室面積算定根拠 

レドーム室 30.18 レーダー空中線設備等を設置 

レーダー空中線設備等の保守

作業用スペース。床面積は、

レドームベースリングサイズ

直径 6.2m による。 

レーダー機械室 

（スペアパーツ倉庫

を含む） 

89.75 

レーダー送受信機、空中線制御装置、

受信信号処理装置、レーダー動作制御

装置、導波管加圧装置、導波管、分電

盤、光リピーター、保守管理品戸棚、

空調機等を設置。 

左記装置の運用維持管理作業

スペース。全ての装置を設置

することを考えると、スペア

パーツ倉庫を含め 低でも

90m2程度必要。 

観測室 154.05 

 気象レーダー観測用ターミナル、

 データ解析用ターミナル 

 VoIP 交換機、 

 光リピーター、 

 二重化スイッチ、 

 プリンター、 

 IP 電話、 

 各 PC 用 UPS、 

 ターミナル用デスク、 

 書類棚、 

 ホワイトボード、 

 データ保存のための戸棚、 

 気象観測記録及び気象レーダーデ

ータ解析用データ保存戸棚、 

 工具･測定器・マニュアル収納棚等、

を設置。 

機器保守・修理作業スペース。 

 気象レーダー観測スペース

 機材設置スペース、 

 データ解析用ターミナル及

びデスク、データ保存戸棚

設置スペース 

 職員が業務を実施するため

に必要なスペース、 

 各データを収容するための

必要なスペース、 

 各種機材の保守・修理作業

スペース、工具等の収納ス

ペース、 

 気象レーダーシステム消耗

品及びスペアパーツ保管ス

ペース、 

を確保。 

電気・電源供給室 44.20 

施設用耐雷トランス、受電盤、分電盤、

ケーブルラック及び接地端子盤、機器

用耐雷トランス及び AVR の設置とケー

ブル配線スペース。 

気象レーダーシステムのための無停電

電源装置（キャパシタ）及びコントロ

ールラックの設置スペース。 

左記機器の収容スペース、点

検スペース及びケーブル配線

スペースを確保。 

無停電電源装置及びコントロ

ールラックの設置の場所、全

面点検スペースを確保。 

便所 22.12 
大便器：男 1＋女 1、小便器：男 1、手

洗器：男 1＋女 1、掃除流し：1 
－ 

湯沸室 9.26 キッチン：1 － 

脱衣室 1.72 脱衣スペース － 

シャワー室 2.42 シャワースペース － 

倉庫 2.38 
建物維持管理のためのスペアパーツ、

その他雑物保管場所 

資材、材料等の保管場所を確

保。 

発電機室 78.96 

75kVA 予備発電機 2機、15kVA の予備発

電機 2 機、周辺機器及びサービスタン

ク：2、自動切換盤等の設置 

左記機器の収容スペース、点

検スペース及びケーブル配線

スペースを確保。 

ポンプ室 15.12 
受水槽：1 

揚水ポンプ：2 

受水槽及び点検スペースとし

て約 15 ㎡必要。 

 
 

2. 断面計画 

I. 気象レーダー塔の高さ 

計画されているイスラマバード気象レーダーシステムに必要となるレーダーアンテナ中心高さ
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は、次の図に示した通り 68m は必要となる。写真には写っていないが、パキスタン記念塔の後ろ

にはパキスタン記念塔トップより数メーター高い林があり、大凡ではあるが、レーダービームが

それを超えるには、アンテナ仰角を約＋0.5 度以上として観測する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

II. 地盤面レベル 

敷地内には、自然条件調査において設定したベンチマークがあるため、これを本気象レーダー

塔の基準レベルとする。 

 

III. レーダー機器の搬入方法 

レーダー機械室へ外部から機器を直接搬入する方法は、レーダー機械室に接する階段室踊場の

外に搬入用バルコニーを設けて、バルコニー上部に搬入用フック（2 トン用）を突出して設ける。 

 

3. 立面計画 

柱・梁を外壁側へ出し、構造形態をアピールする立面計画とした。これにより室内側及び階段

室には柱型が出ないため、機器や家具等のレイアウト、室内の使い勝手及び階段での上り下りを

容易とした。 

 

4. 内外装計画 

I. 主要諸室（レーダー機械室及び観測室）の仕上げ 

a） 床 

気象レーダー塔の主室であるレーダー機械室及び観測室の床は、パワーケーブル及びシグナル

ケーブルの配線を容易にし、且つ将来的なシステムの増設をも可能とし、また維持管理も容易に

なることから、高さ 150mm のアクセスフロアを採用する。レーダー機械室は、高出力で重さ 1 ト

ン程度の送受信機が設置されるため、耐重・帯電防止アクセスフロアとする。 

 

図 14  計画されているイスラマバード気象レーダーシステムの必要となるレーダーアンテナセンター高さ 

パキスタン記念塔 
PMD イスラマバード 

気象レーダー観測所

1,250m 

G.L 570m

G.L 523m 

18m

44m 62m
必要となる気象レーダーアンテナ中心高さ： 68m 

6m
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b） 壁 

エアコン設備が設置される電気室、観測室、レーダー機械室の外壁は、部屋の気密性を高め、

外部からの湿気及び外気温の影響を極力減ずるため二重壁とし、それらの間には不燃材料のグラ

スウールを充填する。冷房効率が向上することで消費電力を抑え、PMD の運用維持管理費を極力軽

減する。 

 

c） 天井 

レーダー機械室及び観測室の天井は、ケーブルラックの上にたまる埃から機器を守り、部屋の

気密性を高めること、機器から発生する騒音を減ずることを主目的として、吸音性の高いボード

貼りの天井を設ける。また、この 2 室には空調設備を設けるので、冷房効果を高める上でも天井

貼りは有効である。 

 

d） 開口部 

地盤からの高さ約 50m に位置するレーダー機械室の開口部のガラスに対する設計用速度圧が

2,500N/m2であるため、強化フィルムの合わせガラスとする。またサッシを 2重に設け、外側サッ

シのガラスが破損しても内側サッシで風雨をしのげるよう計画した。 

 

II. 各部の仕上げ 

外部仕上げ、内部仕上げの材料はメンテナンスの容易さを考慮し、一部を除き全て現地調達が

可能なものを選定した。外部仕上、内部仕上の材料、工法、採用理由等を次の表に表す。
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表 47  外部仕上、内部仕上の材料、工法 
 仕上げ・工法 

外部

仕上 

観測デッキ モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押さえコンクリート 

屋 上 モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押さえコンクリート 

外 壁 

ブロック積みモルタル金ゴテ 

コンクリート打放しモルタル補修 

吹付タイル塗装（合成樹脂エマルジョン系複層塗材） 

一部磁器質タイル貼 

内部

仕上 

床 

カーペットタイル 

ビニールタイル貼 

磁器質タイル貼 

モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 木製巾木 SOP 塗、モルタル巾木 VP 塗、モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント、磁器質タイル 

壁 

モルタル金ゴテ VP 塗 

陶器質タイル貼り 

グラスウール板張り 

天 井 

無機質吸音板（システム天井下地） 

セメント板（システム天井下地） 

モルタル補修 EP 塗 

グラスウール板張り 

建 具 
外 部 

アルミ製窓 

アルミ製ガラリ 

アルミ製ドア、スチール製ドア 

内 部 アルミ製、スチール製及び木製建具 

 

表 48  外部仕上、内部仕上の材料の採用理由 
 採用理由 調達方法 

外部仕上 

屋 上 
外気温が35度程度に達するため、断熱材は不可欠である。従って断熱層厚さ30mm

を確保し、防水材として も信頼のおけるアスファルト防水を施す。 

現地調達可能

外 壁 
現地で一般的に使用されているブロック積みとする。施工性及び精度の点から、

現地にて一般的に用いる材料であるため信頼性が高い。 

内部仕上 

床 

耐久性、維持管理に優れた材料を適材適所に使用する。業務を行う室、一般室、

廊下･階段にはビニールタイル、また塵等を嫌う部屋には防塵ペイント仕上げと

する。 

コンピューターを設置する室は床下配線のためアクセスフロアーとする。 

壁 
耐久性を重視しモルタル金ゴテとし、汚れを防ぐためビニール系の塗装とする。

また便所と掃除用具入には陶器質タイルを使用する。 

天 井 
居室の部屋には空間の環境と空調性能を高めるために、無機質吸音板を使用す

る。無機質吸音はアスベストが含まれないものとする。 

建  具 

外 部 

耐久性、扱い易さ、精度の点からスチール製及びアルミ製とする。特に雨が多い

地域であることから、開閉不良等の不具合が発生しないように、機構の簡単な引

違い戸、片肩引き戸、両引き戸とする。 

内 部 
変形、腐食等の事象が生じ、がたつき等による機能低下をきたさないよう、施工

性、維持管理の点からスチール製及び木製建具でオイルペイント塗りとする。 
 
 

5. 構造計画 

I. 構造設計基準 

構造計算は「パ」国の基準 BCP（Building Code of Pakistan）を基本として、必要に応じて日

本建築基準法、日本建築学会設計基準（AIJ）、米国の Uniform Building Code(UBC)を参考にする。 
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II. 地盤状況と基礎計画 

気象レーダー塔施設は、ごくわずかな不同沈下でも精度の高い気象レーダー観測には致命傷と

なることから、建物を沈下させない基礎構造が要求される。加えて、気象レーダーの観測精度を

保つためには、気象レーダー塔の剛性が重要であり、建物の水平変形角の傾きを 0.075 度以下と

する。各既設気象レーダー観測所の地盤状況と建設予定の気象レーダー塔施設の基礎計画を次の

表に示す。 

表49  既設気象レーダー観測所の地盤状況と気象レーダー塔施設の杭と基礎 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

支持層の深さ 31.0m 

支持層のN値 50以上 

杭の必要性 有り 

必要杭長さ 28.8m 

必要杭本数 24本 

杭径（直径） 1.2m 

基礎形態 杭基礎（場所打ちコンクリート杭） 

 

 

III. 架構形式 

架構は「パ」国の一般的構法である鉄筋コンクリート・ラーメン構造とする。床版は鉄筋コン

クリート造とし、外壁及び間仕切壁はブロックとする。 

 

IV. 設計荷重 

 

a） 固定荷重 

建築構造材・仕上げ材の自重を全て計算する。また特殊固定荷重として以下のものを見込む。 

 

表 50  気象レーダー塔の特殊固定荷重 
機材設置場所（室名） 気象レーダーシステム機材名 重量 

屋上 レドーム、アンテナ及びペデスタル 4.5 トン 

レーダー機械室 
送受信機、信号増幅装置等 3.0 トン 

信号処理装置、アンテナ制御装置等 2.0 トン 

電気・電源供給室 
耐雷トランス、自動電圧制御装置（機材側、建築側双方）、 

キャパシタ 
6.0 トン 

 

b） 積載荷重 

気象レーダー塔内の殆どの部屋は、機器を収容するものであるため、日本国における通信機

械室の積載荷重と同程度の荷重を採用する。 
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c） 風荷重 

「パ」国の建築基準“BCP-SP-2007（Building Code of Pakistan– Seismic Provisions-2007）”

に記載されている以下の設計用速度圧の算出方法を用いて、風荷重を算出する。 

設計用速度圧 P＝Ce×Cq×Iw×Qs（kN/m2） 

Ce：地表面粗度区分と施設高さによるガスト影響係数 

Cq：風力係数 

Iw：重要度係数 

Qs：基準風速圧（kN/m2） 

 P = 1.97×3.6×1.15×0.78 = 6.36kN/m2 ≈ 6.4kN/m2 

Ce=1.97 Cq=3.60 Iw=1.15 Qs=0.78 

 

d） 地震力 

イスラマバードは、「パ」国の建築

基 準 で あ る 「 Building Code of 

Pakistan-Seismic Provisions-2007」

の地震ゾーン分け地図の Zone 2B に位

置している。そのため、Zone 2B の地震

地域係数である Z = 0.20 を適用して地

震荷重を算出する。また気象レーダー

塔施設の重要度を考慮して、重要度係

数 I は も重要な施設に使用する 1.25

を採用する。 

 

V. 使用構造材料 

使用材料は全て現地調達とする。 

•  コンクリート：普通コンクリート 設計基準強度 Fc=24N/mm2（基礎～8階床）、 

Fc=21N/mm2（8 階柱以上） 

•  セメント（ASTM (American Society for Testing and Materials)又は同等品） 

•  鉄筋：異形鉄筋（ASTM A615 Grade 60 又は同等品） 

 

 

 

 Zone 1 
 Zone 2A
 Zone 2B
 Zone 3 
 Zone 4 

 

図 15  「パ」国地震ゾーン分け地図 
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6. 電気設備計画 

I. 電力引込設備 

 

表 51  電力引込設備 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

施設内引込電力(既設電力計出力定格) 400V、3 相 4線、50Hz 

 

II. 自家発電機設備 

表 52  自家発電機設備 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

自家発電機台数 2 台 2 台 

発電容量 75kVA 15kVA 

発電機出力 400V、3 相 4線、50Hz 

燃料タンク容量 1,000 リットル× 2 

  

III. 幹線・動力設備 

電力幹線は、電気室内の配電盤から建物内の電灯分電盤、動力制御盤までケーブルラック及び

金属管内配線にて配電を行う。電気室内の配電盤から施設内の各分電盤及び制御盤へ配電し、施

設内部は鉄製配管方式とする。各機器の異常警報は、24 時間体制で運用される観測室の警報盤に

表示させる計画とする。 

 

 

 

 

 

 

IV. 電灯・コンセント設備 

使用電圧は単相 230V とし、すべての器具類には接地極を設け、配管は鉄製鋼管とする。照明器

具は、エネルギー消費が少なく現地市場で流通している LED を主体として使用する。各室の照度

基準は下記の通りとする。 

表 54  各室の照度基準 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

レドーム室 200 Lx 

レーダー機械室 300 Lx 

観測室 300 Lx 

発電機室 200 Lx 

電気・電源供給室 200 Lx 

ポンプ室 200 Lx 

エントランスホール 200 Lx 

その他の部屋 200 Lx 

表 53  幹線・動力設備 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

電灯・動力幹線 230V/400V、3 相 4線 

動力分岐 400V、3 相 4線 

電灯分岐 230V、単相 2 線 

機材側分岐 400V、3 相 4線 
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コンセントはスイッチ付のものとし、一般用コンセントの他に、レーダー機械室、観測室に OA

機器専用のコンセントを設け、各機材の配置や容量に合わせて計画する。 

 

V. 電話配管設備 

建物内に引込み端子盤と中継端子盤を設け、必要各室の電話アウトレットまで配管配線を行う。 

 

VI. インターホン設備 

レーダー機械室及び観測室の夜勤職員と夜間の来訪者の防犯管理のため、玄関口及び各現業室

内にインターホン設備を設置する。 

 

VII. 警報設備 

観測室に警報盤を設け、下記設備の警報を出し表示する。 

•  レーダー機械室エアコン（ユニット）の故障  

•  レーダーバックアップユニットの故障 

•  発電機の故障及びオーバーヒート 

•  施設配電盤、施設用分電盤、機材用分電盤のブレーカートリップ 

 

VIII. 接地設備 

接地設備をレーダー機械室及び 1 階に設ける接地用端子盤に接続し接地する。電気室内の機器

の接地工事は接地端子盤を経て接地し、電話設備用接地は敷地内に接地極を設け端子盤まで配線

する。 

 

IX. 避雷設備 

レドーム上部に避雷針（機器工事ポーション）及び屋上手摺にむね上導体を設置する。レドー

ム内に接続ボックスを設け、建物内は銅バー及びビニール管で配線し、試験用端子盤を経て接地

する。レドームに付帯している避雷針からレドーム内接続ボックスまでの接続は、機器工事ポー

ションとする。 

 

X. 航空障害灯設備 

機材ポーションであるレドーム上部の航空障害灯用接続ボックス1ヶ所をレドーム内に設ける。

またレドームルーフに設置される航空障害灯は建築ポーションとし、全ての航空障害灯用の配電

盤を電気室及び自動点滅スイッチを観測室の外壁に設けることとし、全ての航空障害灯には避雷

器（サージアレスタ）も付帯させる。レドームに付帯している航空障害灯からレドーム内に設け

る接続ボックスまでの接続は、機器工事ポーションとする。 
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XI. 火災報知設備 

火災報知設備を、レーダー機械室、電気室、発電機室に設置する。警報盤は、観測室へ設置する。 

 

7. 給排水衛生設備計画 

I. 給水設備 

PMD イスラマバード本局には公共の水道設備が既に整備されているため、施設外部に給水管接続

用ゲートバルブを設け、水道からの給水管と接続する。給水方式は受水槽、揚水ポンプ、高置水

槽を設置した重力給水方式とする。 

 

II. 排水設備 

排水は雨水排水とは分流とし、汚水、雑排水の 2 系統に分ける。汚水は浄化槽で処理し、浸透

舛に流入させる。雑排水は、直接浸透舛に流入させる。浄化槽及び浸透舛の容量は気象レーダー

塔施設内で業務を行う職員数と外来者等を考慮して、12 人用とする。 

 

III. 衛生器具設備 

 大便器 ：タンク式洋風便器とする 

 小便器 ：ストール型とする 

 洗面器 ：壁掛そで付型とする 

 掃除流し：壁掛型とする 

 

IV. 消火器 

表 55  消火器 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

レドーム室 CO2 タイプ 

レーダー機械室 CO2 タイプ 

観測室 CO2 タイプ 

発電機室 ABC タイプ 

電気・電源供給室 CO2 タイプ 

ポンプ室 CO2 タイプ 

湯沸室 ABC タイプ 

 

8. 空調・換気設備計画 

レーダー機械室及び観測室に設置されるレーダー関連機材等は、空調設備なくして運用が困難

なため、複数台設置して、絶えず機材のために良好な環境が保たれるよう計画する。空調機器は、

万一の故障が起きてもレーダーシステム運用に対する弊害を 小限に抑えるため、パッケージシ

ステムとする。次表の各室に空調（冷房）及び換気設備を設置する。 
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表 56  空調設備を設置する室 
 イスラマバード気象レーダー塔施設 

レドーム室 強制換気 

レーダー機械室 エアコン設備  全熱交換機 

観測室 エアコン設備  強制換気 

発電機室 強制換気 

電気・電源供給室 エアコン設備  強制換気 

ポンプ室 強制換気 

シャワー室 強制換気 

便所 強制換気 

湯沸室 強制換気 

湯沸室及び便所などの臭気の生ずる部屋には、天井扇を設置し強制換気を行う。発電機室、電

気・電源供給室、ポンプ室等は、発熱する機器が多く設置されるため同様に換気を行う。また室

内環境を下記の環境条件にする必要がある部屋には換気設備を設ける。 

 

＜環境条件＞ 

•  外気条件：気温 32℃ （ 大外気温 31.6℃） 

•  内部条件：温度 26℃  湿度 40～60％  

レーダー機械室及び電気・電源供給室温度 25℃  湿度 40～60％ 

 

気象レーダー塔施設設備計画関連系統図を次ページより添付する。 

 

イスラマバード気象レーダー塔施設 

 

 電気引込系統図 ：SD-01 

 幹線・動力設備系統図 ：SD-02 

 電話・インターホン設備系統図 ：SD-03 

 火災報知設備系統図 ：SD-04 

 警報設備系統図 ：SD-05 

 避雷・接地設備系統図 ：SD-06 

 航空障害灯設備系統図 ：SD-07 

 空調・換気設備系統図 ：SD-08 

 給水・排水設備系統図 ：SD-09 
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（4） 機材付帯施設の基本計画 

 

1) 機材付帯施設建設予定敷地の現状 

 

表 57  機材付帯施設建設予定敷地状況 

比較項目 
イスラマバード パワ

ーバックアップ棟 

イスラマバード ウィ

ンドプロファイラ 

アンテナ基礎及びコン

クリートシェルター 

ムルタン パワーバッ

クアップ棟 

ムルタン ウィンドプ

ロファイラ 

アンテナ基礎及びコン

クリートシェルター 

候補地の写真 

    

敷地 
PMD イスラマバード本局

敷地内 

PMD イスラマバード本局

敷地内 

ムルタン気象事務所敷地

内 

ムルタン気象事務所敷地

内 

位置 

緯度 

経度 

N 33º 41’01.6” 

E 73º 03’50.7” 

N 33º 40’57.2” 

E 73º 03’50.8” 

N 30º 11’52.8” 

E 71º 25’22.1” 

N 30º 11’52.8” 

E 71º 25’22.1” 

高度 525m 523m 122m 122m 

施設建設に必要な

敷地の有無 

十分な広さがあり問題な

い。 

十分な広さがあり問題な

い。 

十分な広さがあり問題な

い。 

十分な広さがあり問題な

い。 

アクセス道路 有 有 有 有 

商用電力 有 有 有 有 

インターネット接

続 
有 有 有 有 

携帯電話サービス 有 有 有 有 

 

2) 建築計画 

 

1. 平面計画 

機材付帯施設のグレードについては、現地にて一般的に採用されている工法・資材を採用する

ため、「パ」国の一般的なグレードの施設となる。機材付帯施設の各室面積、面積算定根拠を次に

示す。 

 

表 58  機材付帯施設の概要、収容機器及び室面積算定根拠 

機材付帯施設名 床面積(m2) 設置機器、室概要 室面積算定根拠 

イスラマバード パワーバ

ックアップ棟 
33.6 

自家発電機設備 2機、1000 リットルサービ

スタンク 

自家発電機設備 2 基の保守

作業用スペース 

ムルタン パワーバックア

ップ棟 
27.5 

自家発電機設備 2機、1000 リットルサービ

スタンク 

自家発電機設備 2 基の保守

作業用スペース 

イスラマバード ウィンドプ

ロファイラ アンテナ基礎及

びコンクリートシェルター

46.0 
ウィンドプロファイラ送信装置、受信装置、

電源供給キャパシタ 
－ 

ムルタン ウィンドプロフ

ァイラ アンテナ基礎及び

コンクリートシェルター 

46.0 
ウィンドプロファイラ送信装置、受信装置、

電源供給キャパシタ 
－ 
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2. 各部の仕上げ 

外部仕上げ、内部仕上げの材料はメンテナンスの容易さを考慮し、全て現地調達が可能なもの

を選定した。外部仕上、内部仕上の材料、工法等を次の表に表す。 

 

3. 構造計画 

I. 構造設計基準 

構造計算は「パ」国の基準 BCP（Building Code of Pakistan）を基本として、必要に応じて日

本建築基準法、日本建築学会設計基準（AIJ）、米国の Uniform Building Code(UBC)を参考にする。 

 

II. 架構形式 

架構は「パ」国の一般的構法である鉄筋コンクリート・ラーメン構造とする。床版は鉄筋コン

クリート造とし、外壁及び間仕切壁はブロックとする。 

 

4. 電気設備計画 

I. 電力引込設備 

 

パワーバックアップ棟内引込電力:230V、3 相 4 線 

 

II. 電灯・コンセント設備 

 

照明器具は、エネルギー消費が少なく現地市場で流通している LED を使用する。照度基準は下

記の通りとする。 

＜照度基準＞ 

パワーバックアップ棟：200 Lx 

表 59  外部仕上、内部仕上の材料、工法 

パワーバックアップ棟・アンテナ基礎及びコンクリートシェルターの仕上げ・工法 

外部

仕上 

屋 根 コンクリート打放しモルタル補修 

外 壁 

ブロック積みモルタル金ゴテ 

コンクリート打放しモルタル補修 

吹付タイル塗装（合成樹脂エマルジョン系複層塗材） 

内部

仕上 

床 モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

壁 モルタル金ゴテ VP 塗 

天 井 コンクリート打放しモルタル補修 EP 塗 

建 具 外 部 ガラスブロック、アルミ製窓、アルミ製ガラリ、ステンレススチール製ドア 
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III. 接地設備 

パワーバックアップ棟に接地設備を設け接地用端子盤に接続し接地する。 

 

IV. 消火器 

パワーバックアップ棟：ABC タイプ×2 
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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

 

 

PMD イスラマバード本局（イスラマバード気象レーダー塔施設） 

 

 配置図 ：A -01 

 1 階、メンテナンスピット階平面図 ：A -02 

 2 階、3階平面図 ：A -03 

 4 階、5階平面図 ：A -04 

 6 階、7階、8階平面図 ：A -05 

 9 階、10 階、11 階平面図 ：A -06 

 12 階、13 階平面図 ：A -07 

 14 階、15 階平面図 ：A -08 

 立面図 1 ：A -09 

 立面図 2 ：A -10 

 断面図 ：A -11 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ-01 

 機材レイアウト図 2 ：EQ-02 

 機材レイアウト図 3 ：EQ-03 

 

PMD イスラマバード本局（特別中期気象予報センター） 

 

 機材レイアウト図 4 ：EQ-04 

 

PMD イスラマバード本局（国家気象予報センター） 

 

 機材レイアウト図 5 ：EQ-05 

 

PMD イスラマバード本局 機材付帯施設 

 

 パワーバックアップ棟 ：EQ-06 

 ウィンドプロファイラアンテナ基礎及びコンクリートシェルター ：EQ-07 
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PMD ラホール地方気象センター 

 

 機材レイアウト図 6 ：EQ-08 

 

PMD ラホール洪水予報局 

 

 機材レイアウト図 7 ：EQ-09 

 

PMD カラチサイクロン監視センター 

 

 機材レイアウト図 8 ：EQ-10 

 

PMD ムルタン気象事務所 

 

 配置図 ：EQ-11 

 機材レイアウト図 9 ：EQ-12 

 

PMD ムルタン気象事務所 機材付帯施設 

 

 パワーバックアップ棟 ：EQ-13 

 ウィンドプロファイラアンテナ基礎及びコンクリートシェルター ：EQ-14 

 

PMD ギルギット気象事務所 

 

 機材レイアウト図 10 ：EQ-15 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

 本プロジェクトは、気象観測機材、通信機材の調達・据付および建築工事からなり、それらの整合

性を図ることが重要である。 

 

1） 事業実施主体 

 本プロジェクトの事業実施主体は、内閣府航空部傘下の PMD であり、コンサルタント契約及びコン

トラクター契約の契約当事者である。PMD は「パ」国の気象業務を行う唯一の政府機関であり、気象

観測、気象データ通信、データ処理・解析、気象予報、気象情報伝達と、気象に係わる全ての業務を

行っている。 

 

2） コンサルタント 

 「パ」国政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及び「パ」国側と JICA の間での贈与契約（G

／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが肝要で

ある。コンサルティング・サービス契約は、PMD と日本国の法律に従って設立され、日本国内に主た

る事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタントの間で締結される。 

 コンサルティング・サービスの契約締結後、コンサルタントは本プロジェクトのコンサルタントと

なる。コンサルタントは「パ」国及び日本国内で詳細設計を行い、技術的仕様書、図面、図表等を含

む入札書類を作成するものとする。これに加えてコンサルタントは PMD が行う入札会の補助を行い、

本プロジェクトを成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

3） 請負者（コントラクター） 

 本プロジェクトの請負者（機材調達業者及び建設工事業者）は、一定の資格を有する日本国法人を

対象とした一般入札により選定される。選定された請負者は、PMD と結ばれる契約に基づき、施設建

設、機材製作・調達・設置等を行う。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

＜機材設置に関する留意事項＞ 

気象レーダーシステム、コンピューターをはじめ、複雑な電気・電子回路を有する機器類が本プロ

ジェクトで建設されるレーダー塔に据付けられる。建設工程に従い、電源装置、バックアップ装置機
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器（AVR、レーダーパワーバックアップユニット等）の据付け、機器の調整・配線時には電気技術者

の派遣が必要である。またレーダーシステム、コンピューター機器、複雑な気象観測機器の設置、調

整、試験稼動時には、全システムに高い精度と機能を発揮させるために、気象レーダーシステム、デ

ータ伝送、コンピューターネットワーク、ソフトウェア等の技術者の派遣が必要となる。高い精度と

機能は、正確な気象観測に欠かすことができないものである。 

更に、PMD による機材の適切で効果的な運用と保守をはかるため、PMD 技術者への技術移転として、

派遣された技術者より、据付け工事期間中及び据付け完了後に現地研修（OJT）を実施する。 

 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力と「パ」国側の施工区分を次に示す。 

表60  日本国無償資金協力と「パ」国側の施工区分 

No. 項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

「パ」国（PMD）に

よる負担範囲 

 一般項目   

1 「パ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 
2 「パ」国で必要な環境影響評価手続き（必要であれば）  ● 

3 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸

揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者（請負業者に

より雇用された）に対する提供 

 ● 

4 

PMD イスラマバード本局において、本プロジェクトの実施に必要とな

る、コンサルタントと請負業者に必要なインターネット接続可能な作

業スペースの提供 

 ● 

5 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  
6 「パ」国の陸揚げ港からサイトまでの国内輸送 ●  

7 

「パ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロ

ジェクト実施に関与する人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）及

び必要な手続き等、「パ」国入国及び滞在に必要となる事項 

 ● 

8 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課され

る関税、内国税、その他の課税の免除 
 ● 

9 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正

（要請に応じて）のための銀行手数料の支払い 
 ● 

10 
本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全て

の費用負担 
 ● 

11 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む

諸外国国籍を有する本プロジェクトに任命された人員の安全確保 
 ● 

 気象レーダー塔施設建設   

12 建設敷地整地  ● 

13 
建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、各

サイトにおけるスペースの提供 
 ● 

14 
気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、PMD イスラマ

バード本局敷地内の既設施設の撤去 
 ● 

15 気象レーダー塔施設建設に必要となる許可取得  ● 
16 イスラマバード気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源  ● 
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（400V、3 相 4 線、50Hz）の敷設 

17 
イスラマバード気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なス

テップダウントランスの設置 
 ● 

18 
イスラマバード気象レーダー塔施設に必要な水道設備、電話設備、イ

ンターネット設備等の付帯設備 
 ● 

19 建設作業のための仮設（電気、水設備等）の提供  ● 

20 

気象レーダー塔施設建設のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

d) 衛生設備工事 

●  

21 気象レーダー塔施設用家具の調達・設置 ●  

22 
ガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の

屋外施設 
 ● 

23 
気象レーダー塔施設及び設備運用・維持管理に関する、請負業者によ

る PMD に対する初期運用研修 
●  

24 研修受講職員の派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

25 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで建

設された気象レーダー塔施設に対する保証の提供 
●  

 機材の設置作業   

26 機材の設置に必要となる、既設の設備等の撤去、移転（必要に応じて）  ● 

27 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及

び配置 
 ● 

28 
特別中期気象予報センターに必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、

3 相 4線、50Hz）の敷設 
 ● 

29 

特別中期気象予報センター及び各プロジェクトサイトにおいて必要と

なる VPN（Virtual Private Network）構築のための信頼性が高く且つ

高速なインターネット環境の提供 

 ● 

30 

PMD イスラマバード本局及びムルタン気象事務所に設置されるウィン

ドプロファイラシステムに必要な商用電源（400V、3相 4線、50Hz）の

供給 

 ● 

31 
気象レーダーシステム及びウィンドプロファイラシステムの周波数の

取得 
 ● 

32 
計画されたIPアドレスの特別中期気象予報センター内の既設コンピュ

ーター機器への設定 
 ● 

33 保有するデータの新設コンピューター機器への移行（必要に応じて）  ● 

34 
PMDが独自に入手したソフトウェアの新設コンピューター機器へのPMD

の責任によるインストール（必要に応じて） 
 ● 

35 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、特別中期気

象予報センター及び各プロジェクトサイト内での必要スペースの確保
 ● 

36 本プロジェクトの実施に必要な機材の調達・設置・調整 ●  
37 本プロジェクトで調達される機材の設置用家具の調達・設置・調整 ●  
38 全システムの稼働開始 ●  
39 既設コンピューター機器の移設・調整（必要に応じて）  ● 

40 
調達機材の運用・維持管理に関する、請負業者による PMD に対する初

期運用研修 
●  

41 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

42 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで設

置された機材に対する保証の提供 
●  

 本プロジェクト完了後   

43 既設の門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の修理（要請に応じて）  ● 
44 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置  ● 
45 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達  ● 
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46 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が効率的に機能する

ための適切な運用・維持管理 
 ● 

47 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用  ● 
48 適切な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保  ● 

49 
全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーション・ソフトウ

ェアの定期的なアップデート 
 ● 

 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

1） 施工監理主要方針 

① 我が国の無償資金協力方針及び準備調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施する。 

② 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

③ 公正な立場に立って、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 

④ 災害を引き起こすであろう気象現象の発生を的確に把握し、安全を 優先に工事を進める。 

 

2） 工事監理体制 

① 施設建設工事期間及び機材据付期間中は現地常駐監理者を 低 1 名「パ」国に派遣する。常駐

監理者は PMD の担当者とともに、施工指導、監理等を行う。 

② 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者（各

システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査等を行う。 

③ 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査等に立ち会う。 

④ サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

3） 監理業務内容 

① 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

② 施工図、資機材等の検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図等の検査・確認を行う。 

③ 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在パキスタン日本国大使館、JICA パキスタン事務

所を含む日本国側へ進捗状況を報告する。 

④ 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

 



 
 

3-83 

３－２－４－５ 品質管理計画 

 

イスラマバードは、日中は 30 度を超える時もあることから、コンクリート温度が 30 度を超す暑中

コンクリート対策が必要となる。暑中コンクリートを含むコンクリートの品質管理として、コンクリ

ート打設時の外気温とコンクリート温度を測定し、コンクリートの品質を確保する。主要工種の品質

管理計画は、以下の通りである。 

 

表 61  品質管理計画 
工事 工種 管理項目 方法 備考 

躯体工事 ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 

ｽﾗﾝﾌﾟ・空気量・温度 

圧縮強度試験 

塩化物料試験 

アルカリ骨材反応試験 

公的試験所にて圧縮強度試験

を行う。 

塩化物料試験及びアルカリ骨

材反応試験は、「パ」国での実

施が不可能なため、日本にて実

施する。 

鉄筋工事 鉄筋 

配筋 

鉄筋引張試験､ﾐﾙｼｰﾄ確認 

配筋検査(寸法､位置) 

工場製品の検査成績書確認

鉄筋引張強度試験は、民間の試

験所に依頼する。 

杭工事 材料、支持力 支持力の確認  

仕上げ工事 屋根工事 出来映え･漏水 外観目視･散水検査  

 タイル工事 出来映え 外観目視検査  

左官工事 出来映え 外観目視検査  

建具工事 製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確認

外観･寸法検査 

 

塗装工事 出来映え 外観目視検査  

内装工事全般 製品･出来映え 外観目視検査  

電気工事 受変電設備工事 性能･動作･据付状況 工場製品の検査成績書確認

耐圧･ﾒｶﾞｰ･動作ﾃｽﾄ･外観 

 

 配管工事 屈曲状況､支持間隔 外観･寸法検査  

電線､ｹｰﾌﾞﾙ工事 ｼｰｽの損傷 

接続箇所の緩み 

成績書確認､敷設前清掃 

ﾎﾞﾙﾄ増締後ﾏｰｷﾝｸﾞ 

 

避雷針工事 抵抗値､導体支持 抵抗測定･外観･寸法検査  

照明工事 性能･動作･取付状況 成績書確認･照度ﾃｽﾄ･外観  

機械設備工事 給水配管工事 支持間隔､水漏れ 外観､漏水､水圧ﾃｽﾄ  

 排水配管工事 勾配･支持間隔･漏れ 外観､漏水､通水ﾃｽﾄ  

空調機工事 性能･動作･据付状況 成績書確認､室温ﾃｽﾄ  

衛生陶器取付工事 動作･取付状況･漏れ 外観､通水ﾃｽﾄ  

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

 

機材・システムを供給するにあたり も留意すべきことは、保守の方法と、「パ」国内での必要な

部品や消耗品の調達状況である。機材の調達は本プロジェクト完成後における保守を考慮しなければ

ならない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既に実用化され且つ技術が確立され

ており、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものとして確認されているシステムは、
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日本製以外にはない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの心臓部である送信装置は、

平均故障間隔（Mean Time Between Failure: MTBF）：約 100,000 時間、平均修理時間（Mean Time To 

Repair: MTTR）：0.5 時間（部品交換時間）として設計されている。また我が国の無償資金協力により

途上国に整備された日本製気象レーダーシステムの殆どが、長年に渡り良好に稼働していることから、

世界的にも日本製気象レーダーシステムに対する信頼度が高い。WMO も特に運用維持管理の面で問題

が多い途上国においては、日本製気象レーダーシステムが 適であることを言及している。 

「パ」国には、主なコンピューター機器製造メーカーの支社／現地法人があり、また代理店も多く

存在する。そのためコンピューター機器の維持管理の容易さを考慮すると、「パ」国内の市場で販売

されている機器を、本プロジェクトのコンピューターシステムや、その他の複雑なシステムに使用す

ることが重要である。また機器の調達計画は可能な限りの機種の統一化、スペアパーツの調達と保守

作業の容易さなどの視点で決定することが望ましい。 

 

（2） 建設資材 

 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であるため、現地調達を基本とする。また ASEAN 諸国等から輸

入された建設資材が現地市場に出回っており、容易に入手が可能であるため現地調達と見なす。

施設完成後の維持管理の点でも有利であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

 

① 建築躯体工事 

普通ポルトランドセメントは「パ」国内で生産されており、一般に 50kg の袋詰めで供給されて

いる。コンクリート用の粗骨材はイスラマバード近郊マルガラ地区の砕石場、細骨材はアトック

近郊ローレンスプールから調達できる。鉄筋及び鋼材に関しては、「パ」国内で生産されており、

調達可能である。また、コンクリートブロックも、現地製品が使用可能である。 

 

② 建築内外装工事 

内外装資材の木材、タイル、塗料、ガラス、アルミ製品等は、現地製品及び輸入製品ともに市

場に出回っており調達可能であるため、現地調達を原則とする。 

 

③ 空調衛生工事 

外国製空調機器、換気ファン、ポンプ類、各種器具類、衛生陶器類は現地市場では一般的であ
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るが、容量の大きな空調機器及び換気ファンも現地で調達可能である。 

 

④ 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材等が現地市

場に出回っているため、維持管理を重視し現地調達を原則とする。配電盤、分電盤、制御盤等の

注文生産品も、ASEAN 諸国等より輸入されたものが調達可能である。 

表 62  主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎  ◎   

砂･砂利 ◎  ◎   

鉄筋 ◎  ◎   

型枠(ﾍﾞﾆﾔ) ◎  ◎   

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ◎  ◎   

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 △  ◎   

木材 ◎  ◎   

ｱﾙﾐ製建具 △  ◎   

鋼製建具 △  ◎   

木製建具 ◎  ◎   

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎  ◎   

ﾌﾛｱｰﾋﾝｼﾞ ◎  ◎   

普通ｶﾞﾗｽ ◎  ◎   

ｶﾞﾗｽﾌﾞﾛｯｸ ◎  ◎   

ｻｲｸﾛﾝｶﾞﾗｽ（合わせｶﾞﾗｽ） ◎  ◎   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（一般用） ◎  ◎   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（耐重用） △  ◎   

塗料 ◎  ◎   

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(T ﾊﾞｰ) ◎  ◎   

ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ◎   

吸音板(T ﾊﾞｰ) ◎  ◎   

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ、ｸﾞﾗｽｸﾛｽ ◎  ◎   

ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ △  ◎   

PVC ﾀｲﾙ ◎  ◎   

磁器質ﾀｲﾙ  ◎  ◎   

陶器質ﾀｲﾙ  ◎  ◎   

床点検口 ◎  ◎   

流し台ｾｯﾄ ◎  ◎   

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ ◎  ◎   

ｽﾁｰﾙ製竪樋 (溶融亜鉛ﾒｯｷ) ◎  ◎   

外構用ｺﾝｸﾘ-ﾄ舗装ﾌﾞﾛｯｸ ◎  ◎   

吹付ﾀｲﾙ塗装材 ◎  ◎   

ｺｰｷﾝｸﾞ ◎  ◎   

注) ◎ 「パ」国の市場で入手が容易 

   △ 「パ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「パ」国の市場で入手困難 
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表 63  主要建設資材調達計画表 空調・衛生・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 空調機 △  ◎   

全熱交換機 △  ◎   

換気機器 △  ◎   

給排水･衛生設備 衛生陶器 ◎  ◎   

配管材 ◎  ◎   

消火器 ◎  ◎   

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ ◎  ◎   

電気温水器 ◎  ◎   

電気設備 照明器具（LED を含む） ◎  ◎   

航空障害灯（LED） △ 日本   ◎ 

盤類(操作回路) △  ◎   

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎  ◎   

電線管(PVC) ◎  ◎   

電線管(金属管) ◎  ◎   

ｹ-ﾌﾞﾙ ﾗｯｸ ◎  ◎   

電話設備 △  ◎   

耐雷ﾄﾗﾝｽ △ 日本   ◎ 

AVR △ 日本   ◎ 

火災報知設備 ◎  ◎   

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 ◎  ◎   

避雷設備 ◎  ◎   

注) ◎ 「パ」国の市場で入手が容易 

   △ 「パ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「パ」国の市場で入手困難 

 
 

3) 輸送計画 

国際的な主要地から資機材を輸送する場合、「パ」国の主要港であるカラチ港まで海上輸送し、

カラチ港にて陸揚げした後、各サイトまで陸路にて輸送する事となる。国際的な主要港からカラチ

港までの、定期船の配船予定及び所要日数を下表に示した。 

 

 

 

 

 

＜輸入免税手続＞ 

「パ」国で輸入免税手続を行う場合には、下表に示した 2段階の手続きを行う必要がある。必要書

類を「パ」国連邦国税庁へ提出後、輸入品免税証明書の取得には 短で約 1ヶ月間を要することか

ら、可能な限り早い段階で手続きを開始することが重要である。 

 

 

表 64  「パ」国 カラチ港への配船予定 
国 出港地 配船予定数 所要日数 

日本 横浜、東京、名古屋、神戸 約 6船/週 約 30 日間 

オーストラリア シドニー 約 1船/週 約 40 日間 

EU 諸国 アントワープ、ロッテルダム、ハンブルグ等 約 2船/週 約 40 日間 

アメリカ合衆国 
東海岸（ニューヨーク） 約 1船/週 約 22 日間 

西海岸（ロングビーチ） 約 2船/週 約 48 日間 
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内陸輸送 海上輸送 

イスラマバード 

ラホール

ムルタン

カラチ

ギルギット

図 16  国内輸送ルート 

表 65  免税及び通関必要手続き 
必要手続き 申請先 書類提出時期 必要期間 パキスタン気象局（PMD）の必要提出書類 申請者 

輸入品免税 
財務省歳入庁

（FBR） 
交換公文署名後

すぐ 
1 ヶ月 交換公文：1コピー 

パキスタン

気象局（PMD）
通関 税関 入港後すぐ 10 日間 

船積み書類 

· 船積み送り状：1オリジナル 

· 船荷証券：1オリジナル 

· パッキングリスト：1オリジナル 

財務省歳入庁発行の免税証明書：1コピー 

 

＜「パ」国内の輸送＞ 

カラチ港で陸揚げされた機材は、ムルタン、イスラマバ

ードの各サイトまで、 長で約 1,800km（4～5 日間）をコ

ンテナトレーラーにて輸送する。道路の状態は悪くないも

のの、カラチからムルタンまでは、輸送途中の盗難等の危

険が大きいことから、コンテナの状態のまま施錠し輸送す

る。また区間によっては、夜間走行を避ける等の対処が必

要である。尚、気象データ用基幹通信システムは一旦イス

ラマバードへ輸送し、現地通信網による接続・動作確認を

行った後に、国内宅配輸送会社を利用してギルギット、ラ

ホール、ムルタン、カラチの各サイトへ輸送する。 

 

 

 

３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

初期操作指導及び運用指導は、基本的に機材据付工事完了後に実施する。初期操作指導に関して

は、実際の各システムの運用のシミュレーションを兼ねて実施する。 

また気象レーダーシステムは、機材据付工事完了後では運用指導が出来ない項目もあるため、機材

据付工事を通して配線、配管（導波管）、ユニット交換・調整、送信機の放電方法等を PMD 技術者に

対して指導を実施する。 

初期操作指導及び運用指導を行うシステムと実施場所は次の通りである。 

 

出荷国 

(日本、他) 

→  コンテナ船  → 

所要日数：約 22-48 日 

配船頻度：1-6 便/週 

積替え地：シンガポール、上海等 

カラチ港

→ コンテナ →

トレーラー 

3 日 1,100km →

 

→

 

 

ムルタン  

4 日 1,780km イスラマバード 

→ ギルギット

通関 

10 日間

→ ラホール 

→ ムルタン 

→ カラチ 

図 17  各サイトまでの輸送期間 
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表 66  初期操作指導・運用指導等実施場所 

内容 

イスラマバード ラホール カラチ ムルタン ギルギット

PMDイスラマ

バード本局 

新ベナジル

ブット国際

空港 

気象事務所

PMD ラホール

地方気象セ

ンター 

PMD ラホール

洪水予報局

PMD カラチサ

イクロン警

報センター 

PMD ムルタン

気象事務所

PMD ギルギッ

ト気象事務

所 

特別中期気象予報センター気象

予報・開発システム 

 コンピュータークラスター 

 オペレーションコンソール 

 コンピューターネットワーク

装置 

 パワーバックアップ設備 

 ソフトウェア 

○ - - - - - - 

気象データ用基幹通信システム 

 コンピューターネットワーク

装置 

 ソフトウェア 

○ - ○ ○ ○ ○ ○ 

GTSメッセージスイッチシステム 

 コンピューターネットワーク

装置 

 ソフトウェア 

○ - - - - - - 

Sバンド固体化電力増幅式気象ド

ップラーレーダーシステム 

 電源設備 

 空中線設備 

 レーダー装置 

 気象データ伝送設備 

 コンピューターネットワーク

装置 

 パワーバックアップ設備 

 ソフトウェア 

○ - - - - - - 

気象レーダーデータ表示システム 

 電源設備 

 コンピューターネットワーク

装置 

 ソフトウェア 

○ ○ - - - - - 

ウィンドプロファイラシステム 

 電源設備 

 空中線設備 

 レーダー装置 

 気象データ伝送設備 

 コンピューターネットワーク

装置 

 ソフトウェア 

○ - - - - ○ - 

 

初期操作指導・運用指導以外にも、気象レーダーシステム据付工事期間（機材揚重及び各ユニット

据付作業後）に、据付・調整作業を PMD 職員、コンサルタント及びコントラクターが共同で行う研修

の実施が技術移転には極めて有効である。各ユニットを完全に据付け、配線、ソフトウェアインスト

ール等をコントラクター側が全て実施した後に研修を行った場合、各ユニット内の配線経路やユニッ

トの接続等、分解しないと見えない部位があり、深部の技術移転が困難となる。またソフトウェアイ

ンストールに関しても実際に自分達で行うことが習熟に繋がるため、繰り返し行うことが肝要である。

故障時等には、PMD 技術者が分解やソフトウェアの再インストールをしなくてはいけないケースも発
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生することから、機材据付け時点でノウハウを伝授する。 

 

 

３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画 

（1） ソフトコンポーネント 

既設イスラマバード気象レーダーシステムは、アナログ気象レーダーシステムであるため、PMD イ

スラマバード技術職員は、コンピューターを含むデジタル機材には習熟しているものの、本プロジェ

クトで導入予定のデジタル固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの運用維持管理の経

験を有していない。また、SMRFC に導入される気象予報・開発システム（気象予報ガイダンス）によ

り全球数値予報モデルのプロダクトを活用した気象予報ガイダンス（雨量、気温、湿度、風速）を実

施するための経験と技術も不足している。そのため、導入される気象レーダーシステムの円滑な運用

維持管理及び「パ」国国民への気象予報ガイダンスによる精度の高い中期気象予報の提供、そしてプ

ロジェクト成果の持続性を 低限確保するため、本プロジェクト実施中において、ソフトコンポーネ

ントを投入することが必要であると判断した。 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

以下の 4項目をソフトコンポーネントの目標とする。 

 PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処置・復旧（スペアパーツや消耗品の交換

等）及び重大な故障発生時の適切な対応（コンサルタント及び製造メーカーへの情報伝達、

技術アドバイス受領等）が実施される。 

 気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活

用した、迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理が実施される。 

 気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用するため、雨量強度及

びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が実施され

る。 

 予報要素の気象学的特性を考慮し、要素別ガイダンスの作成が実施される。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は次表の通りである。 
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表 67  ソフトコンポーネントの成果 
No. 活動（技術移転）項目 成果 

1 

気象ドップラーレーダー点検、調整、軽

微な故障の探究・処置・復旧（スペアパ

ーツや消耗品の交換等）及び重大な故障

発生時の対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処理・復旧（a.測定

器類を用いた定期保守点検、b.予備品の実機への組入れ（交換）及び

動作確認、c.故障探求・処置（スペアパーツや消耗品の交換等）・復

旧確認作業）及び重大な故障発生時の対応（コンサルタント及び製造

メーカーへの情報伝達、技術アドバイス受領等）を PMD 技術者が習得

する 

2 

気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシステム保守

管理台帳を活用した迅速且つ適切な気

象レーダー運用・管理 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシス

テム保守管理台帳を活用した、迅速且つ適切な運用・管理技術を PMD

技術者が習得する 

3 

雨量強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュールに従った気象

レーダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用

するため、雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジ

ュールに従った気象レーダー観測が開始される 

4 
観測値と数値予報結果を用いた気象予

報ガイダンスの作成 

予報要素の気象学的特性を考慮し、要素別ガイダンスの作成技術を

PMD 技術者が習得する 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。 

表 68  ソフトコンポーネントの成果達成度と測定方法 
No. 活動項目 成果指標 確認方法 

1 

気象ドップラーレー

ダーの点検、調整、軽

微な故障の探究・処

置・復旧及び重大な故

障発生時の対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な

故障の探究・処置・復旧及び重大

な故障発生時の適切な対応が実施

される 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機

への組入れ（交換）及び動作確認、3)軽微な故障の

探求・処置・復旧確認作業、4)重大な故障発生時の

対応に関する習熟度を確認する 

2 

気象ドップラーレー

ダーシステムマニュ

アル概要及びレーダ

ーシステム保守管理

台帳を活用した迅速

且つ適切な気象レー

ダー運用・管理 

気象ドップラーレーダーシステ

ムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳を活用し

た、迅速且つ適切な運用・管理が

実施される 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要の

利用頻度及びレーダーシステム保守管理台帳の記載

内容（各日、週、月）を確認する 

3 

雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュー

ルに従った気象レー

ダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レ

ーダー観測データを予報業務に活

用するため、雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシークエンス・ス

ケジュールに従った気象レーダー

観測が実施される 

雨量強度及びドップラー速度観測データより、観測

シークエンス・スケジュールに沿った気象レーダー

観測の実施を確認する 

4 

観測値と数値予報結

果を用いた気象予報

ガイダンスの作成 

予報要素の気象学的特性を考慮

し、要素別ガイダンスの作成が実

施される 

ガイダンス式の作成により、数値予報結果の系統的

誤差が除去され、予測精度の向上（RMSE の減少等）

を確認する。 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 
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表69  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる 

技術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲッ

トグルー

プ 

実施方法 実施リソース 成果品 

成果 1：気象

ドップラー

レーダー点

検、調整、軽

微な故障の

探究・処置・

復旧及び重

大な故障発

生時の対応 

気象レーダー調

整・故障探求を

行える技術を有

する技術者 

PMDには、デジタル気象

レーダーシステムの調

整・故障探求を実施

した経験を有する技

術者がいないことか

ら、独自に調整・故障

探求が実施できるレ

ベルの技術が必要。 

次表に示

した通り

測定器類を用いた定期保守点

検研修 

気象レーダー調整・

故障探求技術担当

コンサルタント：

1.17 人月（現地技

術移転期間：35 日） 

 

直接支援型 

測定器類を用い

た定期保守点検

実施手順書 納入された予備品の実機への

組入れ（交換）及び動作確認

研修 
予備品の実機へ

の組入れ（交換）

及び動作確認手

順書 
故障状態を想定し、故障探

求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研修 故障探求・処置・

復旧確認手順書実施手順書の作成 

重大な故障発生

時の対応手順書

成果 2：気象

ドップラー

レーダーシ

ステムマニ

ュアル概要

及びレーダ

ーシステム

保守管理台

帳作成 
気象レーダー運

用・管理を行える

技術を有する技

術者 

PMDには、デジタル気象

レーダーシステムの運

用・管理を行った経験

を有する技術者がい

ないことから、気象

ドップラーレーダー

レーダーシステムマ

ニュアル概要及びレ

ーダーシステム保守

管理台帳に沿った運

用・管理が実施できる

レベルの技術が必

要。 

次表に示

した通り

PMD 技術者との技術ディスカ

ッション 

気象レーダー運用・

管理技術担当コンサ

ルタント：1.17 人月

（現地技術移転期

間：35 日） 

 

直接支援型 

気象ドップラー

レーダーシステ

ムマニュアル概

要 
気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアルから 重要部

分の選出 レーダーシステ

ム保守管理台帳

· システム障害/

トラブルの発生

日時 

· システム障害/

トラブルの原因

（異音、部分的

な劣化、その他）

· 実施した復旧手

順 

· 交換した部品の

名称及び数量 

· 復旧/トラブル

シューティング

を行ったエンジ

ニアの氏名 

気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアル概要の作成 

レーダーシステム保守管理台

帳の作成 

PMD 技術者による気象ドップ

ラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステ

ム保守管理台帳の使用 

成果 3：雨量

強度及びド

ップラー速

度観測のシ

ー ク エ ン

ス・スケジュ

ール作成 

 

 

気象レーダー観

測データよりク

ラッター及びブ

ラインドエリ

アの特定が行

え且つパキス

タンの気象現

象に即した観

測のシークエ

ンス・スケジュ

ールの作成を

行える技術を有

する技術者 

PMDには、デジタル気象

ドップラーレーダーシ

ステムによりCAPPI 観

測を実施した経験を有

する技術者がいないこ

とから、雨量強度及

びドップラー速度観

測のシークエンス・

スケジュールに関す

る技術を有していな

い。そのためレーダ

ー観測シークエン

ス・スケジュールの

重要性を認識し、作

成ができる技術が必

要。 

次表に示

した通り

PMD 予報官及び技術者との技

術ディスカッション及び座学

気象レーダー観測技

術担当コンサルタン

ト：1.0 人月（現地

技術移転期間：30

日） 

 

直接支援型 

雨量強度及びド

ップラー速度観

測のシークエン

ス・スケジュール
気象ドップラーレーダーシス

テムのクラッター及び各アン

テナ仰角時（0.5 度間隔、1～3

度間）のブラインドエリアの

特定 

各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3 度間）のブラインド

エリア図の作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールの作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールに従った気象レーダー

観測の実施 

成果 4： 

気象予報ガ

イダンスの

作成 

 
数値予報およ

び気象予報ガ

イダンス作成

技術を有する

技術者 

現地気象観測値、数

値予報データの統計

解析プログラムの作

成・実行が出来るこ

と。 

Linux の基本的な操

作が出来ること。 

次表に示

した通り

予測要素について、気象特性

理解のための解析およびディ

スカッション 
ガイダンス技術担当

コンサルタント：

0.53 人月（現地技

術移転期間：16 日） 

 

直接支援型 

ガイダンスプロ

グラム、精度検証

資料 

ガイダンスについての座学 

ガイダンスプログラムの作成

（研修および実習） 

試験的運用及び精度検証（実

習およびディスカッション）

精度結果の検討とガイダンス

のチューニングの必要性につ

いての検討 
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（6） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表 71  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ（交換）及び動作

確認、3)故障探求・処置・復旧確認作業実施手順書、4)重大な故障発生時の対応

手順書 

技術移転実施後 

20 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要 30 

レーダーシステム保守管理台帳 10 

雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール 10 

ガイダンスプログラム、精度検証資料 10 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
50 

 

 

 

 

表 70  ターゲットグループ 
成果 1及び 2 のターゲットグループ 成果 3及び 4 のターゲットグループ 

人数 人数 

主任技師 1 気象予報センター職員 15 

電子技師 1 数値予報局 5 

電子技師補 1   

機械工 4   

電子及び機械技師補助 8   

専門工補助 2   

プログラム補助 1   
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３－２－４－９ 実施工程 

 

表 72  実施工程 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7

実施設計

詳細設計

入札業務

国内作業

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

イスラマバード気象レーダー塔施設建設工事

工事準備

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

機材調達

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

ソフトコンポーネント

ソフトコンポ―ネント（活動 No.4）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.1）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.2）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.3）

31 3225 26 27 28 29 30

計：7.0ヶ月

計：17.0ヶ月

月

月

計：18.0ヶ月

1.17人月

1.17人月

1.00人月

0.53人月
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３－３  相手国側分担事業の概要 

 

 日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、「パ」国政府に要求される負担範囲

は次の通りである。 

表73  本プロジェクト実施に必要となる負担業務 
No. 項目 

 一般項目 

1 「パ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般 

2 「パ」国で必要な環境影響評価手続き（必要に応じて） 

3 
本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な

書類の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供 

4 
PMD イスラマバード本局において、本プロジェクトの実施に必要となる、コンサルタントと請負業者に

必要なインターネット接続が可能な作業スペースの提供 

5 
「パ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロジェクト実施に関与する人員の

ビザ発給の保証（期間延長を含む）及び必要な手続き等、「パ」国入国及び滞在に必要となる事項 

6 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税

の免除 

7 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のための銀行手

数料の支払い 

8 本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全ての費用負担 

9 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む諸外国国籍を有する本プロジェ

クトに任命された人員の安全確保 

 気象レーダー塔施設建設 

10 建設敷地整地 

11 建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、各サイトにおいてスペースの提供

12 
気象レーダー塔施設建設のスペース確保及び配置のため、PMD イスラマバード本局敷地内の既設施設の

撤去 

13 気象レーダー塔施設建設に必要となる許可取得 

14 イスラマバード気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、3相 4線、50Hz）の敷設

15 イスラマバード気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランスの設置 

16 イスラマバード気象レーダー塔施設に必要な水道設備、電話設備、インターネット設備等の付帯設備

17 建設作業のための仮設（電気、水設備等）の提供 

18 ガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の屋外施設 

19 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等） 

 機材の設置作業 

20 機材の設置に必要となる、既設の設備等の撤去、移転（必要に応じて） 

21 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及び配置 

22 特別中期気象予報センターに必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、3 相 4線、50Hz）の敷設 

23 
特別中期気象予報センター及び各プロジェクトサイトにおいて必要となる VPN（Virtual Private 

Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供 

24 
PMD イスラマバード本局及びムルタン気象観測所に設置されるウィンドプロファイラシステムに必要

な商用電源（400V、3 相 4線、50Hz）の供給 

25 気象レーダーシステム及びウィンドプロファイラシステムの周波数の取得 

26 計画された IP アドレスの特別中期気象予報センター内の既設コンピューター機器への設定 

27 保有するデータの新設コンピューター機器への移行（必要に応じて） 

28 
PMD が独自に入手したソフトウェアを PMD の責任により、新設コンピューター機器へインストール（必

要に応じて） 

29 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、特別中期気象予報センター及び各プロジェ

クトサイト内での必要スペースの確保 
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30 既設コンピューター機器の移設・調整（必要に応じて） 

31 研修受講職員の派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 

 本プロジェクト完了後 

32 既設の門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の修理（要請に応じて） 

33 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置 

34 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達 

35 本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が効率的に機能するための適切な運用・維持管理 

36 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用 

37 適切な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保 

38 全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーション・ソフトウェアの定期的なアップデート 

 

 

３－４  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材の運営維持管理計画 

 

1) 気象レーダーの運用計画 

本プロジェクト完工後の気象レーダーの運用を「パ」国のイスラマバードの降水現象に従い、以下

のような計画とすることで PMD より合意を得た。 

表 74  計画されているイスラマバード気象レーダー運用時間（年間）概算 

  

月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月
運用時間

（年間）
運用時間/日 3 6 6 3 3 12 24 24 12 3 3 6 

日数/月 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 

運用時間/月 93 168 186 90 93 360 744 744 360 93 90 186 3,207 

 

 

2) PMD 特別中期気象予報センター（SMRFC）計画 

PMD は SMRFC をイスラマバード本局内に設置し、中期予報（3～10 日後まで）の実施を目指して

いる。下表は、計画されている特別中期気象予報センターの組織図である。気象予報センターや数値

43 

105 
73 

46  32 

101 
135 

169 

35  26 
58 

21  35  32  19  13 
46 

123 

73 
50 

14  10  15 

10‐Year Maximum

10‐Year Average

592
イスラマバードの日最大降水量（2001 年～2010 年） 

10 年間の日最大降水量

10 年間の日平均降水量
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予報局等の 5つのセクションに分かれ、副長官が取り纏めをすることとなっている。気象レーダーシ

ステムの運用維持管理局も SMRFC に含まれる計画であり、PMD は、イスラマバード気象レーダーシス

テムの運用維持管理を実施する技術者を 20 人の体制とする計画である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するために以下の点を重点に行うことが重要である。 

 スタッフへの技術訓練 

 問題・故障への対応方法の確立 

 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

 運用、管理体制の整備 

 技術的・財政的自立発展性の確保 

 

 

長官(1)

主任 

気象予報官

(1)

主任 

気象予報官

(1)

干ばつ監視

センター 
洪水予報局

主任 

気象予報官

(1)

地震監視セ

ンター 

図 18  計画されている特別中期気象予報センター組織図 

研究開発局

(21) 

人材育成局 

(50) 

特別中期気象予報センター(153) 

主任 

気象予報官 

(1)

副長官(1)

主任 

気象予報官

(1)

数値予報局 

(37) 

レーダー運用

維持管理局

(20)

気象予報セ

ンター (23)

 

図 19  計画されている PMD イスラマバードの気象レーダー観測所組織図 

電子技師 (1) 

用務職員 (2) 機械工 (4) 専門工補助 (2) 
電子及び機械 

技師補助 (8) 

電子技師補 (1) 

プログラム補助 (1)

主任技師 (1) 
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（2） 施設の運営維持管理計画 

 

PMD による気象レーダー塔の運用維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・老

朽化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備の 3 点が中心となる。日常の清掃の励行は、

施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。更に、機

材の性能をより長く維持するためにも重要である。又、破損・故障の早期発見や初期修繕につなが

り、設備機器の寿命を延ばす事にもなる。 

気象レーダー塔定期点検の概要は、一般的に以下の通りである。 

表 75  施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・コーキング・塗替え 

・屋根の点検、補修 

・樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・外部建具廻りのシール点検・補修 

・マンホール等の定期的点検と清掃 

補修 1回/5 年、塗り替え 1 回/15 年 

点検 1回/年、補修随時 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・内装の変更 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 

・建具の締まり具合調整 

随時 

随時 

1 回/年、その他随時 

 

建築設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前の、日常の「予防的メンテナン

ス」が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・

給油・調整・清掃などにより、確実に伸びるものである。これらの日常点検により故障の発生を未

然に予防することができる。定期点検ではメンテナンス・マニュアルに従って、消耗部品の交換や

フィルターの洗浄を行う。 

更にメンテナンス要員による日常的な保守点検を励行するなどの維持管理体制作りが肝要である。

主要機器の一般的耐用年数については次の通りである。 

表 76  設備機器の耐用年数 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 

・配電盤 

・LED 灯（ランプ） 

・蛍光灯（ランプ） 

20 年～30 年 

20,000 時間～60,000 時間 

5,000 時間～10,000 時間 

給排水設備 
・配管・バルブ類 

・衛生陶器 

15 年 

25 年～30 年 

空調設備 
・配管類 

・空調機・排気ファン類 

15 年 

15 年 
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３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

 

1） 日本国側負担経費 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

2） 「パ」国側負担経費 

概算総「パ」国側負担初度経費：約 65 百万円 

 

PMD による経費負担の実績と合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のように算出

した。 

表 78  パキスタン政府/PMD が既に負担した初度経費の概算 
No. 費目 初度経費（ルピー）

1 2 階建て施設の建設費（特別中期気象予報センター）  15,938,000

2 特別中期気象予報センターの PC ターミナル及び周辺機器購入費  7,687,000

3 雑費（電気代、燃料費等）  1,613,000

4 人件費（職員給料、手当等）  881,000

5 車輌購入費（1台）  1,400,000

6 図書購入費  40,000

7 その他経費  90,000

 合計  27,649,000
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表 79  パキスタン政府/PMD が負担する初度経費の概算 

No. 費目 初度経費（ルピー）

1. 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）の

ための銀行手数料の支払い 
 8,700,000

2. 
イスラマバード気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、3 相 4

線、50Hz）の敷設 
 300,000

3. 
イスラマバード気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントラ

ンスの設置 
 1,800,000

4. イスラマバード気象レーダー塔施設に必要な水道設備  100,000

5. 
特別中期気象予報センターに必要な容量 100kVA の商用電源（400V、3 相 4 線、50Hz）

の敷設 
 300,000

6. 

特別中期気象予報センター及び各プロジェクトサイトにおいて必要となる VPN

（Virtual Private Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なインターネット環

境の提供 

 1,000,000

7. 
PMDイスラマバード本局に設置されるウィンドプロファイラシステムに必要な商用電源

（400V、3 相 4 線、50Hz）の供給 
 300,000

8. 
ムルタン気象観測所に設置されるウィンドプロファイラシステムに必要な商用電源

（400V、3 相 4 線、50Hz）の供給 
 300,000

9. 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等）  500,000

10. 

図書購入、燃料費、電話代、申請手数料（気象レーダーシステムの周波数及びウィンド

プロファイラシステムの周波数の取得、気象レーダー塔施設建設に必要となる許可取

得）等の雑費 

 2,500,000

11. 人件費（職員給料、手当等）  16,033,000

 合計  31,833,000

 

3） 積算条件 

① 積算時点 ：平成 25 年 11 月 

② 為替交換レート ：1 US$ ＝99.27 円 

 ：1 PKR ＝1.094 円 

③ 詳細設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

④ その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施

されるものとする。 

 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクトの実施により発生する「パ」国側の運用維持管理費 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、インフレーション 5％を加味し、プ

ロジェクト完工後1年目から10年目までに調達されるシステムの運用維持管理コストを算出した。 

 

運用・維持管理コストは、以下の状況下での概算である。 
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 PMD 独自による運用・維持管理の実施 

 運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

 マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 81  運用維持管理コスト：PMD ムルタン気象事務所 

表 80  運用維持管理コスト：PMD イスラマバード本局

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 プロダクト表示装置（PC） データ保存用CD（20枚1組） 1 2,100 2,200 2,300 2,500 2,600 2,700 2,800 3,000 3,100 3,300

2 プリンタ プリンタインクカートリッジ 1 4,100 4,300 4,500 4,800 5,000 5,300 5,500 5,800 6,100 6,400

プリンタ用紙（500枚1組） 1 500 500 500 500 600 600 600 700 700 700

3 ウィンドプロファイラ用送信機 ACファン 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 94,900 10年ごとに交換

4 電源供給キャパシター ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 71,200 10年ごとに交換

避雷器 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 54,800 10年ごとに交換

5 発電機 オイルシール 2 0 3,700 3,900 4,100 4,300 4,500 4,700 5,000 5,200 5,500 1年ごとに交換

フィルター 2 0 0 13,000 0 14,300 0 15,800 0 17,400 0 2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 17,200 0 0 0 0 21,900 5年ごとに交換

小計（ルピー） 6,700 10,700 24,200 11,900 44,000 13,100 29,400 14,500 32,500 258,700

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 421,860 442,960 465,100 488,360 512,780 538,420 565,340 593,600 623,280 654,450 *1

2 燃料費用 DEG燃料消費 1 254,273 266,987 280,336 294,353 309,070 324,524 340,750 357,787 375,677 394,461 *2

3 水道代 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 *3

4 インターネット使用料 インターネット接続 1 96,000 100,800 105,840 111,132 116,689 122,523 128,649 135,082 141,836 148,928

小計（ルピー） 772,133 810,747 851,276 893,845 938,539 985,467 1,034,739 1,086,469 1,140,793 1,197,839

合計（ルピー） 778,833 821,447 875,476 905,745 982,539 998,567 1,064,139 1,100,969 1,173,293 1,456,539

合計（円） ¥665,669 ¥702,091 ¥748,270 ¥774,141 ¥839,777 ¥853,476 ¥909,521 ¥940,999 ¥1,002,815 ¥1,244,905

年間の電気代算出

年間使用電力量（機材） (kWh) 58,320 （実消費量の75%、25%は太陽光発電により補填）

年間総使用電力量 (kWh) 58,320

商用使用電力量（88%） (kWh) 51,322

DEG使用電力量（12%） (kWh) 6,998

燃料使用量 (L) 2,309 DEG燃費＝ 0.33 L/kWh

*1　 商用電気代 (PKR) 421,864 電気代＝ 8.22 PKR/kWh

*2　 DEG燃料代 (PKR) 254,273 燃料代＝ 110.10 PKR/L

*3　 年間の水道代 (PKR) 0 通貨レート 1.17 PKR/JPY

維持管理費概算

その他必要経費

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

イスラマバード気象レーダー塔

1 空中線装置 グリス（16kgs/can、AZ/EL双方に使用） 1 0 0 0 0 28,600 0 0 0 0 36,500 5年ごとに交換

タイミングベルト（AZ/EL計2式） 2 0 0 0 0 0 0 0 26,500 0 0 8年ごとに交換

2 空中線制御装置 ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45,900 10年ごとに交換

3 送受信装置 ACファン 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 367,100 10年ごとに交換

4 受信機 ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45,900 10年ごとに交換

5 プリンタ プリンタインクカートリッジ 2 8,200 8,600 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200

プリンタ用紙（500枚1組） 4 1,900 2,000 2,100 2,200 2,300 2,400 2,500 2,600 2,800 2,900

6 小型無停電電源装置 バッテリー 3 0 0 33,100 0 0 38,300 0 0 44,300 0 3年ごとに交換

7 電源供給キャパシター ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 71,200 10年ごとに交換

避雷器 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 105,900 10年ごとに交換

8 発電機 オイルシール 2 0 4,700 4,900 5,200 5,400 5,700 6,000 6,300 6,600 6,900 1年ごとに交換

フィルター 2 0 0 18,200 0 20,000 0 22,100 0 24,300 0 2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 0 24,000 0 0 0 29,200 5年ごとに交換

国家気象予報センター及び特別中期気象予報センター（SMRFC）

1 プロダクト表示装置（PC） データ保存用CD（20枚1組） 15 31,800 33,400 35,000 36,800 38,600 40,500 42,600 44,700 46,900 49,300

2 プリンタ プリンタインクカートリッジ 6 24,700 25,900 27,200 28,600 30,000 31,500 33,100 34,800 36,500 38,300

プリンタ用紙（500枚1組） 12 5,600 5,900 6,200 6,500 6,900 7,200 7,600 7,900 8,300 8,800

3 コピー機 トナー 1 11,100 11,700 12,300 12,900 13,500 14,200 14,900 15,600 16,400 1年ごとに交換

ドラム 1 0 0 38,900 0 42,900 0 47,300 0 52,100 2年ごとに交換

プリンタ用紙（500枚1組） 20 9,400 9,900 10,400 10,900 11,400 12,000 12,600 13,200 13,900 14,600

4 小型無停電電源装置 バッテリー 12 0 0 132,300 0 0 153,200 0 0 177,300 0 3年ごとに交換

5 ウィンドプロファイラ用送信機 ACファン 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 94,900 10年ごとに交換

6 電源供給キャパシター ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 71,200 10年ごとに交換

避雷器 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 109,500 10年ごとに交換

7 発電機 オイルシール 2 0 4,700 4,900 5,200 5,400 5,700 6,000 6,300 6,600 6,900 1年ごとに交換

フィルター 2 0 0 18,200 0 20,000 0 22,100 0 24,300 0 2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 22,900 0 0 0 0 29,200 5年ごとに交換

小計（ルピー） 81,600 106,200 351,300 115,900 255,500 342,200 224,300 165,400 467,700 1,158,800

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 1,451,618 1,524,199 1,600,409 1,680,429 1,764,451 1,852,673 1,945,307 2,042,572 2,144,701 2,251,936 *1

2 燃料費用 DEG燃料消費 1 874,944 918,691 964,626 1,012,857 1,063,500 1,116,675 1,172,509 1,231,134 1,292,691 1,357,326 *2

3 水道代 1 12,000 12,600 13,230 13,892 14,586 15,315 16,081 16,885 17,729 18,616 *3

4 特別メンテナンス メーカー技術者によるシステムブラッシュアップ 1 0 0 1,037,600 0 0 1,201,200 0 0 1,390,500 0 サイト5日間

5 レドーム コーキング補修 1 23,500 24,700 25,900 27,200 28,600 30,000 31,500 33,100 34,800 36,500

6 殺虫・殺鼠 殺虫・殺鼠対策 1 21,200 22,200 23,300 24,500 25,700 27,000 28,400 29,800 31,300 32,900

7 インターネット使用料 インターネット接続 1 480,000 504,000 529,200 555,660 583,443 612,615 643,246 675,408 709,179 744,638

小計（ルピー） 2,863,262 3,006,390 4,194,265 3,314,538 3,480,280 4,855,478 3,837,043 4,028,899 5,620,900 4,441,916

合計（ルピー） 2,944,862 3,112,590 4,545,565 3,430,438 3,735,780 5,197,678 4,061,343 4,194,299 6,088,600 5,600,716

合計（円） ¥2,516,976 ¥2,660,333 ¥3,885,098 ¥2,931,998 ¥3,192,974 ¥4,442,460 ¥3,471,233 ¥3,584,871 ¥5,203,932 ¥4,786,937

年間の電気代算出

年間使用電力量（気象レーダー） (kWh) 57,508 （実消費量の100%）

年間使用電力量（ウィンドプロファイラ） (kWh) 83,462 （実消費量の100%）

年間使用電力量（その他の機材） (kWh) 59,707 （実消費量の85%、15%は太陽光発電により補填）

年間総使用電力量 (kWh) 200,677

商用使用電力量（88%） (kWh) 176,596

DEG使用電力量（12%） (kWh) 24,081

燃料使用量 (L) 7,947 DEG燃費＝ 0.33 L/kWh

*1　 商用電気代 (PKR) 1,451,618 電気代＝ 8.22 PKR/kWh

*2　 DEG燃料代 (PKR) 874,944 燃料代＝ 110.10 PKR/L

*3　 年間の水道代 (PKR) 12,000 通貨レート 1.17 PKR/JPY

維持管理費概算

その他必要経費
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本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、プロジェクト全体の年間運用維持管

理コスト概算を以下のように算出した。 

 

プロジェクト全体の年間運用維持管理コスト概算：約 1千 7百万円 

表 84  パキスタン政府/PMD が負担するプロジェクト全体の年間運用維持管理コストの概算 

No. 費目 初度経費（ルピー）

1 職員給料及び手当 10,700,000 

2 電気代 1,950,000 

3 水道及びガス代 400,000 

4 電話、FAX、専用回線、インターネット使用料等 1,500,000 

5 スペアパーツと機材消耗品購入費、特別メンテナンス費等 900,000 

6 レドームコーキング補修費、殺虫・殺鼠対策費等 450,000 

7 消耗品及び事務用品購入費等 100,000 

8 図書及び雑誌購入費 35,000 

9 予備費 300,000 

10 ディーゼル発電機及び車輌等の燃料費 1,000,000 

 合計 17,335,000 

表 82  運用維持管理コスト：PMD カラチサイクロン警報センター 

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 小型無停電電源装置 バッテリー 2 0 0 22,100 0 0 25,500 0 0 29,500 0 3年ごとに交換

小計（ルピー） 0 0 22,100 0 0 25,500 0 0 29,500 0

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 17,844 18,736 19,673 20,657 21,689 22,774 23,913 25,108 26,364 27,682 *1

2 インターネット使用料 インターネット接続 1 96,000 100,800 105,840 111,132 116,689 122,523 128,649 135,082 141,836 148,928

小計（ルピー） 113,844 119,536 125,513 131,789 138,378 145,297 152,562 160,190 168,200 176,610

合計（ルピー） 113,844 119,536 147,613 131,789 138,378 170,797 152,562 160,190 197,700 176,610

合計（円） ¥97,303 ¥102,168 ¥126,165 ¥112,640 ¥118,272 ¥145,980 ¥130,395 ¥136,915 ¥168,974 ¥150,949

年間の電気代算出

年間使用電力量（機材） (kWh) 2,171 （実消費量の75%、25%は太陽光発電により補填） 電気代＝ 8.22 PKR/kWh

*1　 商用電気代 (PKR) 17,844 通貨レート 1.17 PKR/JPY

維持管理費概算

その他必要経費

表 83  運用維持管理コスト：新ベナジルブット国際空港気象事務所、PMD ラホール地方気象センター、

PMD ラホール洪水予報局、PMD ギルギット気象事務所 

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 小型無停電電源装置 バッテリー 1 0 0 11,000 0 0 12,800 0 0 14,800 0 3年ごとに交換

小計（ルピー） 0 0 11,000 0 0 12,800 0 0 14,800 0

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 9,854 10,347 10,864 11,407 11,978 12,577 13,205 13,866 14,559 15,287 *1

2 インターネット使用料 インターネット接続 1 96,000 100,800 105,840 111,132 116,689 122,523 128,649 135,082 141,836 148,928

小計（ルピー） 105,854 111,147 116,704 122,539 128,667 135,100 141,854 148,948 156,395 164,215

合計（ルピー） 105,854 111,147 127,704 122,539 128,667 147,900 141,854 148,948 171,195 164,215

合計（円） ¥90,474 ¥94,997 ¥109,149 ¥104,734 ¥109,972 ¥126,410 ¥121,243 ¥127,306 ¥146,321 ¥140,355

年間の電気代算出

年間使用電力量（機材） (kWh) 1,199 （実消費量の75%、25%は太陽光発電により補填） 電気代＝ 8.22 PKR/kWh

*1　 商用電気代 (PKR) 9,854 通貨レート 1.17 PKR/JPY

維持管理費概算

その他必要経費
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（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

 

試算されたプロジェクトの運用維持管理費の確保には、国家経済評議会執行委員会（ECNEC）によ

る PC-1 フォ－ムの承認が不可欠であるとともに、その後、プロジェクト完了直後に PC-4 フォ－ムが

承認されれば、運用維持管理に必要となる予算は、問題なく確保できる。本プロジェクトの場合、PC-1

フォ－ム内に記載されている予算額と本プロジェクトの援助額、計画機材項目と本プロジェクトの対

象となった機材項目が異なることから、PC-1 フォ－ム（改訂版）の再承認が必要となる。「パ」国側

は、交換公文締結前に再承認を得る計画をしている。また PMD の監督官庁である内閣府航空局及び援

助機関との連絡機関である経済・統計省、経済課（Economic Affairs Division：EAD、Ministry of 

Economic Affairs and Statistics）も、準備調査団に対して必要な予算を手当てする旨を確約して

いる。以下に PMD の予算推移を示した。 

 

表85  PMDの年間予算推移 

会計年 予算（1,000ルピー) 前年度比（%） 

2008 394,991 - 

2009 417,880 105.8 

2010 451,327 108.0 

2011 578,825 128.3 

2012 680,347 117.5 

プロジェクト実施・開発費は、PC-1 の承認により配分されるプロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算であるため

含んでいない 
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